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15　‌‌「どうする？　もんじゅ」３
　　原子力をめぐるグランドデザインの
　　不在が根底に

　「もんじゅ」の問題の背景には
原子力のあり方をめぐるグランドデザインの不在があ
る。一方で国民に対しては，「もんじゅ」を含めた原
子力が持つエネルギー面での供給安定性や安全保障へ
の寄与などを明示化することが重要だ。
� 竹内純子，山本隆三，澤田哲生

解説

34　‌‌産総研における放射線線量標準の現状
　産総研では放射線量に関する様々な国家標準の開
発，供給を行っている。このうち放射線標準研究グルー
プでは，Ｘ線，γ線，β線の線量標準について研究を
行っている。� 黒澤忠弘，齋藤則生

時論

2　‌‌構造災─科学社会学者からのメッセージ─
　福島原発事故が問いかけていることのなかで，もっ
とも無視され続けている事柄は，制度設計のあり方だ。
�� 松本三和夫

4　‌‌ベストミックスにおける原子力の役割
　原子力を急に止めて，ゼロにすることはできない。
むしろ日本は，こうした技術を磨き続けることが大事
なのではないか。�� 柏木孝夫

6　‌‌世界の検査・規制の教訓から見た開発
段階炉「もんじゅ」勧告
　安全規制で本質的に求められているのは遵守確認型
ではなく，炉心損傷のリスクに注目した安全性の維持・
向上を促す検査である。�� 杉山憲一郎

解説

24　‌‌福島原発事故由来の放射性物質が付着
した海底堆積物の再懸濁と水平輸送過程
　福島第一原子力発電所事故由来の放射性セシウム
が，海洋内でどのように移動しているかを３年間にわ
たって調べた。その結果，放射性セシウムが沈着した
海底堆積物が大陸斜面に水平方向に移動していること
がわかった。� 本多牧生，乙坂重嘉
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｢もんじゅ｣に対する勧告を受けての思い
文部科学大臣 教育再生担当大臣

馳 浩 (はせ・ひろし)
高校教諭からロスオリンピック代表，プロレスラー
を経て 1995 年に参議院議員初当選，2000 年に衆議
院議員選挙で当選。文部科学副大臣や党広報本部長
を経て 2015 年 10 月より現職。

高速増殖原型炉｢もんじゅ｣については，多くの方々にご心配をおかけしています。今回，この紙面をお借
りして現状と私の思いをご紹介します。
｢もんじゅ｣は，平成 24 年に機器の点検の不備が確認されて以来，原子力規制委員会から保守管理の不備に
ついて厳しいご指摘を受けておりましたが，私が大臣の任に就いておよそ 1か月後の平成 27 年 11 月 13 日，
田中俊一原子力規制委員会委員長から，｢もんじゅ｣の出力運転に向けて，日本原子力研究開発機構に代わる
適切な運営主体を特定すべきとの内容の厳しい勧告を手交されました。
私自身，これまでも，地元石川県の志賀原子力発電所の関連，また福島第一原子力発電所事故後の対策関
連など，原子力については議員として少なからず関わって参りました。今回，担当する大臣として，このよ
うな勧告を受けたことを，何より厳粛に受けとめて対応を進めることといたしました。
まず，できるだけ早いタイミングに，｢もんじゅ｣の現場を自分の目で見るべきと考え，12 月初めに現地視
察を行いました。日々，現場で保守点検に取り組まれている職員の方々に直接お会いしてお話を伺いまし
た。その際に，現在，現場の安全は確保されていること，更に，｢もんじゅ｣の保守管理の改善に向けた現場
の皆さんの懸命の努力も実感することができました。また，福井県知事や敦賀市長にもお会いし，地元自治
体の熱意もお伺いすることができました。このような，現場で日々努力されている方々にとっては，今回の
勧告には様々な思いがあろうとお察しするとともに，このような勧告を受けるに至った文部科学省への御批
判についてもしっかりと受けとめたいと考えております。
私は，この件について以下の三段階で検討を進めることといたしました。
まずは第一段階として，｢もんじゅ｣に関し，いったい何が問題であったのか，これまでの課題の総括を行
うこととしました。このため，昨年 12 月，私の下に，｢もんじゅ｣の在り方に関する検討会を設けました。こ
の検討会は，有馬朗人元文部大臣を座長とし，その下で原子力，品質保証，法律の専門家や電力，メーカー
の御経験を持つ方などにメンバーとして入っていただき，議論を進めております。公開のこの検討会には私
も率先して出席しておりますが，メンバーの方々には毎回大変精力的に議論いただくとともに，実際に，｢も
んじゅ｣サイトの視察も行って頂き，大所高所からのご意見を頂いております。
第二段階として，この課題の総括を踏まえて，｢もんじゅ｣の在り方，運営主体のあるべき姿を示したいと
考えています。さらに第三段階として，具体的な運営主体の検討を行うこととしております。本件は，非常
に重要で困難な課題ですので，私としても拙速にならず，政府部内の関係府省とも連携を取りながらしっか
りと検討していく所存です。
資源の有効利用や環境負荷低減の観点から言うまでもなく，エネルギー基本計画に定められている核燃料
サイクルの位置づけは何ら変わるものではありません。｢もんじゅ｣は国際的にも大変貴重な研究拠点であ
り，将来の高速炉サイクルに向けた研究開発をしっかりと進めていきたいと考えております。
文部科学省では，原子力政策に関し，まずは福島第一原子力発電所事故で被災された皆さんに寄り添い，
廃炉研究など，福島の再生・復興に向けた取組をしっかりと行ってまいります。あわせて，原子力の安全性
向上に向けた研究，基礎基盤研究や原子力人材育成，核燃料サイクルと高レベル放射性廃棄物処理処分研究
に取り組んでまいります。

(平成 28 年 2 月 23 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)

202



02-03_vol58_04-C_時論_PK.smd  Page 1 16/03/07 17:04  v2.10

時論 構造災
―科学社会学者からのメッセージ―

松本三和夫 (まつもと・みわお)
東京大学大学院人文社会系研究科教授
1981 年，東京大学大学院社会学研究科博士課
程修了。社会学博士。東京大学助教授，オッ
クスフォード大学セントアントニーズカレッ
ジ上席客員研究員等を経て現職。科学社会学
会会長。専門は社会学。主著に，Technology
Gatekeepers for War and Peace など。

1 構造災と科学社会学の視点
福島原発事故が問いかけていることのなかで，もっと

も無視され続けている事柄は何だろうか。筆者は，制度
設計のあり方なのではないかと考えている。社会の地金
の変革にかかわるといってもよい。以下では，｢構造災｣
といえる状況での制度設計のあり方の重要性を，科学社
会学(sociology of science and technology)の視点(松本
2009，2012，2016)から述べたい。

2 構造災の特性
福島原発事故以降の状態に対する筆者の率直な印象を

述べさせていただくと，事故は元来他人事ではないはず
なのに，他人事にしてくれ，これまでと寸分違わぬ営み
に棹さしかねないという点に収斂する。

表題に掲げた構造災とは，福島原発事故をそのような
意味での他人事にしないための視点と考えていただきた
い。構造災には，すくなくともつぎの 5 つの特性が複合
的に関与しうる(松本 2012：46)。

(1) 先例が間違っているときに先例を踏襲して問題を
温存してしまう。

(2) 系の複雑性と相互依存性が問題を増幅する。
(3) 小集団の非公式の規範が公式の規範を長期にわ

たって空洞化する。
(4) 問題への対応においてその場かぎりの想定による

対症療法が増殖する。
(5) 責任の所在を不明瞭にする秘密主義が，セクター

を問わず連鎖する。

3 制度化された不作為
構造災は，科学技術と社会の界面の構造を決める制度

の根本的な設計思想の次元に深くかかわる。福島原発事
故直後における SPEEDI(緊急時迅速放射能影響予測
ネットワークシステム)の運用のされ方が，見本例を提
供してくれる。

SPEEDI の運用は，旧原子力安全委員会によって定め
られた環境放射線モニタリング指針を根拠とする。同指
針によると，平常時モニタリングの目的は｢原子力施設
の周辺住民等の健康と安全を守る｣ことである(原子力安
全委員会 2008：3)。しかし，原子力施設における緊急事
態を想定した緊急時モニタリングの目的は，｢必要な情
報を収集し，原子力施設に起因する放射性物質又は放射
線の周辺住民等への影響の評価に資する｣ことと定めら
れている(原子力安全委員会 2008：15)。｢周辺住民等の
健康と安全を守る｣という目的が，｢周辺住民等への影響
の評価に資する｣に置き換わっている。

｢健康と安全を守る｣ことが目的なら，｢健康と安全を
守る｣ことができなければ，指針は失敗である。他方，
｢影響の評価に資する｣ことが目的なら，かりに｢健康と
安全を守る｣ことがなくとも，｢影響の評価に資する｣こ
とは可能だ。つまり，｢健康と安全を守る｣ことと｢影響
の評価に資する｣こととは，かならずしも重ならない。

この区別が重要なのは，｢健康と安全を守る｣ことと
｢影響の評価に資する｣ことが重ならないという可能性
が，緊急時の指針から帰結しているからである。すなわ
ち，緊急時に周辺住民等の｢健康と安全｣が守られなくと
も，周辺住民等への｢影響の評価に資する｣かぎり，指針
を遵守した行動である可能性が存在する。

SPEEDI の使用を定めた指針は，緊急時の 4 つの場面
を想定している。

(1) 事故発生直後
(2) 放出源情報が得られた場合
(3) 緊急時モニタリング情報が得られた場合
(4) 放出終息後

各場面における SPEEDI の運用の仕方は，つぎのよう
に定められている(原子力安全委員会 2008：51-52)。

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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(1) ｢予測図形を基に……緊急時モニタリング計画を
策定する｣

(2) ｢計算により得られた計算図形を配信する｣
(3) ｢各種図形を作成する｣
(4) ｢被ばく線量評価に資する｣

どの運用場面をみても，周辺住民等の避難は登場しな
い。つまり，目的においても，運用場面においても，
SPEEDI を周辺住民等の避難に役立てることがないとし
ても，そのことは指針に十分かなう行動として許容され
る制度があらかじめ設計されている。

そのような制度化された不作為は，緊急事態の発生，
緊急事態の把握(モニタリングポスト，SPEEDI によ
る)，避難計画の策定，策定された計画の自治体への伝
達，自治体から住民への避難指示が逐次的に起こる，と
想定する設計思想にもとづいている。現実には，モニタ
リングポストが地震で破壊されることなどにより，自治
体から住民への的確な避難指示が逐次的に行われなかっ
た。

すると，SPEEDI の担当者の倫理的責任だけに問題を
帰着させることは，問題を矮小化し，もっとも問われる
べきそうした制度設計の責任をかえってあいまいにす
る。構造災の観点からながめるかぎり，それは，致命的
な事態につながりかねない。なぜなら，福島原発事故が
構造災ならば，制度設計のあり方にかかわる問題は，別
の事柄でも，かたちを変えて何度でもあらわれうるから
である(Matsumoto 2014)。そもそも，かたちを変えて
何度もくりかえすことがありうるという想定に当事者も
利害関係者も第三者もいまなおきちんと向き合わないま
ま復興が叫ばれている可能性が存在する。

4 制度の設計責任
法的責任と倫理的責任だけでは肝心な事が問われない

状況は，社会的責任，とくに制度の設計責任にかかわる。
たとえば，サイエンス・カフェ・ポータルサイトによ

ると，サイエンス・カフェは 2005 年から福島原発事故の
直前までに 253 回東北地方で開催されている。うち，原
発に関するテーマで開催されたのは，1 回だけだ。2010
年 7 月 24 日，六ヶ所村で開催される。テーマは原発の
安全性の話題ではなく，原子力における産学連携。つま
り，発電用原子炉の事故にかかわる安全性の話題は，事
故の直接の当事者となる地域の民セクターの人びとに対
して，何も事前に語られていない(松本 2012：166-167)。

この事実から学べる教訓は，科学技術がもたらしうる
社会にとって望ましくない効果を事前に語らないという
偏りを，わかりやすく，双方向コミュニケーションを謳
い文句にした日本の科学技術コミュニケーションの場が
抱えこんでいることである。その事実は法令にふれてい
るわけでもなければ，人の道にはずれているわけでもな

い。けれども，同じ偏りが今後も踏襲されるかぎり，被
災者に対する社会的責任が問われ続けよう。

他人事ではない。福島原発事故の起こるまで社会学者
が日本の社会学の学会誌に発電用原子炉のリスクについ
て発表した論文は皆無である。科学技術をテーマとして
発表した論文とて，残念ながら，恐ろしく稀である。つ
まり，原状回復の困難な結果に対する無限責任を想定し
て，重大事故を防ぐ適切な努力を事前に十分行ってこな
かったという点に関するかぎり，原子力工学者も社会学
者もさして選ぶところがない。

そういう問題の構造を不問にしたまま，あと知恵を利
してさまざまなことを手っ取り早く言い立てることは，
問題当事者である被災者や家族の信頼を得ることを困難
にする。なぜなら，そういう問題を再生産するループを
不問にするかぎり，被災者と家族の境遇はけっして浮か
ばれないからである。

5 無限責任の有限化に向けて
制度化された不作為にせよ，問題を再生産するループ

にせよ，事前にあえて耳の痛いことを指摘し，不断に軌
道修正をしてこなかった行動様式からもたらされている
と筆者は考える。事前にあえて耳の痛いことを指摘する
ことと，何事かが起こったあとに耳に心地よいことを言
い立てるのとは，似て非なるふるまいである。両者の差
異をあいまいにし続けないことが，何人も負いつくせな
い無限責任をせめて学セクターの現場で有限化するため
に必要だと思う。

たとえば，無限責任をともなう構造災の所在を万人が
共有するしくみを制度の再設計により創出することがも
とめられる(日本学術会議 2014)。そういう試みが複数
あらわれ，将来世代への公共財として蓄積されること
が，その社会のレジリエンス(復元力)なのではあるまい
か。

(2016 年 1 月 25 日 記)
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時論 ベストミックスにおける原子力の役割
柏木 孝夫 (かしわぎ・たかお)
東京工業大学 特命教授・名誉教授
1946 年東京生まれ。東京工業大学卒業。米
国商務省標準局招聘研究員などを経て，現在
は同大学特命教授，名誉教授。経済産業省総
合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エ
ネルギー分科会長などを歴任し，日本のエネ
ルギー政策に深く関わる。

日本のエネルギー政策の方向性を定めているのは，
｢エネルギー基本計画｣である。3 年ごとに閣議決定され
る，エネルギー政策のバイブルとも言える。2014 年 4 月
に第 4 次計画がまとめられたが，福島第一原発事故後に
初めて決定された。
日本は 2011 年，福島第一原発事故を経験した。だから
こそ，これからのエネルギー需給で原子力発電の位置づ
けを改めて定めた，非常に重要な基本計画である。同計
画では，原発依存度を｢可能な限り低減させる｣としなが
らも，｢重要なベースロード電源｣と位置づけている。

●｢3E+S｣という視点
エネルギー基本計画には，基本的な視点が存在する。

1 つは，エネルギーの安定供給(Energy Security)であ
る。必要な時に，電力を安定的に供給することを示す。
2 つ目は，環境への適合(Environment)。CO₂ の排出を
削減し，低炭素型の国家を目指すことである。3 つ目は
経済効率性の向上(Economic Efficiency)。発電コスト
をなるべく低コストにしようということだ。この 3 点
を，安全性(Safety)を前提とした上で進めていく，
｢3E+S｣がエネルギー基本計画の視点である。

1 つ目の E(エネルギーの安定供給)という視点で考え
よう。現在，日本のエネルギー自給率は約 6％と，先進
諸国で最低レベルだ。自給率 50％程度あって，初めて国
家として自立していると言えるので，現在の数字は
｢レッドライン｣である。イギリスは約 60％，アメリカは
約 80％の自給率なのに，日本は化石燃料の輸入で何らか
のトラブルが起きれば，国内の生産活動が停止してしま
う危険な状態である。今回のエネルギー基本計画では，
2030 年までに日本のエネルギー自給率を，福島第一原発
事故以前の約 20％を上回る 25％を目指すと掲げている。
日本は資源に乏しい国だ。原子力を含めて，エネルギー
自給率の向上に目を向けていく姿勢が大事である。原子
力発電は一度燃料を装荷すると，約 1 年は新たな燃料を
必要とすることがないため，安定供給上，原子力は有力
なツールなのだ。

次に，2 つ目の E(環境性)から，CO2の視点を考えよ
う。日本のような先進国にとって，CO2の排出削減は国
際的な責務と言える。日本はこのほど，CO2排出削減に
ついて，2013 年度をベースに 2030 年度には 26％減らす
と，国際的に公表した。温暖化対策に対する積極的な姿
勢をアピールするため，欧米諸国に引けを取らない数値
になっている。石油や石炭を使った発電は，環境への負
担が大きくなる。全国の原発が停止している間，日本は
火力発電を使用することで対応していたが，CO2の排出
削減の観点から，化石燃料系の発電はもう増やせない状
況まできている。

最後に 3 番目の E(経済性)の視点である。福島第一原
発の事故以降，エネルギーコストが 3 割上昇した。火力
発電に使う原油などの輸入費が膨らんだことが要因だ。
2013 年度に，私たちが払った電力に対する燃料費は 9.7
兆円。民間企業にとっては，エネルギーコストが上がる
ことは，生産活動が下がることになる。基本計画では，
2030 年度まで経済成長を年 1.7％で見込んだ上で，電力
コストを 9.5 兆円に抑えるとしている。

●｢0 か 1｣ではない
エネルギー基本計画にある｢3E+S｣の条件をすべて満

たした｢長期エネルギー需給見通し(ベストミックス)｣
を，経済産業省の有識者委員会が昨年 7 月に，報告書と
してまとめた。著者や福井県の西川一誠知事も委員会メ
ンバーとなり，取り組んだ。
2030 年の望ましい電源構成比率は，①再生可能エネル
ギーを｢22～24％程度｣，②原子力｢20～22％程度｣，③石
炭｢26％程度｣，④石油｢3％程度｣などとしている。化石
燃料系の発電比率は，CO₂ 削減の視点からこれ以上増や
せず，再生可能エネルギーと原子力を合わせて 44％程度
を賄う必要があるという結論に行き着いた。
仮に，この 44％全てを再生可能エネルギーとしたらどう
なるか，考えてみよう。このうち太陽光や風力は，天候
次第で発電できない場合があり，安定したエネルギーと
は言えない。また，発電量が一定ではないため，現状の

( 4 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)

205



04-05_vol58_04-B_時論_PK.smd  Page 2 16/03/07 17:04  v2.10

ままでは送電や蓄電にコストがかかる。一方原子力は，
昼夜問わず発電できる。安定供給の面から考えると，原
子力の代わりとなる再生可能エネルギーは水力，地熱と
いうことになるだろう。しかし，設置場所などに限度が
ある。
その上，国民は現在でも，再生可能エネルギー導入を進
めるための賦課金を支払っている。再生可能エネルギー
の導入を際限なく増やせば，安定供給するための新たな
コストがかかる。費用負担の点から考えて，再生可能エ
ネルギーの比率は 22～24％くらいが限度である。

現在，国が進めている｢再生可能エネルギーの固定価
格買取制度｣は，再生可能エネルギーで発電した電気を，
電力会社が一定価格で買い取ることを国が約束する制度
だ。今はまだ，コストの高い再生可能エネルギーの導入
を進めるために電力会社が買い取る費用を，私たち消費
者から賦課金という形で集めている。賦課金の規模は年
間 1.3 兆円ほど。1 人 1 万円負担している計算になる。
｢3E+S｣の視点を考慮すると，この数値目標が現状では
最適なものであると思う。原子力に関しては｢0 か 1 か｣
という二者択一な選択で，いきなりなくすということは
不可能である。民主党政権時にまとめた第 3 次エネル
ギー基本計画では，CO2削減の視点から，原子力の比率
を 50％まで上げるとしていた。それが，2011 年の福島
第一原発事故後に一転した。ただ，現実は単純なもので
はない。安全性はもちろん高めなければいけないが，ふ
さわしい答えは｢0 と 1｣の間にあるのではないか。

●今後の原子力の役割
2030 年に原子力の比率を｢20～22％程度｣とするには，

何が必要だろう。原発運転開始 40 年で廃炉ということ
にすると，原子力の比率は 15％程度にしかならない。運
転開始 60 年まで延長することも必要だろう。2030 年に
22％を達成するには，だいたい 30 基が稼働しているこ
とが必要になる。

エネルギー基本計画は，3 年ごとに書き直すとしてい
る。2017 年にまとめるためには，来春あたりから第 5 次
計画策定に向けた動きが始まるだろう。新しい基本計画
では，古い原発を使い続けるより，より厳しい安全基準

に基づいた原子力発電所を新しく建て替えることや，新
設することも含めた言及があっていい。古い原発を廃炉
にして建て替えることは，推進していくべきだと個人的
には考える。次の第 5 次エネルギー基本計画では，原発
の建て替えに対する考え方なども明確に書く必要がある
と思う。

●これからの社会
新興国は農業国家ではなく，工業国家を目指していると
いう。そこでは，大規模で安定的な電源として原子力が
必要とされている現実がある。原子力の高度な技術を持
つ日本を，世界が必要としているのだ。福島第一原発の
事故後，原子力に対して慎重な動きが広がったが先ほど
も述べたように，原子力を急に止めて，ゼロにすること
はできない。ならば日本は，こうした技術を磨き続ける
ことが大事なのではないか。原子力の安全に貢献するこ
とにもつながる。
ベストミックスでは，毎年 1.7％の経済成長(国内総生産
ベース)を続けながらも，電力需要は 2013 年度と同程度
に抑えるとしている。これは，とてつもない省エネ社会
にならなければ達成できない数字だろう。

来年 4 月に電力が自由化される。消費者は，どの電力
会社から電気を買ってもいいことになる。国は，電力自
由化を通して経済成長を見込んでいる。自由な競争が生
まれると，電力需給ピーク時のためだけにあるような稼
働率の悪い施設は，採算が合わず淘汰されていく。需要
が異なる昼と夜の電気代は，今よりもっと差が出てくる
かもしれない。家庭で発電したり，貯めておいたりした
電気を売ることも可能になる。電力需要が低い時間帯に
使って，需要が高まったら家庭も含めて融通し合う，と
いった効率性が高まっていくのだ。

賢く電気を使うシステムを，地域全体で取り入れたも
のを｢スマートコミュニティ｣という。発電施設から家庭
の電球まで街全体の電気をコントロールし，電気を融通
し合って結果的に省エネにつなげる…。こういう時代
が，すぐそばにやってきている。

(2015 年 12 月 11 日 記)

( 5 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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時論 世界の検査・規制の教訓から見た開発段階炉｢もんじゅ｣勧告
杉山 憲一郎 (すぎやま・けんいちろう)
北海道大学 名誉教授
日本エネルギー環境教育学会 顧問 元原子
力安全委員会 原子炉安全専門審査会審査委
員 専門分野：ナトリウム炉の熱流動と安全
性，軽水炉シビアアクシデント事象

1．世界の検査・規制の教訓から見た｢もんじゅ｣勧告
1975 年の確率論的リスク評価(PRA)に基づくラスムッ
セン報告で｢従来型の規制｣の問題点が指摘され，1979 年
に発生したTMI事故は，遵守確認型の品質保証・保守管
理プログラムのレビューを繰り返す検査だけでは安全性
は向上しないことを世界に教えた。米国ではこの課題を
解決するために，原子力設置者が主体的に安全性向上に
取り組める環境を保証し，その努力を検証し不足があれ
ば改善を指導し支援する検査体系の構築を進めた。その
結果，90年代には幾つかの規制基準に使えるレベルにリ
スク評価が成熟した。例えば，現場を熟知する事業者に
よるサイト固有のリスク情報を活用した供用期間中配管
検査では，炉心損傷リスクの低減と作業員の被ばく線量
低減だけでなく，コストの低減も実現できた。米国規制
委員会は，このような経験と実績に基づきリスク情報を
活用し炉心損傷のリスクに注目する規制に移行した。
福島第一発電所事故は，遵守確認型の保安検査で正確
に文章化された手順書を整備することだけで炉心損傷事
故は防げないことを私達に教えた。事故後の日本で求め
られているのは，遵守確認型の検査ではなく，炉心損傷の
リスクに注目し安全性の維持・向上を促す検査である。
ナトリウム冷却開発段階炉としての特徴を考慮しつ
つ，品質保証・保守管理プログラムを開発しなければな
らない｢もんじゅ｣では，この視点での検査と支援が最も
重要である。｢もんじゅ｣勧告は，開発段階炉の炉心損傷
のリスクに注目することなく，保安検査での｢違反｣のみ
を見て出されている。
2．IAEA の IRRS勧告・助言と｢もんじゅ｣勧告
日本の原子力安全や規制制度が適切かを検証する
IAEAの IRRS(総合的規制評価サービス)ミッションチー
ムが本年 1月 11日から約 2週間の日程で規制庁の職員の
聞き取り，福島第一・高浜発電所などの現地視察を行っ
た。22 日の終了会合で，ミッションチームを率いたフラ
ンス原子力安全局のフィリップ・ジャメ氏は，｢今の検査
制度は柔軟性がなく，複雑になっている｣と指摘し，評価
対象となった各分野について，①人員の拡充や職員の力
量の向上②規制委の検査の実効性が担保されるような関

係法令の改正③安全文化の浸透に向けた努力の強化など
を｢勧告・助言｣として提示した。これは，実績・経験が極
めて限られている｢もんじゅ｣の品質保証・保守管理プロ
グラムの保安検査に対しても，時間(検討期間)・費用・マ
ンパワーの観点も含めて，そのまま当てはまる。
開発段階にある｢もんじゅ｣の各機器・系統で構成され

るシステム的機能の重要度は，停止時，運転時および緊急
時で大きく異なり，当然，軽水炉と特徴・事象も異なる。
このため，水平展開できない開発段階炉を担う組織では，
段階的な｢安全性維持・向上策の取り組み｣を通して，力量
の向上・実効性の担保・安全文化の浸透を図るのが常道で
ある。当然，数度に亘るフイードバックが必要であり，そ
の過程でミスも生じる。また，ナトリウム漏洩・改良工
事・地裁から高裁へと続いた裁判などで長期停止に陥り，
OJT による人材の継続的育成も出来なかった。このた
め，ハード・ソフト両面で現場と事象推移を熟知している
専門集団としてのマンパワーも有限であり，本質的な課
題であれば検討・決定に時間がかかる。検討課題によっ
ては組織外の有能な専門家の助言・助力も必要である。
また，変更に対して，各責任分野(者)間で整合性を取

るためにもフイードバックが必要であり，実績・経験が
ないため当然軽水炉より時間を要する。加えて，このプ
ロセスに分野・個人が主体的に関わらなければ，組織全
体への安全文化の浸透は有り得ない。この過程を通し
て，規制側と事業者側がナトリウム炉の事象と安全性に
関わる重要度の高い機器・システムに関して共通の認識
をすることで，炉心損傷リスク低減を目標とする安全
性・信頼性(品質・保全)向上策の実効性が確認出来る。
｢もんじゅ｣勧告では，この本質的で時間を要するプロ

セスに対する配慮が抜けており，表面的な遵守違反のみ
を問題としている。安全性・信頼性の維持・向上を目指
す合理的な品質保証・保守管理活動のための保安検査に
なっていない。原因は，定格運転実績が充分あり水平展
開ができる商業用軽水炉の枠組みに，急遽，実績がなく
水平展開もできない開発段階炉｢もんじゅ｣が置かれたこ
とによる。1999 年の JCO 事故や東電シュラウド問題な
どからスタートした検査の在り方に関する検討会で｢原

( 6 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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子力発電施設に対する検査制度の改善について｣(2006
年 9 月)が取りまとめられ，｢保全プログラム｣に基づく
保全活動に対する検査制度の導入(2009 年 1 月)が決
まった。軽水炉発電所では取りまとめからでも 2年以上
の準備期間があったが，開発段階のナトリウム冷却炉
｢もんじゅ｣発電所では，軽水炉と同等の膨大な量の保全
計画を導入直前(2ヶ月前)に求められた。当然，多数の
不整合が含まれた保全計画が出来上がり，起こるべきレ
ベルの遵守違反が生じる。
以下に，原子力安全に影響を及ぼすとして最も厳しい
｢品質保証 違反 1｣と評価された例の要点を，規制側の記
録に基づき記す。
3．平成 27 年度第 2回保安検査での違反例と安全性
機構と面談を行ったところ，多数の機器について，安
全機能の重要度分類が適切に設定されていなかったもの
がある旨の説明を受けた。
検査で正確な総数等が確定できていなかったことか
ら，原子炉等規制法第 67 条に基づく報告徴収が原子力
規制委員会から発出。重要度分類が適切に設定されてい
ない機器が 1387 機器であること等について確認された
ことから，適切な保全重要度が設定されていなかったこ
ととなるため，保安規定第 103 条｢4．保全重要度の設
定｣が適切に履行されていなかった。また，適切でない
状態で策定された保全計画は適切ではなかったこととな
るため，保安規定第 103 条｢6．保全計画の策定｣が適切
に履行されていなかった。さらに，機構は不適合管理を
行わなかったので，保安規定第 3 条｢8.3 不適合管理｣が
適切に履行されていなかった。
｢品質マネジメントシステムが機能していないことに
より原子力安全に影響を及ぼす｣ものと判断される。さ
らに，適正な保全計画の策定については，既に平成 24 年
12 月の保安措置命令において必要な措置を執るべきこ
とを命じているところであるが，これまで 2年以上の期
間が経過しているにもかかわらず，なお保守管理の基礎
となる部分の見直しが適切に実施されていない状況に鑑
み，以上の保安活動について｢違反 1｣と判定する。
機構側は，機器ごとの安全機能の重要度分類の変更に
対しては，以下の理由からプラントの安全性に影響がな
いと説明している。
1)設置許可による機能要求である｢止める｣｢冷やす｣｢閉
じ込める｣のうち，現在もんじゅの低温停止状態におけ
る機能要求の｢冷やす｣機能は崩壊熱等の残留熱の除去に
係る系統が 2 系統以上確保されていること，｢閉じ込め
る｣機能は原子炉容器のナトリウム液位をエマージェン
シーレベル以上確保されていることから影響がなく，現
時点において，これらの機能要求がある機器についてク
ラス変更はないこと。2)プラント状態は当直により常時
監視されておりプロセス量に異常がないことを確認して
おり，異常の際には警報の発報とともに手順に従い，判

断措置を行うこととしていること。3)クラス 3以下から
クラス 1，2 にクラスアップし，BDM(事後保全)から
TBM(時間基準保全)に修正する 90 機器については，以
下のとおり技術評価している。
①制御用圧縮空気設備の手動弁(クラス 1 に変更する

20 機器，クラス 2 に変更する 48 機器)は常時｢開｣であ
り，現在の内部・外部の環境から評価して点検までの間，
安全に影響を与えず，制御用圧縮空気の圧力は中央制御
室で常時監視しており，圧力低下が生じても待機してい
る制御用圧縮空気設備・所内用圧縮空気設備が起動する
など多重化されている。②蒸気発生器室換気空調装置ダ
クト及びダンパの 19 機器(クラス 2 に変更される機器)
は，ダクトは外気取り入れ箇所に塩害対策用のフィルタ
を設置し，設置環境から評価して点検までの間安全に影
響を与えない。ダンパも作動頻度等から評価して点検ま
での間，安全に影響を与えない。③キャスク装荷装置の
止弁 2機器(クラス 2に変更される機器)は現在運用して
おらず，(中略)アルゴンガスに置換されているのみであ
ることから，安全に影響を与えない。
ここからは，著者としての補足である。｢もんじゅ｣へ

軽水炉用｢安全機能を有する電気・機械装置の重要度分
類指針｣と｢安全機能を有する計測制御装置の設計指針｣
を適用する際，時間・マンパワー・経験が限られていて
解釈・解釈の統一が十分でなかった。再度の見直しで，
機器のクラスアップとダウンの変更に加えて，重要度分
類の基となる系統図への色塗りの抜けや重要度分類リス
トへの転記ミスも生じ，1387 機器で重要度分類が適切に
設定出来ていない時点で検査となった。膨大な急ごしら
えの保全計画が原因で｢違反｣が出る具体例である。
4．違反例の分析と｢もんじゅ｣の国際安全レビュー
上記のケースは，機構の各責任分野(者)間で不整合性

を確認するため，数回のフイードバックが必要であるこ
とを示す例である。また多重性・多様性，深層防護の観
点で見れば，停止中開発段階炉発電システムとして安全
性は確保されていると確認出来るケースであった。
昨年 9月に公表された｢もんじゅの安全確保の考え方｣

の国際レビューで，海外 5ヵ国と 1 国際機関の高速炉安
全性を主導する 9 名の専門家は，｢事故シーケンスグ
ループと重要事故シーケンスの選定は，高速炉の安全性
の特徴を考慮しつつ，PRA から得られた洞察と高速炉
重大事故に関する安全研究の知識ベースを考慮して，系
統的，かつ網羅的になされており，重大事故の発生防止
と影響緩和に関する基本的な考え方は妥当である｣と評
価している。
21 世紀中後半のエネルギー事情と気候変動を見据え

て世界の流れであるソフトとハードの両面から炉心損傷
のリスクに注目し，安全性・信頼性の維持・向上を支援
する透明性のある検査を期待したい。

(2016 年 2 月 18 日 記)

( 7 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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連載・福島からの風 第 7回

震災から｢新生ならは｣創造へ

福島県楢葉町長 松本 幸英

福島県楢葉町は，東京電力福島第二原子力発電所が北
側の富岡町とともに立地し，福島第一原子力発電所から
概ね 20km 圏内に位置する，人口約 8000 人弱の町です。

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故に伴
い，町の面積の 8 割が警戒区域に指定され，全町民が避
難を余儀なくされましたが，除染やインフラ復旧の状況
などをふまえ，政府は平成 27 年 9 月 5 日に町に出して
いた避難指示を解除しました。町内全域が避難していた
自治体で避難指示が解除された初めてのケースとなり，
今後の双葉郡の町村の復興の試金石ともなっています。

町の避難指示が解除された後も，いまだ町内では住宅
の再建，リフォーム等が至る所で行われているととも
に，災害公営住宅も建設中であるなど，住宅環境の整備
が終わっていない世帯が多い状況であり，現在も全町民
の約 7 割は町の南側に位置するいわき市での避難生活を
続けています。既に帰町された方の大部分は高齢者世代
でありますが，今後，環境が整うとともに帰町する町民
は少しづつ増えていくものと考えています。

しかしながら，全町避難から町の復興を進めること
は，これまで経験したことがない大きな困難がありま
す。4 年以上の避難生活が続いたことにより，避難先に
おいて勤め先や教育等の生活の基盤ができあがってし
まったこと，避難先のほうが医療や買い物等の生活環境
が整っていることなどから，避難された町民が帰町を選
択するには大きな決断が必要になっています。また，国
による除染はほぼ完了していますが，福島第一原発に近
い北部の地区においては空間線量の数値が高いことを懸
念する声もあります。

町では，町民の帰町意識を高めていただくため，単な
る復興にとどまらない，｢“新生ならは”の創造｣を掲げ，
生活環境の整備に取り組んでいるところです。主要プロ
ジェクトとして，災害公営住宅や分譲住宅地と商業施
設，診療所，認定こども園を徒歩圏内に整備した｢コンパ
クトタウン(仮称)｣の整備や，常磐線竜田駅周辺に，ビジ
ネスホテルや廃炉関係企業の社宅等の整備を中心とした
再開発を行っており，今年中にはその姿を町民の方にも
感じていただけると思われます。町の復興計画において
も，平成 29 年春を，学校や商業施設が再開し，町民が帰
町できる環境が整う｢帰町目標｣として示しましたので，

その時期までに生活環境の整備に全力で取り組んでいる
ところです。

そして，町の南側にある楢葉南工業団地内には，今後
の福島第一原発の廃炉研究の中核を担う JAEA 楢葉遠
隔技術開発センター(モックアップ試験施設)が昨年 10
月に開所し，VR 技術や支援ロボット技術の開発などが，
楢葉町を中心に展開されることになりました。今後 30
年から 40 年かかるといわれる福島第一原発の廃炉事業
や福島イノベーション・コースト構想の実現に向け，事
業者や研究機関の受け皿として，町としても，楢葉町が
ロボット等の新たな産業のメッカとなるよう，企業の進
出や新たな町民を受け入れる体制の整備に取り組んでい
きたいと考えています。

さて，原子力災害は万が一発生すれば，生命への直接
的な被害はなくとも，財産，健康など多くの負担を強い
られるという事を，我々は今回の事故により学びまし
た。あらゆる産業にゼロリスクを求めることはできませ
んが，原子力産業に携わる関係者には，このことを改め
て強く認識をしていただきたいと思います。

その上で，福島第一原子力発電所の廃炉作業には非常
に長い時間を要するものであり，その作業を支えるため
には，従事する人材を継続的に育成していかなければな
りません。町でも，楢葉遠隔技術開発センターを学校教
育に活用する考えをもっていますが，大学や研究機関，
産業界が一丸となって，廃炉や原子力技術にかかる技術
者や研究者を養成するための取り組みを進めていただき
たいと思います。

また，放射能にかかる風評が復興の大きな障害になっ
ています。学術的コンセンサスに基づく標準的な知見
を，わかりやすく，一般の方々に理解していただくよう，
原子力学会も積極的に取り組んでいただくよう，強くお
願いいたします。

(2016 年 1 月 18 日 記)

著者紹介
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NewsNews
高浜 1, 2 号機は運転延長，3, 4 号機は運転差し止めへ
関西電力の高浜原子力発電所 3号機は 2月 26 日，原子
力規制委員会によるすべての検査が終了し，同機は本格
運転を再開した。また，4号機は 27日に臨界に達した。
一方，原子力規制委員会は 2月 24 日，関西電力の高浜
原子力発電所 1，2 号機の運転延長に関する審査書案を
了承した。同発電所の安全対策が新規制基準を満たすと

するもので，40 年超運転の審査書案が了承されたのは，
これが初めて。
なお大津地裁は 3月 9日，高浜 3，4号機の運転を差し

止める仮処分を決定した。これを受けて関西電力は同
日，この決定を承服できないとするコメントを公表した。

(原子力学会誌編集委員会)

経産省，高レベル廃棄物最終処分の科学的有望地要件で説明会
経済産業省は 2 月 29 日，高レベル放射性廃棄物の最
終処分に関する｢科学的有望地｣の具体的要件・基準につ
いての中間整理について，関連学会向けに説明会を開
催。担当する同省資源エネルギー庁放射性廃棄物対策課
は｢科学的有望地については日本全国を適性の低い地域，
適性のある地域，より適性の高い地域に 3分類してマッ
ピングし，2016 年中に公表する｣とした上で，｢今後も関
連する学会などと連携して最終的にとりまとめる｣と説
明した。
同省の総合資源エネルギー調査会地層処分技術WG

は昨年 12 月に，高レベル放射性廃棄物の最終処分に関
し，科学的により適性の高いと考えられる有望地の具体
的要件・基準について，これまでの議論の成果を中間整
理として公表。地球科学的観点から，自然現象の影響回
避，処分施設の建設・操業時や廃棄物輸送時の安全性確
保などについて，技術的対応の可能性を含めた議論を整
理していた。地層処分技術関連などの専門家からの意見
は，4月 19 日まで募集する。

(同)

｢再処理等拠出金法案｣を閣議決定，拠出金制度や認可法人を創設
政府は 2月 5日の閣議で，原子力発電で発生する使用
済み燃料の再処理が着実に実施されるよう現行の積立金
制度を改め，新たに拠出金制度を創設することなどを柱
とする｢再処理等拠出金法案｣を決定した。現在開会中の
今国会での成立を目指す。
4月からの電気事業の小売全面自由化に伴い競争が進
展する中，原子力発電を巡る事業環境に大きな変化が生
じることを見据え，必要な資金が確保できず再処理が滞
ることのないよう，総合資源エネルギー調査会のワーキ
ンググループで昨夏より新たな制度設計について検討し
てきた。
法案では(1)拠出金制度の創設，(2)認可法人制度の創
設，(3)適正なガバナンス体制の構築――を柱に据えて
おり，事業に必要な資金の安定的確保とともに，法律の
規定によらなければ解散できない認可法人｢使用済燃料

再処理機構｣を設立し，関係事業全体を勘案した実施計
画の策定，拠出金の決定・収納を担わせ，再処理を着実
に実施する体制整備を措置する。
新たな制度では｢発生者責任の原則｣に基づき，使用済

み燃料の発生量に応じ，再処理事業に必要な資金の拠出
を電力に義務付け，支払われた拠出金に係る再処理事業
を認可法人が進める。これまで技術や人材を蓄積してき
た日本原燃が認可法人の委託を受けて，引き続き現業を
担うこととなる。
認可法人については，意思決定主体として第三者を含

む運営委員会を設置するとともに，理事長は経済産業相
が任命。理事(4 人以内)も同相の認可を要することを規
定するなど，運営に国が一定の関与を行うことで，事業
全体のガバナンス強化を図ることとしている。

(資料提供：日本原子力産業協会，以下同じ)

( 9 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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美浜 1・2号機と敦賀 1号機の廃止措置計画を規制委に認可申請
2015 年 4 月に運転を終了した関西電力の美浜 1，2 号
機と日本原子力発電の敦賀 1号機の廃止措置計画が 2月
12 日，両社より原子力規制委員会に認可申請された。廃
止措置の全工程は美浜 1，2号機が 2045 年度まで，敦賀
1号機が 2039 年度までとなっている。
関電は美浜 1，2号機の廃止措置の全工程を(1)解体準
備期間，(2)原子炉周辺設備解体撤去期間，(3)原子炉領
域解体撤去期間，(4)建屋等解体撤去期間――の 4 段階
に区分。新燃料は 2021 年度までの第 1 段階，使用済み
燃料は 2035 年度までの第 2 段階が終了するまでにそれ

ぞれ搬出することとしている。同社では両機の廃止措置
を安全かつ着実に推進するため 2015 年 6 月に，技術開
発の推進や他事業者との連携などを統括する廃止措置技
術センターを原子力事業本部に設置した。
原電は敦賀 1 号機の廃止措置の全工程を(1)原子炉本

体等解体撤去準備期間，(2)原子炉本体等解体期間，(3)
建屋等解体撤去期間――の 3段階に区分し，新燃料や使
用済み燃料ともに 2024 年度までの第 1 段階の期間中に
搬出することとしている。

海外ニュース （情報提供：日本原子力産業協会）

【中国】

原子力白書を初めて発表，緊急時対
策と安全セキュリティに焦点
中国の内閣にあたる国務院は 1 月 27 日，原子力発電
所における緊急時対策と安全セキュリティの推進・強化
に焦点を当てた白書を初めて発表した。1985 年に初の
商業炉となる秦山Ⅰ原子力発電所(PWR，31 万 kW)に
着工して以来，2015 年 10 月までに同国では 27 基，2,550
万 kWの原子炉が稼働中となり，建設中原子炉は 25 基，
2,751 万 kWに到達。これを 2020 年までに 5,800 万 kW
まで拡大し，2030 年には中国を｢原子力強国｣とする目標
を掲げるなど，飛び抜けて急速な開発ペースゆえに国際
社会からはその安全性を危ぶむ声も上がっている。今
回，国内の原子力発電所で取られている安全確保関連の
対策やその基本理念を公開することで，そうした懸念を
払拭し，同国が国家戦略の一つと位置付けた原子力によ
る海外展開を促進する狙いがあると見られている。
緊急時対策に関する原子力白書は 8章立てになってお
り，(1)原子力開発と緊急時関連の基本的状況，(2)緊急
時の政策方針，(3)緊急時に対応する｢1 計画 3システム｣
の構築，(4)緊急時対応能力の増強と維持，(5)事故時の
主な対策，(6)緊急時演習と訓練および国民とのコミュ
ニケーション，(7)緊急時対応技術の開発，(8)関連の国
際協力と情報交換――を取り上げた。前文の中ではま
ず，中国の原子力産業が一貫して安全性の確保を最優先
としてきたことを強調。安全性こそ健全かつ持続可能な
原子力発電開発を支えるものとの認識を示した。また，
TMI やチェルノブイリおよび福島第一など，過去に起

こった原子力発電所事故の教訓から，中国は原子力事故
の影響に国境がなく，緊急時対策がどれほど重要である
か深く理解しているとし，関連する法や規制・基準の整
備や組織的メカニズムとインフラの構築などを通じて安
全レベルの向上と緊急時対応の強化に継続して努めてい
くと明言している。
1章では，1950 年代半ばに始まった同国原子力産業の

過去 60 年間の実績を振り返り，秦山Ⅰ発電所以降，中国
が大型の先進的 PWRや高温ガス炉，輸出用主力設計と
して知的財産権を有する｢華龍 1号｣を開発したことに言
及。高速炉開発においても，実験炉がフル出力で 72 時
間の連続運転に成功したことを強調した。また，中国で
は国際原子力事象評価尺度(INES)でレベル 2 を超える
事象が未だ発生していないとしており，ガス状および液
体の廃棄物の放出が国の規定値をはるかに下回る程度に
抑えられるなどの健全な実績は，安全技術の改良努力や
厳しい安全監視体制，緊急時管理を強化した賜だと説明
した。
また 4章の中で，中国の緊急時対応ネットワークが適

切な規模を有するとともに，十分調整された合理的な配
置となっており，様々な事故や緊急時のレスキュー活動
専門の国家的プロ対応チームが 30 以上存在することを
明示。ここでは軍隊が地元での緊急事態を支援する責務
を負っているとした。政府としてはさらに，原子力発電
所における過酷事故時の複雑な状況に対応し，国際的な
原子力緊急時のレスキュー活動にも参加可能な，300 人
体制の強力な国家原子力レスキュー・チームを編成する
方針である。
さらに 5章では，中国が多重防護の概念に基づき，事

故対応で 5 つの影響緩和・制御対策を設定したと強調。

( 10 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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具体的には，原子力施設の設計・製造・建設・運転にお
ける品質保証の徹底，施設を安全規定の範囲内で仕様通
りに運転させる厳格な手順，プラントの安全性を自動で
制御・防護するシステム，事故時の制御が難しくなった
場合に放射性物質の放出を抑える手順，深刻な状況下で
住民と環境への影響を最小限に抑えるオフ・サイト緊急
時活動――を挙げている。

サウジアラビア，高温ガス炉建設で
中国と協力覚書
サウジアラビアで原子力発電導入計画を担当する｢ア
ブドラ国王原子力・再生可能エネルギー都市公団(K. A.
CARE)｣は 1 月 19 日，中国製の高温ガス炉(HTR)の建
設を想定した協力で，中国の原子力発電所建設企業であ
る核工業建設集団公司(CNEC)と了解覚書を締結した。
中国の習近平国家主席が同国を初めて公式訪問し，両国
間における協力強化で合意した 14 もの文書や覚書の一
つ。基数や出力などの詳細は公表していない。中国は陸
と海の新シルクロード構想｢一帯一路｣に従い，世界中で
原子炉の輸出活動を積極的に展開中。独自ブランドの輸
出用第 3世代 PWR設計｢華龍 1号｣と，ウェスチングハ
ウス社製・AP1000 技術をベースにした｢CAP1400｣に加
え，脱塩や熱電併給などの多目的利用が可能で固有の安
全性を有する第 4世代の高温ガス炉も，有力な輸出用設
計と位置付けている。
サウジは外貨獲得手段である原油資源を温存しつつ国
内の電力需要急増に対処するため，今後 20 年間に 1,200
万～1,800 万 kW の原子力発電設備建設を目指してお
り，中国のほかに韓国，フランス，アルゼンチン，ロシ
ア，フィンランド，ハンガリーなどと原子力の平和利用
協力協定を締結，あるいは仮調印済み。2015 年 3 月に，
韓国原子力研究所(KAERI)が中東諸国向けに設計した
小型炉｢SMART｣をサウジ国内で 2基建設するための可
能性調査で了解覚書に調印したほか，アルゼンチンの計
画投資省とは原子力導入計画を支援する技術開発会社を
両国国営企業の合弁で創設した。同年 6月には，アレバ
社製・欧州加圧水型炉(EPR)2 基の建設を想定した実行
可能性調査の実施で，フランス外務省と基本合意書を締
結。日本とはまだ原子力協定が結ばれていないが，K. A.
CARE は CNEC との覚書調印と同じ日，高木陽介経済
産業副大臣の一行がK. A. CAREを訪問し，協定締結に
向けてW. ファラジ副総裁と協議したことを明らかにし
ている。
中国における HTR開発では北京の清華大学が中心的
役割を担っており，2003 年から同大の研究院で熱出力 1
万 kW の実験炉が稼働中。同大学と協力関係を持つ

CNECは，華能集団公司を加えた 3者の合弁事業体によ
り，現在，電気出力 20 万 kWの実証炉を山東省石島湾
で建設しているところ。2017 年 11 月の送電開始を見込
んでいる。これに続く商業用 HTR 開発として CNEC
は，江西省瑞金市における 60 万 kW の HTR を 2 基建
設する計画を進めており，予備的な実行可能性研究報告
書が 2015 年 4 月に専門家による審査をパス。国家発展
改革委員会に対する計画申請や承認取得を経て，2017 年
の着工を目指すことになっている。

【インド】

原子力損害賠償の補完的補償に関す
る条約(CSC)に加盟へ
｢原子力損害賠償の補完的補償に関する条約(CSC)｣

の事務局を務める国際原子力機関(IAEA)は 2 月 4 日，
インドが同条約を批准したと発表した。CSC は各国の
国内法による原子力損害賠償措置を補完する機能を有し
ており，事故発生時の損害が発生国の責任限度額を超え
た場合，すべての締約国が拠出した補完基金により，一
層多くの補償額を被害者に提供するというもの。全人口
の約 4 割が電力のない生活を強いられているインドで
は，諸外国からの軽水炉導入も含めて政府が原子力発電
設備の大幅な増設を計画しているが，メーカーにも一定
の賠償責任を盛り込んだインドの原賠法は米国やフラン
スが原子炉輸出する際のネックとなっていた。
米エネルギー省(DOE)の E. モニッツ長官は同日，｢世

界で 2番目の人口を抱えるインドで安全な民生用原子力
設備を増設するための重要な一歩になった｣と発表し，
インドの CSC批准を歓迎。原子力は数百万ものインド
国民に低コストで信頼性のある電力を供給できると述べ
たほか，地球温暖化を防止する低炭素経済への移行が促
されるとの認識を表明した。また，事故時の損害を早急
に賠償するため，IAEA が｢原子力安全アクション計画｣
で求めている世界規模の原子力損害賠償体制や，原子力
商取引における法的枠組の構築という点でも，大きな一
歩であると強調。米国の開発した先進的な原子力技術が
活用されるよう，インドや CSCの全加盟国と共に働き
たいとの抱負を述べた。
今回の批准により，インドは国内の原賠法が CSC付

属書の規定に適合すると宣言したもので，IAEA におけ
るインド政府代表の R. ミスラ氏が政府の CSC 批准書
を IAEA の J. C. レンティッホ原子力安全・セキュリ
ティ担当事務次長に寄託。CSC は，2015 年 1 月に日本
政府が受諾書を寄託したことで締約国の原子力設備にお
ける熱出力の合計が 4 億 kW という発効条件が満たさ
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れ，同年 4月に発効していた。

【フランス】

政府，使用済み燃料地層処分場の建
設・操業で基準コストを改定
フランスのエコロジー・持続可能開発・エネルギー省
のS. ロワイヤル大臣は 1月 15 日，使用済み燃料を含む
高レベル放射性廃棄物(HLW)等の深地層処分場
(CIGEO)プロジェクトについて，建設・操業に要する基
準の見積価格を(2011 年 12 月末日の経済条件下で)250
億ユーロ(約 3 兆 2,000 億円)に改定するとの省令に署名
した。同プロジェクトの遂行には基準コストの定期的な
改定が必要だとする原子力安全規制当局(ASN)の 11 日
付け勧告に従ったもので，少なくとも事業期間中の節目
毎に定期的に改定することも盛り込まれた。これまでの
決算時に基準としてきた同コストが大幅に増額されたこ
とから，フランス電力(EDF)など廃棄物の発生事業者
は，2015 年末の連結決算に反映させる考え。処分事業の
実施主体である放射性廃棄物管理機関(ANDRA)の計画
では，2020 年代後半に処分場の操業試験を実施し，2030
年代の操業許可取得を目標に，2018 年前半にも事業許可
を申請するとしている。
フランス東部のムーズ県ビュールに位置する 30 平方
km 圏内での建設が決まっている CIGEO プロジェクト
では，HLW と長寿命の中レベル放射性廃棄物を地下
500m の粘土層に回収可能状態で貯蔵する予定。処分場
の設計調査をはじめ，土木工事と機器設置を含む建設作
業費，処分場の操業時にかかる人件費，維持費，税金，
保険料など，100 年以上にわたる期間の建設・操業資金
は EDF，アレバ社，および原子力・代替エネルギー庁
(CEA)が負担する。これらの 3 事業者に ANDRA と
ASN を含めたエネルギー省の作業部会は，2005 年に
135 億～165 億ユーロ(1 兆 7,000 億円～2 兆 1,000 億円)
という見積評価結果を公表しており，3事業者は中間数
値の 141 億ユーロ(1 兆 8,000 億円)程度を基準コストと
認識していた。しかし，その後 ANDRA は 2014 年 10
月の政府宛て報告書に新たな評価結果として 344 億ユー
ロ(4 兆 4,000 億円)を明示。一方，3 事業者も 2015 年 4
月，事業期間中の技術革新や経済的な最適化等により見
積総額は 192 億ユーロ～205 億ユーロ(2 兆 4,600 億円
～2兆 6,200 億円)になると計算し，基準コストとしては
約 200 億ユーロ(約 2 兆 5,600 億円)とする見解を表明し
ていた。

【英国】

原子力規制局，過去 15 年間に原子
力発電所で起きた事象を整理
英原子力規制局(ONR)は 2 月 4 日，国内の稼働中原

子力発電所で 2001 年 4 月から 2015 年 3 月末までの間に
発生した事象全般について包括的にまとめた報告書を初
めて公開した。ONR はこれまでも，わずかに発生する
安全上重大な事象については関係情報を公にしてきた
が，今回のリストは国際原子力事象評価尺度(INES)で
レベル 1未満の非常に小さい異常事象も含め，発電所か
ら報告された全事象を網羅。すでに公開済みの 2014 年
/2015 年の年次報告書におけるONR の長官声明を補足
する内容で，報告の総件数では増加していても，それら
のほとんどが安全上重大ではない事象であり，レベル
1～3までの重要事象件数は増えていない。すなわち，英
国の原子力発電所における安全性が低下したわけではな
いと強調している。
ONRの規制義務は，ONRを独立の法定機関に移行さ

せた 2013 年エネルギー法や，原子力サイトでの許認可
体制を定めた 1965 年原子力設置法など，複数の関連法
規の組み合わせで規定されており，ONRは民生用原子
力施設で発生した安全上重大な事象の情報を公開するだ
けでなく，四半期毎の意見書をエネルギー気候変動省
(DECC)など関連省庁に提出してきた。しかし，2015 年
～2020 年までの主要課題を明記した戦略の中で，あらゆ
る関係者から信頼を得るとともに，信用される土壌を醸
成するため，規制その他の活動に関する公開情報のレベ
ルを増大させると誓約。ONRの公開基準を満たしてい
ない場合も含め，2001 年以降に報告されたすべての安全
関係事象リストを公にすることになったもの。これは産
業界における傾向や課題の将来的な分析促進や透明性の
向上に向けた重要ステップになると説明した。

【欧州】

欧州原子力共同体，第 4世代の国際
フォーラムに継続参加
欧州の原子力産業会議連合であるフォーラトムは 2月

5日，｢第 4世代原子力システムに関する国際フォーラム
(GIF)｣に欧州原子力共同体(ユーラトム)が 2026 年まで
10 年間，継続して参加するとの見通しを明らかにした。
EUの欧州理事会・閣僚作業グループが 1月 29 日に勧告
したもので，この判断は EU加盟国の閣僚で構成される
理事会が近々，最終採択するとしている。フォーラトム
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によると，欧州の原子力産業には既存設備における着実
かつ絶え間ない性能改善など，技術革新を継続的に行う
という伝統的特徴がある，GIF に継続参加することで，
EUは原子力の専門的知見に関するリーダーシップを維
持するとともに，先進的な性能とインフラが整った，世
界でも最高の原子力技術革新と研究を追求していくとし
ている。
GIF は経済性や安全性，持続可能性，核拡散抵抗性な
ど，他のエネルギー源に対する十分な優位性を持つ原子
力システムの概念開発を目指す国際協力の枠組。1999
年に米国が提唱したもので，参加表明した 13 か国/国際
機関のうち，米国，日本，フランス，カナダ，中国，韓
国，ロシア，スイス，南アの 9か国およびユーラトムが
協力の枠組を規定した協定に署名した。この枠組協定は
2015 年 2 月に当初の期間が満了しており，米国や日本，
フランス，韓国などの締約国は同じ月に 10 年間の延長
協定に調印。ロシアも同年 7 月に署名を終えていた。
GIF では現在，ガス冷却高速炉(GFR)，鉛冷却高速炉
(LFR)，溶融塩炉(MSR)，ナトリウム冷却高速炉
(SFR)，超臨界水冷却炉(SCWR)，超高温炉(VHTR)
――の 6つの有望システムについて，事業取り決め等を
作成して具体的な研究開発プロジェクトを実施中。欧州
の原子力研究共同事業体は，これらのうち 3つの概念を
利用した 4件の実証プロジェクトについて設計・開発を
進めている。すなわち，
・ASTRID プロジェクト：SFR原型炉で 2020 年頃に
フランスのマルクールで建設を開始

・ALLEGROプロジェクト：GFR実証炉で，チェコか
ハンガリー，スロバキアで建設
・ALFREDプロジェクト：LFR実証炉で，2020 年に
ルーマニアのピテシュチで建設を開始
・MYRRHAプロジェクト：鉛ビスマス冷却の高速中
性子多目的研究炉で，ベルギーの SCK―CEN 研究
センターが主導。ベルギーのモルですでに建設が始
まっており 2020 年頃に完成

――する予定である。
これらのうち ALLEGRO とMYRRHA プロジェクト

は，EU 域内の雇用と成長促進のため EC の J.-C. ユン
カー委員長が 2015 年に開始した 3,150 億ユーロ(約 40
兆円)の欧州戦略投資基金計画の優先投資項目に選定さ
れている。

【米国】

来年度予算要求でMOX工場の建設
打ち切り，SMR開発は加速へ
米国の B. オバマ政権は 2 月 9 日に 2017 会計年度

(2016 年 10 月～2017 年 9 月)の予算教書を議会に提出
し，その中で兵器級余剰プルトニウムを処分するためサ
ウスカロライナ(SC)州で進めていたMOX 燃料製造工
場(MFFF)の建設を打ち切り，希釈後に地層処分する方
針を明らかにした。商業炉で再利用するよりも大幅なコ
スト削減と時間短縮につながるとの評価結果を示してお
り，2017 年後半までに同オプションの予備概念設計を完
了し，概念設計を開始する考え。一方，原子力関係予算
の方は対前年度比 0.8％増となり，官民のコスト折半で
進めている小型モジュール炉(SMR)開発・許認可支援
プログラムの継続や使用済み燃料を集中的に中間貯蔵す
るパイロット施設の立地・許認可活動等への予算が増額
されている。
〈MFFF建設プロジェクト〉
DOE 全体の予算要求額は 325 億ドルで，現行の 2016

年度予算レベルから 29 億ドル増額。MFFF の建設関連
経費は国家核安全保障局(NNSA)の｢核不拡散関係建設
物｣予算の中で計上されている。少なくとも 34 トンの兵
器級プルトニウムを商業炉用の燃料に転換し，安全かつ
効果的に処分するという目的のため，2007 年から SC州
サバンナリバー・サイトで建設工事が始まっており，
ショー・アレバMOXサービス社が作業を請け負ってい
た。現在の工事進捗率は 70％程度と言われているが，建
設前の 2004 年当時に 18 億ドルと試算されていた総工費
は年と共に増加。2014 年 3 月に提出された 2015 会計年
度予算教書では，建設工事を差し当たり凍結状態に置く
ための予算のみ要求されていた。
2015 年の統合延長予算法はMFFF の建設継続を指示
する一方，コストと代替技術に関する調査の実施も指示
しており，DOE はプルトニウム作業グループによる
2014 年 4 月の分析結果を独自に確証・評価するよう連邦
政府出資の研究開発センターに求めたほか，2015 年 6 月
には DOE 長官が特別チームを編成して兵器級余剰プル
トニウムの処分オプションに関する評価を実施。結果と
して，MOX燃料に転換する処分方法は予想より大幅に
高額となり，年間 8億～10 億ドルの予算が数十年にわた
り必要になることが確認された。このような背景から，
2017 年度の要求額は同プロジェクトを 2017 年度初頭か
ら打ち切るための予算として 2 億 7,000 万ドルを計上。
2016 年度予算から 7,000 万ドルの削減となっており，今
後はプルトニウムを希釈・地層処分(D＆ D)するための
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予備概念設計を実施し，2017 年後半にも概念設計を開始
することになった。
〈SMR開発と廃棄物処分場計画〉
原子力エネルギー全体の予算要求額は 9億 9,400 万ド
ルで，2016 年度予算から 773 万ドル増加した。地球温暖
化防止で利用可能な手段はすべて活用するというオバマ
政権の方針を反映して，安全かつクリーンな原子力発電
オプションはDOE 原子力局の研究開発戦略における重
要要素に位置付けられている。中でも優先順位が高いの
は小型モジュール炉(SMR)の開発・商業化の加速で，
2017 年度の予算要求額は前年度から約 2,700 万ドル増の
8,960 万ドル。DOE は民間と 50％ずつ出資する SMR
許認可・技術支援(LTS)プログラムを継続中で 2017 年
度はその最終年度にあたる。米国で開発した最先端の
SMR技術で国の経済とエネルギー供給両方を保証して
いくとともに，地球温暖化の防止目標も達成する考え
で，こうした努力を通じて，米国の製造能力や関連する
原子力サプライ・チェーンも強化。米国から SMRを輸
出する重要な機会も増大すると見込んでいる。2020 年
代初頭から半ばにかけて，最初の一群について設計認証
(DC)取得を目指すが，2017 年度初頭にはまず，ニュー
スケール社が独自の SMR設計のDCを申請予定となっ
ている。
使用済み燃料を処分する研究開発費は，｢燃料サイク
ル研究開発｣の項目の中で計上されており，2017 年度予
算としては前年度から 1,184 万ドル増の 7,434 万ドルを
要求した。2016 年度では使用済み燃料処分研究開発の
サブ・プログラムとして(1)研究開発，(2)統合放射性廃
棄物管理システム(IWMS)――に分けていたが，2017 年
度は IWMS 活動の拡大が予想されることから，IWMS
予算は別枠で単独に 7,360 万ドルを要求(5,380 万ドル
増)。商業用と軍用両方の廃棄物について，個別の管理
施設を立地，設計，建設，操業するためのすべての下準
備活動が行われる。具体的には(1)商業炉から出る使用
済み燃料を集中的に中間貯蔵するパイロット施設と，軍
事用高レベル廃棄物の永久処分場関係，(2)商用と軍事
用両方の放射性廃棄物すべてについて貯蔵，あるいは処
分する施設を合意ベースで立地するための支援活動――
になるとした。今後 10 年間は，閉鎖済み原子炉からの
使用済み燃料を受け入れるパイロット中間貯蔵施設に努
力を傾注するほか，廃棄物を中間貯蔵施設まで輸送する
能力の開発を実施。そして，大規模な中間貯蔵施設の立
地と許認可に向けた活動に進めていくとしている。

【国際】

IAEA，ジカ熱防止で原子力を使っ
たウィルス早期探知機器を移転
妊婦が感染すると胎児への悪影響が疑われる｢ジカ熱｣

が中南米で拡大していることから，国際原子力機関
(IAEA)の天野之弥事務局長は 2月 11 日，関係各国から
の緊急支援要請に応じて，放射線を利用したウィルスの
早期探知機器や関連技術の訓練を近く提供する予定だと
発表した。このイニシアチブで必要とされる経費 40 万
ユーロ(約 5,000 万円)は，IAEA の年間予算で承認され
た緊急事態用準備金でカバー。ジカ熱拡大に対抗する能
力の向上取り組みは，IAEAの幅広い支援の一環であり，
天野事務局長は｢この種の危機には早急に対応したい｣と
述べた。また，原子力を活用した技術による医療支援
は，IAEA が世界中で展開する活動の重要な部分だと強
調している。
ウィルス探知の具体的な支援策として，天野事務局長

は逆転写ポリメラーゼ連鎖反応(RT-PCR)に基づく技
術の移転が含まれると指摘。同技術がすでに確証済みで
効果も高く，2014 年に西アフリカでエボラ出血熱が大流
行した際にも IAEA が提供したと説明した。3 時間以内
のウィルス探知が可能であるため，その利用協力につい
ては食糧農業機関(FAO)とも連携して当たっており，早
い段階でウィルスを探知できれば大流行に際し迅速な対
応を取ることが可能になると指摘した。また，RT-PCR
機器に加えて，関連する消費財や技術的助言，探知技術
の使い方に関する訓練についても緊急に提供すると明
言。ウィーン近郊ザイバースドルフにある IAEA/FAO
の農業・バイオ技術研究所で，南米とカリブ海沿岸の加
盟 28 か国すべてが 3 月下旬から RT-PCR 訓練が受け
られるよう手配中であることを明らかにした。
ウィルスを媒介する蚊の個体数削減で補完的役割が期

待される不妊虫放飼法(SIT)技術の移転要請について
は，2月 22 日と 23 日にブラジルの首都ブラジリアで国
際専門家会合を開催予定で，その結果に関する協議を 24
日～26 日，同じブラジリアで開催する拡大調整会合で南
米およびカリブ海諸国の政府当局と行う計画。SIT プロ
ジェクトに要する 228 万ユーロ(約 3億円)は 3月上旬の
理事会で承認を得ることになっている。
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座談会
｢どうする？ もんじゅ｣ 3

原子力をめぐるグランドデザインの不在が根底に

国際環境経済研究所理事 竹内 純子
常葉大学教授 山本 隆三

司会 澤田 哲生

本誌では｢もんじゅ｣勧告とその背景をめぐる座談会をこれまで 2回開き，FBRをめぐる歴史的経緯と
必要性や，｢もんじゅ｣勧告の背景にある JAEAの保守管理の問題点や経緯，さらには規制そのもののあ
り方を議論してきました。今号の座談会では経済性の問題や｢もんじゅ｣を含めた原子力の研究開発体制
を焦点化し，自由化が進む中での原子力のあり方をめぐるグランドデザインや，その設計を主導する司
令塔の不在という問題があること。また，それらの前提には国民の理解促進があり，そのためには｢もん
じゅ｣を含めた原子力が持つエネルギー面での供給安定性や安全保障への寄与などを明示化することが
重要だとの指摘がなされました。

原発を廃止すれば，日本はリスクにさらさ
れる

澤田 本誌では｢もんじゅ｣をめぐってこれまで，座談
会を 2 回開いてきました。1 回目は FBR をめぐる歴史
的経緯と必要性の議論を，2回目は｢もんじゅ｣勧告の背
景にある JAEA の保守管理の問題点や経緯に加え，規
制そのもののあり方を議論しました。3回目の今回はこ
れまでの議論をふまえ，経済性の問題。例えば電力自由
化や発送電分離という原子力事業に押し寄せる波の中
で，｢もんじゅ｣の研究開発を継続するための予算をどう
するのか。あるいは｢もんじゅ｣の研究開発体制への他省
庁の関与のありかたについて議論したいと思います。本
年 1月逝去された澤昭裕さんが原子力事業の再編につい
ての遺稿を残されたと伺っていますが，そこではこうし
た点についても触れられているのでしょうか？発表前の
原稿ではありますが，その作成を最後まで手伝われたと
伺っていますので，差し支えない範囲で澤さんの最後の

メッセージについて教えてください。
竹内 そこでの主要なポイントは，原子力事業の再編

論ですが，冒頭には福島原子力事故をふまえて原子力ム
ラの体質は本当に変わったのかということに，強いメッ
セージが書かれています。原子力発電の必要性からその
正当性を主張される方が今でも多いのですが，それだけ
で国民の理解を得られるわけではありません。澤さん
は，｢原子力は今までのような基幹電源ではありえない。
しかし，再生可能エネルギーがコスト・技術の両面でま
だ多くの課題を抱える中で，資源貧国日本が保険として
持ち続けなければならない技術だ｣と考えていたと思い
ます。一方，反原発派の方は現実的でないエネルギー転
換を主張し，推進派の方はそれを荒唐無稽な理想論だと
言って否定するという構造が今でも続いています。本
来，そんな議論はとうに卒業し，自由化の世界において
も原子力事業を維持するのに必要な制度的手当て，安全
性を真に高めるための枠組みについて議論しなければな
らないはずなのに，議論が入り口でとどまったままで，
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日本の技術は｢戦略なき撤退｣への途をひた走っているよ
うに見えます。将来的にそうしたリスクにさらされるの
は国民であることを，澤さんは最期まで心配しておられ
ました。
澤田 私は原子力 vs. 自然エネルギーという不毛な対
立構造を壊そうとしていますが，これはなかなか上手く
進みません。双方に問題があります。
さて，ご指摘の｢戦略なき撤退｣という意味では，いま
まさに｢もんじゅ｣がその岐路に追い込まれています。こ
の問題もまた，FBR の歴史やその意義や必要論を主張
するだけで国民の理解が得られるなどとはとても思えま
せん。メディアや世論は予想以上にこの問題を冷徹に見
ています。ところで，山本さんは最近，世論調査をした
ところ，若い世代では原子力に対し肯定的な意見が多
かったという結果をまとめられたと聞きます。
山本 この調査は静岡県の浜岡周辺の 4 市を対象に
行ったものですが，年代によって原子力に対する考え方
が違うことがくっきりと出ました。例えば 20 代だと，
再稼働｢賛成｣と｢やむなし｣の合計は 3分の 2を占めてい
ます。けれども年代が上がるにつれて反対の人が増え，
40 代で肯定と否定が拮抗し，60 代以上になると否定が
多くなります。
このアンケートは約 3 万 8 千人の人に調査票を送り，
7千人以上の回答をもらったのですが，回答者の半分以
上は 60 代以上でした。だから，若い人はこういうアン
ケートには回答してくれない。このため電話でアンケー
トの回答を求める新聞社の調査は，そのようなバイアス
がかかっている可能性があります。
澤田 自宅宛てに電話をかけた調査だと，高齢者と女
性の在宅率が高くなった結果が出るということですね。
特に若者の回答数が少ないと，その傾向がシニアのそれ
にかき消されてしまう。
山本 さらに今回の調査は，原発に対して好意的でな
い人が多いと言われる地域も含めています。この結果を
実際の年齢別に構成し直すと，再稼働肯定派が全国レベ
ルでは半分を超える可能性があります。

どんな結論が出ても当事者への信頼がな
ければ世の中の納得は得られない
澤田 次に｢もんじゅ｣についての意見をお願いしま
す。前の座談会では，｢もんじゅ｣に対する勧告そのもの
の妥当性に問題があるとの指摘がありました。とはい
え，出された勧告は受けとめなければいけません。一方
で｢もんじゅ｣の話は，核燃料サイクルの今後のあり方と
も深く関わります。この問題の主要な当事者のひとつで
あるはずの経産省は，｢もんじゅ｣にまったく関心を持っ
ていません。｢もんじゅ｣抜きにして，フランスと日本
で，FBR の実証炉にあたるASTRID を軸にしてやって
いこうという考えです。

他方で核燃料サイクルという点から見ると，FBR は
非常に重要です。第 2回目の座談会では，今のうちから
FBR 開発に手をつけてないと将来，ウラン需給がひっ
迫した時に間に合わないという話が展開されました。た
しかにこのままいくと将来，ウランの争奪戦が起こるの
は確実です。そうすると，自国の燃料はできるだけ自国
で賄わなければならない。そのためにはプルトニウムを
創成し利用していくのが当然です。その中心的役割を担
うのがFBRである。次につなげていくためには，｢もん
じゅ｣なしではいけないというのが，核燃料サイクルの
なかで原子力を進める人たちの間で共有されているス
トーリーです。経産省は核燃料サイクルはやるといいな
がら，｢もんじゅ｣のことは関知しないとしている。あれ
は，文科省のものであると。
原子力ムラの外の人からは，この問題はどう見えてい

るのでしょうか。
竹内 私も日本は今後しばらくの間，原子力の技術に

頼らざるを得ないことは間違いないと考えます。原子力
技術に関わる人材が，新たな可能性を追求し，原子力の
付加価値を高めていくための｢目標｣として，高速炉開発
は重要だと思います。他方で，現存するもんじゅにとら
われて，高速炉の議論が，｢もんじゅを動かす，動かさな
い｣という議論に矮小化されてしまっているようにも見
えます。もっと目線を広げて，高速炉開発のためには，
もんじゅ以外の手段も含めて，どのような道が最も現実
的かつ効率的なのか，冷静に議論する必要があるのでは
ないでしょうか。
澤田 FBR の必要性はあるけれども，｢もんじゅ｣に

こだわる必要はなかろうと。
竹内 こだわり続けても，先がないのであればという

ことです。具体的には，稼働実績のある常陽の活用，ま
た ASTRID のような国際協調路線での高速炉開発の可
能性も含めて，幅広く｢高速炉開発｣のオプションも含め
て議論すべきではないかと思います。
澤田 ｢もんじゅ｣なくしてその先の高速実証炉は成り

立たないというのが，われわれの共通認識なのですが。
それはさておき，日本が国策で進めている核燃料サイク
ルについてはどうでしょう。
竹内 これまでも全体調整・戦略策定を担う機能が弱

かったのだと思いますが，福島第一原子力発電所事故後
には原子力委員会のあり方なども見直され，さらに司令
塔がない状態になっています。これまでの立地地域との
信頼関係や国際協調など多様な観点に目配りしながら，
全体調整を図る司令塔が必要です。
澤田 六ヶ所には今般，経産・エネ庁が乗り出して来

ましたが，エネ庁では役不足でしょうか。
竹内 もちろん経産省の役割は非常に大きいものの，

この問題は経産省のみならず，外務省なども含めた国家
規模での話だと思います。エネルギー政策やコストの問
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題だけでなく，国家のセキュリティや将来的な視点を
もった技術開発のあり方という視点が必要だからです。
原子力政策全体については政府の閣議決定などを行い，
司令塔組織については例えば内閣府のもとに置いて，各
省庁連携で取り組むなどの具体的な議論が必要だと思い
ます。
澤田 山本さん。さきほど原子力容認派は世の中に結

構いるという話でした。その中で FBR，あるいは｢もん
じゅ｣は世の中にはどう映っていますか。
山本 原子力発電の必要性を認めている人は，世の中

に半分以上いると思います。けれども，今の体制で原子
力をきちんと進めていくことができるかどうかという議
論や｢もんじゅ｣や六ヶ所がどうかという話になってくる
と，賛成度は下がっていくと思います。
澤田 なぜですか？
山本 それは原子力機関への信頼度が低いからです。

原子力機関を｢信頼している｣と｢おおむね信頼している｣
と回答した人の合計は 32.7％しかいない。｢信頼してい
ない｣，｢どちらかといえば信頼していない｣の合計は
41.4％あります。一方で研究者に対しては｢信頼してい
る｣，｢おおむね信頼している｣の合計は 44.4 パーセント
で，｢信頼していない｣が 19.7 パーセントです。さらに政
府になると，信頼度は 25％まで下がります。
要するに原子力の必要性は認めるが，それを担ってい
る原子力関係機関や，あるいは政府はあまり信頼されて
いない。これはきちんとした説明がなされていないとい
うことだと思います。
澤田 顔が見えない。あるいは逃げているというイ
メージですね。山本さんの分析によれば，日本政府の信
頼度は，支持率より低いのでしょうか。
山本 そうです。原子力関係者よりも，さらに信頼さ
れていない。だから，信頼されていない原子力関係者や
政府が，｢もんじゅ｣や六ヶ所の話をしても，なかなかパ
ブリックアクセプタンスが得られない。
澤田 それはかなり重篤な状況ですね。
山本 我々が考えなければいけないのは，パブリック

アクセプタンスをどうやって高めていくかということで
す。それが政府の第一の仕事だと思います。そうでない
と，どんなに議論してどんな結論が出ても，国民は信頼
していないから，国民の納得が得られない。
澤田 現政府の中枢は原子力に関してなんら堂々とし
た発言をしていない。どうすればいいんですか。
山本 教育を地道にしていくしかありません。私のと
ころに反対派の人からよく電話がかかってくるのです
が，例えば放射線の空間線量率をとても気にしている人
がいます。ところが，｢米国のデンバーでは空間線量率
が年間 11 ミリシーベルト，フィンランドでは 7 ミリ
シーベルトあります｣と言うと，とても驚かれる。そん
なことも知らないで，｢5 ミリシーベルトでも危ない｣と

いう論理にしがみついている。また，原子力発電をやっ
たら温暖化が進むと言う人もいます。
竹内 温排水のことを仰っているんでしょうね。
山本 けれども温排水は原子力発電所だけでなく，火

力発電所からも出ています。彼らに｢プールにスポイト
で熱湯を 1 滴入れたら温度が上がりますか｣と説明する
と，納得してもらえることが多い。
原子力を進める側はきちんと説明をしなければいけま

せん。反対派の人の中には，かなり非科学的な説明をそ
のまま受けとって，誤解している人も多い。感情や，間
違ったデータで判断している人というのは世の中にすご
く多いと思います。
澤田 それはなかなか興味深い指摘ですね。
山本 例をもう 1 つ。去年，教員研修で，230 人の先

生を前に温暖化とエネルギーの話をしました。その後で
教員の人たちから，｢感情でエネルギー問題を議論する
のは間違っていることに気がつきました｣｢データで判断
しなければいけない｣｢私は原子力について非常に間違っ
たことを考えていた。｣というコメントをいくつかいただ
きました。高校教員のような人たちの中にも，誤解して
いる人がいるということです。原子力関係者が外に飛び
出さなければだめですよ。こんな座談会をやっている場
合ではありません。
澤田 この座談会は〝飛び出している〟から良いので

すよ(笑)。原子力関係者はムラの寄り合いが好きでし
て，そこから飛び出せない。ところで，私も学校の先生
や生徒とコミュニケーションをとっているのですが，テ
レビや新聞から聞いた情報が中心で，より広範で公正な
知識を得る機会が与えられていないケースが多い。要す
るに，｢もんじゅ｣がどう見えているかではなくて，もっ
と世の中に積極的にきちんと説明していくべきだという
ことですね。受け身ではなく，プロアクティブ
(proactive)に。
山本 そうです。さきほどの調査結果では，コメン

テーターの信頼度がとても低く，20 パーセントぐらいし
かありません。テレビのコメンテーターというのは結
構，いい加減なことを言っているということが，みんな
にはわかっているけれども，それなりの影響力はありま
す。
また原子力教育で，原子力発電所を見学するような機

会が提供されていますが，そういう機会を利用する人た
ちというのは，そもそも肯定派の人たちが多い。
澤田 ちなみに学校の原発見学は 3.11 後に自粛通達

が役所から出されたままだと思います。個人的に呼びか
けてやっていますが，原子力に慎重な人たちにも呼びか
けるのですが，なかなか一緒には来てくれません。
山本 だから学会は，そんな人たちにどうやってアプ

ローチするのかを考えた方がいい。
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｢もんじゅ｣の効用とコストを明示化する

澤田 確かに学会の大きな役割ですね。私は根強い反
対派の人たちとも交流を続けていますが，彼らは最近の
事情を余りよくご存じないことがままあります。だか
ら，私たちがいろいろなところに出ていくべきだという
のはまさにその通りです。
さて，｢もんじゅ｣の経済性の話に移ります。前の座談
会ではもし｢もんじゅ｣を新規制基準に適合させるとする
ならば，さらに 2千億円ほどの追加資金が必要だとの指
摘がありました。
竹内 原子力については，かかるコストの全体像を示
していくことも重要ですし，もたらすメリットについて
定量化することも必要です。例えばホルムズ海峡が封鎖
されれば，日本国内の天然ガスは 2週間で底をつくとい
うような話はわかりやすい。けれどもそれだけでなく，
原子力の安全保障や温暖化問題への寄与度を数値化して
示す必要があるでしょう。政府はエネルギーミックスの
検討の際に試算を示しましたが，わかりづらかった。
澤田 けれども，一番重要なことですよね。JAEAの
予算，なかでも｢もんじゅ｣の予算は平成 7年にそれ迄の
半分以下に減っている。建設が終わったとはいえ，200
億円くらいはどこか他に回されたのです。
竹内 コストも効用も定量化して，見える化をするこ
と。先ほど出た 2千億円というコストは，単体で聞くと
すごく高く感じますが，原子力は生み出す電気が膨大だ
から，場合によってはその金額を kWh 当たりにして示
す工夫も必要だと思います。これらのコストは，その他
の外部経済効果との見合いだと思うので，そちらも｢見
える化｣していくことも必要です。今は｢もんじゅ｣の効
用が，国民の前に示されていません。コストを全体的に
示すことと併せて，効用についても示していく必要があ
ると思います。
澤田 そこは，われわれの責任が大きいとおもいま
す。〝もんじゅやるべし〟の背景には技術論があるので
すが，世間には細かいことはさておき精神論としか響い
ていない。将来は確実にウラン資源が逼迫し争奪戦が起
きます。そうすると，日本のような国は今から FBR 開
発を手がけておく，プルトニウムを創成し，これを準国
産燃料として使っていく。世界的もそうならざるを得な
いから，ロシアや中国，インドは着実に FBR の研究開
発を進めています。
しかし米国はシェールオイルやガスで 200～300 年ぐ
らいはもつと見積もっているようで，原子炉の新設にそ
れほど積極的ではない。
日本は，これから 20～30 年先をマイルストーンとし
て，さらにその先，国家 100 年の計を見据えたエネル
ギーセキュリティを考案しないといけない。自国で生産

できるエネルギー源というのは原子力しかない。太陽光
や自然エネルギーも増やすべきですが，実質的に手に入
る量が限られかつ不安定電源なのでなかなか多難です。
国家の長期的エネルギーセキュリティの観点からは，竹
内さんがおっしゃるように 2千億円という数字は際立っ
たものではないかもしれません。長期的に見て，自国の
エネルギー自給率が数パーセントも上がるというのは，
すごいことですからね。けれども今は，そんな議論もさ
れていません。
山本 エネルギー自給率の問題は難しくて，化石燃料

をめぐる状況は 40 年もたつとずい分変わってしまう。
ホルムズ海峡をめぐる問題にしても，原油の中東依存率
は 8割以上ありますが，天然ガスは 3割しかない。だか
らホルムズで問題が起きたとしても，日本は原油以外な
らほかから買える。原油にしても 6ヶ月分の備蓄があり
ます。それらを含めて，長期的視点で考えなければいけ
ない。前提とする要因によって答えが変わるため，これ
らは定量化するのが非常に難しい問題だと思います。
結局，原子力の問題は，エネルギーセキュリティの問

題よりも，電気料金を安定化させる問題をよく考えなけ
ればいけないのではないかと思います。

無資源国では原子力の選択肢をなくせな
い

澤田 原子力によって電気料金を安定化させるという
ことですか。
山本 そうです。要するに原子力発電をやれば，電気

料金はあまり振れない。それが 40 年続くという効果や
温暖化対策という効果も考えなければいけない。そうい
うことを考えて，原子力は必要だというのが，多くの国
の結論だと思います。その結果として，世界中で原子力
発電所は建設されているというわけですよね。
澤田 しかし，そこの状況はあまり共有されていな

い。
山本 現状はそうかもしれませんが，先を見越せば日

本でも当然，原子力発電のリプレースや増設に向かって
行く，そういう結論になると思います。エネルギー自給
率を考えたら，そういう結論にならざるを得ない。資源
がない日本や韓国のような国は，原子力の選択肢をなく
すことはできない。
もう一つの問題は，技術の問題です。日本は日立，東

芝，三菱，ウェスティングハウス(WH)などが高い技術
を持っている。それを生かす道を考えなければいけな
い。日本はこの失われた 20 年間でいろいろな技術の優
位性を失っていますが，このままではいけない。
澤田 その中に核燃料サイクルや｢もんじゅ｣は入って

いるのですか。
山本 入っています。これは，パブリックアクセプタ

ンスの問題とは別です。その技術が，日本として維持す
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べきものなのかどうかという判断は，当然しなければい
けません。
澤田 ｢もんじゅ｣はどちらでしょう。
山本 やったほうがいいです。
澤田 2 千億円はどうしますか。
山本 どこかから調達してくるしかありません。同時

に本当に 2千億円かかるのかどうか，その額は十分検証
し精査しなければなりません。
澤田 ｢もんじゅ｣に軽水炉発電所並みの新規制基準が

今後仮に適用されれば，耐震補強だけで千億円ぐらいか
かるのではないかと言われています。
山本 本当にそうなのか，それもよく検証しなければ
いけないと思います。例えば原子力ムラの中だけで考え
たために，不必要に高い設備や工事費を含めていないか
どうかなどということも含め，透明性をもって厳密に検
証していかなければならないと思います。
｢もんじゅ｣のナトリウム漏れは，たいした問題ではあ
りませんでした。けれども世間は，そうは見ていませ
ん。運転再開のために 2千億円かかると言ったら，世間
はやはり違う目で見ると思います。
我々は，そんな世間の目を意識して，そこを納得して
もらうことを考えないといけない。｢もんじゅ｣の重要性
や必要性を訴えるだけでなく，コストにしても 2千億円
ではなく，絞りに絞ったら千 5百億円になりましたとい
うような努力の跡があれば，納得感が得られやすいのか
なと思います。
澤田 オリンピックの新国立競技場みたいな話になっ
てきましたね。
山本 あれが世間の納得を得る典型的な話でしょう。
でも，その努力をしないと，日本の技術は維持できませ
ん。日本の技術は韓国，中国などに追いつかれてしまっ
て，優位性を持つ強い技術が，本当に少なくなっていま
す。例えば蓄電池では，かつて日本が 50 パーセント以
上の世界シェアを持っていましたが，今は 10 パーセン
トを割っています。石炭ガス化複合発電(IGCC)も，中
国はすでに｢作れる｣と明言しています。
澤田 それらはコピーすれば獲得できる技術という認
識でしょうが…
山本 だから，簡単にはコピーできないような技術を
やらないと勝てない。原子力というのは，その典型で
す。中国も AREVA とWH の力を借りながら原子力発
電所を 30 基作った実績をもとに，やっと中国製という
レベルに達することができました。
澤田 ｢もんじゅ｣についてはどうでしょう。
山本 このまま廃止するのはもったいないです。けれ

ども原子力関係者はどのようにして，そのためのパブ
リックアクセプタンスを獲得していくかということに発
想を転換していかないと。2千億円が高いか安いかという
議論ではなく，世論の理解が得られるかどうかでしょう。

澤田 具体的には。
山本 原子力関係者のうちわだけの議論ではなく，反

対派の人やマスメディアの人と議論を深めることだと思
います。新聞社の中には，社の方針として批判している
ところもありますから，彼らとも十分な議論をして，社
の方針を変えてもらうようなことをすべきでしょう。
澤田 竹内さんは国立研究開発法人審議会の JAEA

部会委員を務めておられます。
竹内 はい。ですので，JAEAの方たちの苦悩もわか

るように思います。もんじゅの理解活動は，JAEAだけ
の課題ではなく，政府，電力会社，関連メーカーの人も
含めた原子力関係者すべてが，パブリックアクセプタン
スを得るための努力をすべきだと思います。
澤田 JAEA はリスクコミュニケーションをはじめ

として，それなりの広報活動をやってきたと思います
が。
竹内 あえて厳しく申し上げれば，それらのコミュニ

ケーションは，話を聞いてくれる人のところに行くにと
どまっている場合が多く，批判的な人への踏み出しが足
りません。私は東電にいたころ，坂本龍一さんとあるシ
ンポジウムで登壇したことがあるのですが，後で社内か
ら，反原発の坂本さんとなぜ，一緒に登壇したのかと怒
られました。私は意見が違うからこそ，一緒に出る意味
があると思いますし，坂本さんからは，｢僕が間違ってい
ることを言っているのならば，それを指摘してほしいの
に，原子力関係者は指摘どころか，近づいてきてくれな
い｣と発言されていました。もし誤解をされているので
あれば，本人に説明しにいけばいいのであり，そこから
議論やコミュニケーションが始まるわけです。厳しく言
えば原子力関係者は，そんな努力が足りなかったのでは
ないでしょうか。
一方で｢もんじゅ｣について言えば，この学会誌での座

談会でも原子力の草創期に活躍された第 1世代の発言し
か聞こえてきません。若手は育っているのだろうか，そ
のための仕組みは十分にあるのかと懸念します。
澤田 そうです。現場を担う人たちの顔が見えないば

かりか，今後を担う若手がいるのかどうかも見えない。
竹内 一般の国民からすると，このような時に若手の

学者や現場の人が説明に出てきてほしい。でも，そんな
人はとても少ないです。もし，若手の研究者を育てて技
術を育成する仕組みが不十分であるのであれば，技術が
維持できなくなるという危機感を，本当に技術にかか
わっている人が真剣に持ってもらいたいと思います。
澤田 大学や学会の役目のはずですね。
竹内 あるいはもし，若手の研究者を育てて技術を育

成する仕組みが不十分であるのであれば，技術が維持で
きなくなるという危機感を，本当に技術にかかわってい
る人が真剣に持ってもらいたいと思います。
澤田 危機感はあるのですが，人材育成のためには予
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算が必要で，それは監督官庁しだいだということもあり
ます。つまり，監督官庁が向いていない方向には予算が
つかない。そこに事実上蹂躙されている。今は廃炉や安
全・セキュリティに予算は流れていますが，前向きな研
究はおざなりです。

エネルギーや技術は，国が自立するための
前提
竹内 予算の問題だけでなく，原子力コミュニティの
中には，派閥や学閥的なのものが根強くあるのではない
かと感じます。第三者的に見ているので外れているかも
しれませんが，若手の研究者をしっかりと育てるための
仕組みは必要です。
澤田 根強くあります。空洞化しつつ根強くある。そ
こででてくるのが〝人材育成〟です。人材育成という
テーマぐらいしか正当性が主張できないような寒い状況
になっています。
竹内 言うまでもなくエネルギーや技術は，他国を支
配することができる手段となります。ロシアは天然ガス
などの資源を生かした外交で周辺諸国をコントロールし
ていますが，技術面でも同様で，原子力技術をトルコに
輸出していますが，両国の関係が悪化したら，ロシアは
原子力の技術者を引き上げもちらつかせている。自国の
中に技術を保つことの重み，そして海外とも切磋琢磨し
て技術を磨いていくことの重要性を関係者が共有してい
ただきたいと思います。
澤田 ロシアは建設 (Built) - 所 有 (Own) - 運 転
(Operate)をすべてロシアが面倒見る BOO 方式です。
安全つまり事故時の責任も取るらしいです。チェルノブ
イリ事故の経験をふまえて言うのだから逆に説得力があ
るかもしれません。
竹内 そこは，トルコにとっては自国の中に技術者を
抱えていないことの怖さがある。自国の中に技術を保つ
ことの重みを技術関係者が共有して，そのことを強く発
信していただきたいと思います。
澤田 まことに重要な指摘だと思います。さて，今の
国家政策では核燃料サイクルを進めていくことになって
います。けれども，その中での｢もんじゅ｣の存在が問わ
れている。原子力ムラのシナリオとしては，いずれ軽水
炉は FBRに置きかわる，FBRが発電炉として商業化す
るという未来像があり，核燃料サイクルはその上に立っ
ています。
一方で今の軽水炉の再稼働にあたって，電力会社は追
加的な安全措置などのために何千億円といった内部留保
を吐き出している状態です。これに加えて FBR も含め
て新規立地でゆくゆく商業化しようとすれば，その資金
をどこから調達するのでしょうか。けれども完全自由化
になって発送電分離をすれば，そういう資金の余裕はな
くなるのではないでしょうか。

竹内 それは自明の理です。自由化した社会で原子力
の新設・リプレースを可能にするには，何らかの補完的
な政策を打たなければいけないことは明らかです。例え
ば米国がやっているように，建設期間を短縮化するため
に認可制度を簡素化するなど，規制を合理化する。ファ
イナンスについては，政府の債務保証をつける，あるい
はイギリスのように長期固定価格買い取り制度(FiT
CfD)を入れて投資回収が確実視される政策を入れるな
どの方策を導入する必要があります。莫大な初期投資や
長期にわたる建設期間，技術的な課題や政治・規制の変
更リスクなどを総合的に考えれば，自由化と原子力と
は，大変食い合わせが悪いのです。そんな中で諸外国
は，それを両立させ，緩和させるための政策をすでにい
くつか導入しています。
山本 米国では今，原子力発電所が 5基建設されてい

ますが，その建設が進んでいるのは全部，電力が規制さ
れている州です。米国には電力を規制している州と自由
化している州があるのですが，原子力発電所は規制州で
しか建設されていません。
米国政府は原子力発電所の債務保証をしていますが，

それでも自由化された州では原子力発電所の新規立地を
誰もやらない。規制された州では電気料金の保障があり
ますが，自由化している州だといくら補助金があって
も，電気料金が将来どうなるかわからないから，40 年も
50 年も使う設備に誰も投資しようとはしません。
日本の場合，お金だけでは難しい。イギリスのように

FiT CfD を導入して固定価格で 35 年間買い取りますと
言っても，難しくなってきました。それは建設費が高く
なってきたからです。今までは，例えば AREVA では
1kW 当たり 6 千ドルぐらいでできると言っていたので
すが，それではできなくなっています。
澤田 フィンランドの例ですね。
山本 さらに 5，6年だった建設期間が，どんどん伸び

ている。工期と資金が読めなくなり，大変な負担になる
かもしれない。そのような点についても政府が責任を持
たないと，自由化した市場では原発建設は誰もやりませ
ん。このため政府が，上限をつけないで金は出す，でき
た電気は全部買い取るという制度にしないと，原発建設
はできないと思います。
澤田 なおさら，パブリックアクセプタンスが重要に

なります。

客観的な知識にもとづく判断がなければ，
国は誤った方向に向かう

山本 ただ原子力発電所は，温暖化問題やエネルギー
安全保障に関心が高い人には支持率が高い。ですからこ
れからのパブリックアクセプタンスは，温暖化や安全保
障の知識を持ってもらうことが重要です。例えばイギリ
スだと，原子力発電所の新設に対し，エネルギー安全保
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証の観点から賛成が 60％を占めています。今の日本で
は，原発新規建設賛成は 20％しかない。これはイギリス
国民が，原子力の利点をよく理解しているという証しで
す。
澤田 それだけ情報が共有されているわけですね。
山本 そういう情報を皆さんがよく聞いているから，

60 パーセントの支持率になると思います。日本では，そ
ういう情報が極めて少ない。新聞では，感情的な話が多
い。みんながきちんと判断できるための材料を，マスメ
ディアは提供しなければいけません。そのマスメディア
が判断するための材料を提供するのが学会の責任ではな
いかと思います。
澤田 イギリスは狂牛病問題で，当時の科学者に対す

る信頼が地に落ちました。その不信を払拭するために上
院に Science and Society という科学技術委員会を作り，
フェアな情報の提供や，科学的判断ができる人を育てる
取り組みを 20 年間ぐらいかけてやってきた結果，今の
ような状況になりました。教育を含めたパブリックアク
セプタンスを，20 年間以上かけて取り組んできたことに
なります。私は，今回はそういう意味ではいいチャンス
ではないかと思っています。｢もんじゅ｣について，専門
家は国家エネルギーセキュリティのためのものであり，
30 年先にはオイルショックならぬニュークリアショッ
クが来る。下手をすると，隣の中国から FBR も買って
こなくてはいけなくなるという未来像を描いています。
けれども，そのような話はほとんど国民には共有されて
いません。JAEAの問題は大きいが，そこに深く関与し
ている文科省の責任はもっと大きい。しかしその自覚が
ないとしか思えない。
竹内 今の JAEA は，目の前のことに必死だという
感じがあります。けれども，そうなってしまっているの
はしようがないというか，我々がそうしてしまっている
のではないかと反省すべきところもあると思います。
話を整理します。山本先生のお話では教育が大事であ
るとのご指摘でしたが，それには時間がかかるのもしよ
うがない。福島での事故から既に 5 年と言われますが，
教育という観点からいうと，まだ 5年です。イギリスも
科学不信を払拭するのに長年かかりましたし，私も米国
の NEI の担当者から｢そんなに焦ったってだめだよ｣と
言われました。これから，うまずたゆまずに教育や情報
提供・共有をしていくことが，学会の一番大事な役割だ
と思います。
山本 電気事業者は，再稼働までは原子力発電の重要
性を訴えていくでしょうが，自由化が進むと，その先の
リプレースや新設のことまで事業者はきちんと言えるで
しょうか。
竹内 今はそれを考えられる余裕がないでしょうね。
技術の維持という点からすると，新設やリプレースがな
い中での技術の維持はあり得ませんので，もう議論を始

めるべきだろうと思います。
澤田 その通りで，原子力を担い推進するものがそこ

をはっきり言うべきなのにまったく言っていない。除染
や廃炉にばかり向いていて，未来にむけての未開の研究
開発に頭を向ける余裕がない。
山本 余裕がないというより，制度が変わるから考え

ても仕方がない。ヨーロッパの電力会社は，自由化後の
市場でも国内で原子力発電所をつくれるよう，政府と交
渉しました。けれども日本の場合は，事業者はそこまで
踏み込めない。
澤田 仮に事業者に開発するマインドがあったとして

も，どこに話を持っていけばいいか，わからない。とい
うのは，原子力を推進する側の本丸がない。本丸がなく
ても，言える人が言えば良いのに，そんな気概や戦略が
ない。
竹内 このままだと戦略なき撤退になってしまうかも

しれません。みんなが部分的に自分の責任を果たしてい
ればいいということで，全体のことやそれに伴う責任を
誰も考えてないという状況ではないかと懸念します。
澤田 そうなんですよ。それこそ思考停止，空気を読

む全体主義的な体質を感じさせます。3.11 以前より〝ム
ラ化〟が進展していないでしょうか。本来，総体的な責
任の本丸は内閣にあります。けれども今の政権は，原子
力問題にはできるだけタッチしないようにしています。
山本 支持率低下に響くと思っているのでしょう。
竹内 では，具体的にどういう体制であれば原子力事

業を維持できるのか。具体的な案を出していく必要があ
ると考え，原賠法の研究をした時に，澤さんと共同執筆
で，原子力事業環境整備についても提言を出させていた
だきました。事業リスクの大きさを考えると，どうして
も国営にせざるを得ないのではないかと思う一方で，関
係者から言われたのは，｢それだと『もんじゅ』になる
よ｣ということ(笑)。で，その時は運営を国が担うとい
う案は書きませんでした。ファイナンス的なところ，あ
るいは政策的な指令塔を国が用意をする。それによって
民間事業者が担える体制を考えるべきだと思います。民
間事業者も，原子力分野では今までリスクをしっかり認
識していなかったのではないでしょうか。リスクをどこ
までなら担えるのか。リスク分担について積極的に考え
てほしいと思います。
山本 発電事業にはリスクはつきものです。それは原

子力に限りません。そのリスクは事業者が負わざるを得
ない。ただしそれは，無限リスクや読み切れないリスク
ということではない。また，一定の事業リスクを負うか
わりに，それに見合う適切なリターンをもらう。そうい
う制度設計をうまく考えなければいけないけれども，
今，政府は何にも考えていません。成り行き任せです。
澤田 無限責任はゼロリスクの双子の兄弟で，思考停

止にほかならない。いまの原子力行政はゼロリスクの虜
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になっている。
竹内 リスクに見合うリターンは当然確保されるべき
です。でも，そのバランスがとれる制度設計が議論でき
ていません。
山本 だから，それを早く議論しなければいけない。
政府が掲げる 2030 年までに温暖化ガスを 13 年比で
26％減にするという目標年まで，あと 14 年しかない。
発電所の建設の準備期間に 10 年はかかるから，数年以
内には制度を決めないと間に合わない。そこではリプ
レースも含めて考えなければなりません。
今はそういう状態にあるのですが，この緊急性が政治
家を含め理解されていない。原子力の話をすると支持率
に影響するので，この議論を避けるということもある。
澤田 さっき国営にすると｢もんじゅ｣化するという話
がありましたが，核燃料サイクルの一つの重要なパーツ
である六ヶ所村での再処理事業については，使用済燃料
再処理等機構ができました。これは半ば，国営化ではあ
りませんか。
竹内 国が一歩前に出たと言えるのかもしれません
が，あくまでパーツでの議論だと思います。
澤田 そのようないろいろな問題が先送り状態が続い
てきて，そのあげくに福島第一発電所の事故が起こっ
た。さらにはそこで，｢もんじゅ｣の問題が顕在化してき
た。何か関連性があるような気がします。無責任の連鎖
ではないでしょうか。

十分な制度設計なしに，電力が自由化され
た
山本 電力の自由化は非常に大きな問題を引き起こし
ています。六ヶ所の問題でも，自由化すれば電力会社は
そこに金を出しにくくなります。突き詰めていくと，自
由化するからいろいろな問題が引き起こされる。このタ
イミングで自由化する必要性があったのかどうか。
竹内 消費者にメリットがあるのであれば，自由化も
発送電分離もやればいいと思います。しかし，少なくと
も現在は原子力発電所がほとんど稼働しておらず，需要
が増える夏・冬のたびに，｢今季の需給は大丈夫か｣と心
配し，3％の予備率を確保すれば大丈夫などと言ってい
る状況です。自由化を行うべきタイミングは本来，設備
率に余裕がありすぎるという場合です。決定的にタイミ
ングを間違えています。
山本 自由化のタイミングが早過ぎました。例えば，
再稼働のめどをつけ，それをもとに供給力を確保する。
その後にやるのであれば，まだましでした。これからは
自由化で，原子力発電にお金を出す人がいなくなりま
す。そういう問題のめどをつけてから少なくとも自由化
するべきだったと思います。一方で自由化すると，寡占
化が進みます。今はたくさんの事業者が名乗りをあげて
いますが，やがて淘汰されていきます。例えばイギリス

だと，小売事業者は 37 社しかありません。ところが 37
社のうちの 6社が，99 パーセントのシェアを持っていま
す。日本もやがてそうなります。結局，いろいろな発電
設備を持っている人が勝つのです。天然ガスや再生可能
エネなどのような単品しか持っていない事業者は生き残
れません。
澤田 議論を整理します。福島第一の事故が起きて 5

年たち，自由化が始まります。さらには発送電分離があ
る。原子力にとっては大きな波がこれからも来ます。そ
の中で，国家の軸足がはっきりしない。ベースロード電
源と言いながらも，それが明確に示されない。そのため
の体制も整っていない。CO2抑制は国際的な約束なの
に，そのためにどれだけ本気で取り組むのかもはっきり
していない。
これからのあるべき体制としてはどういうものがよい

と思いますか。
山本 自由化する中で，原子力発電所をどうするの

か，それが見えないということが第一の問題だと思いま
す。
澤田 そこを誰が政策的，いや政治的でもいいのです

が，きちんと見ているのかが今まったくわかりません。
そういう状況のなかで｢もんじゅ｣が必要だと言っても，
みんなの心に響かないのは当たり前ではないですか。
山本 それでも，技術的に考えると｢もんじゅ｣は必要

です。日本ではあまり騒がれていませんが。世界はこれ
から温暖化対策で，巨額の投資をしなければなりませ
ん。その投資の中には原子力も入っています。原子力発
電のシェアはこれからどんどん増えていきます。それを
担うのは東芝や日立，三菱，WH，GEだと思います。
これは日本だけではなくて，世界全体の原子力発電技

術を支えるということになります。この視点に立って日
本国内の体制を整える必要があります。自由化をするの
であれば，その中で原子力発電所をどうやったら新設で
きるのか，リプレースできるのかという制度設計をしっ
かりしていくということでしょうね。
澤田 それは，誰がやることでしょうか。
山本 エネ庁の仕事だと思います。しかし，エネ庁も

含め，政府はこの問題に積極的ではありません。取り組
んだとしても，自分の得になることはあまりない。それ
は政治家も同じだと思います。
澤田 内閣もエネ庁も腰が据わっていないのではない

でしょうか。安保問題は何とか乗り切りましたが，エネ
ルギー問題への積極的な姿勢はまったく見えない。
山本 それは，安倍首相が安保問題には熱心だったか

らです。けれども，原子力には安保ほどには熱心ではな
い。
竹内 国家運営の枢要は，国民をどうリスクから守る

か，リスクにさらさない舵取りをするかということだと
思っています。安倍政権には，長期政権であることを目

( 22 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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的化せず，長期政権の利点として｢嫌なテーマ｣にも取り
組んでもらいたいと思います。再稼働については新規制
基準に合格したものについては認める姿勢を明言してい
ますが，その先が必要です。まずは，原子力政策の指令
塔を，国家として持つこと。新設・リプレースについて
議論し，そこにファイナンスサポートを導入することを
考えるべきだと思います。

長期的，大局的視点をもつ司令塔が必要

澤田 指令塔のイメージはどういうものですか。
竹内 例えば内閣府に事務局を置いて，原子力政策を

閣議決定などでまずピン止めをする。来年，見直しされ
るエネルギー基本計画では，原子力の新設・リプレース
について明確に記載する，といったことが手始めに必要
なことでしょう。
地球温暖化対策の観点では三つの戦略の策定が進んで
います。長期の温暖化対策計画，いわゆる温対計画と革
新的な技術開発が進むような戦略，そしてエネルギー
ミックスを実現していくための戦略がそれです。この中
で原子力の役割を含めたものを閣議決定してもいいので
はないかと思います。温暖化対策に真剣に取り組むので
あれば，本当は環境省が｢再稼働に向かって頑張ります｣
と言わなければいけないのですが，全く言及していませ
ん。このあたりは政府も，本当に腹を決めてもらわない
といけないと思っています。
澤田 行政の司令塔である内閣もそれに連なる官僚も

この問題から逃げている。
山本 環境保護団体は再生可能エネルギーが大好きで
すが，原子力は嫌いです。
竹内 温暖化に取り組む環境 NGO の方たちは，パリ
の COP21 で高い目標を掲げることができたと，とても
感激していました。けれども｢世界の気温上昇を産業革
命前から 2 度未満に抑える｣という目標を掲げることは
ある意味簡単ですが，課題はそれをどう達成するかで
す。｢達成していくためには原子力も必要な技術ですよ
ね｣と言うと，｢それとこれとは別です｣と言う。それと
同じシチュエーションが，日本の政府や世論の中にもあ
るように思います。
澤田 その構造はどうやったら変えられるのですか。
山本 環境派の人にきちんと説明するしかありませ

ん。僕のところには環境派の人から電話が来ることがあ
るのですが，例えば｢石炭火力の煙はけしからん｣と言う
人がいます。けれども｢あれは水蒸気ですよ｣と言うと，
驚かれる。あの煙には大量の SOXや NOXが含まれてい
ると誤解している。正確な情報がまるで伝わっていな
い。だから，よく説明しなければいけない。これに尽き
ます。
澤田 ｢指令塔の欠如｣ということですが，今までの話

だと原子力は必要であり，それをきちんと訴えていかな
ければいけない。その中に｢もんじゅ｣の問題も入ってい
るのだけれども，指令塔がないから，長期的なプランを
分かり易く描いて提示することができないでいる。｢も
んじゅ｣の勧告の話の前に，原子力の体制そのものがき
ちんとなっていない。
原子力を始めて 60 年ぐらいたっていますが，今はあ

る種の制度疲労が顕在化し，転換点にさしかかっている
のだけれども，その対応に至っていない。1995 年頃から
そんな状態です，だれも本腰をいれて取り組もうとして
こなかった。原子力委員会などというのも，従来科技庁
長官(国務大臣)が委員長をつとめていましたが，それが
外れた 15，6 年前から存在意義が非常に薄れてしまっ
た。閣僚が抜けた後の委員会は政治との共有がなかなか
出来ず，強力なリーダーシップがなくなった。そんな中
で｢もんじゅ｣の問題では，規制委が大きな権限を持って
いるので，結果として原子力政策いや原子力の政治にま
で立ち入ってしまっている。原子力を最大限抑え込むた
めの政治です。今は，原子力を公平公正な立場から見る
政策指令塔を立ち上げなければいけない。けれども政府
は，その方向に向かっていません。
山本 これは安倍政権の責任です。安保の次はこれで

しょう。
竹内 アベノミクスを成功させるためには，日本はエ

ネルギー政策を立て直さないといけません。この問題は
本当に，政策の中での優先順位を上げてもらわないとい
けない。これには異論はないのではないかと思います。
澤田 ありがとうございました。この話が原子力関係

者全体だけでなく，政権や世の中にまで響くことを期待
します。

(2016 年 2 月 3 日実施，編集協力 佐田 務)
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解説

福島原発事故由来の放射性物質が付着した海底堆
積物の再懸濁と水平輸送過程

海洋研究開発機構 本多 牧生，日本原子力研究開発機構 乙坂 重嘉

福島第一原子力発電所(FDNPP)事故由来の粒状態放射性セシウムの海洋内での輸送状況を
把握するため，2011 年 7 月に FDNPP 南東沖大陸斜面に沈降粒子捕集装置を設置し，その後 3
年間に捕集された粒状物質の放射性セシウムを測定した。その結果，2014 年初夏になっても
FDNPP 事故由来の放射性セシウムが検出され，毎年秋季になると増加する傾向があること等
が観測された。捕集粒子の主成分が鉱物粒子であること，海水中の溶存放射性セシウム濃度か
ら推定される粒状態放射性セシウムフラックスより捕集されたフラックスがはるかに大きいこ
とから FDNPP 事故由来の放射性セシウムが沈着した FDNPP 沖海底堆積物が再懸濁し，大陸
斜面に水平方向に輸送されている様子が窺えた。また秋季に見られた放射性セシウム濃度とフ
ラックスの増加は台風が接近・通過することで，より浅い水深の海底堆積物が再懸濁し水平輸
送されたと推定された。
KEYWORDS: Fukushima dai-ichi nuclear power plant, radiocesium, particulate
radiocesium, sediment trap, marine snow, sea-floor sediment, re-suspension, lateral
transport, typhoon

Ⅰ．はじめに

2011 年 3 月 11 日に発生したマグニチュード 9.0 の東
北地方太平洋沖地震と津波により，東京電力福島第一原
子力発電所(FDNPP)の冷却システムが停止，その結果
のベント作業や水素爆発そして外部から供給された冷却
水漏れ，意図的排出等により大量の人工放射性核種が環
境中へ放出された。FDNPP 事故は 1986 年 4 月 26 日に
おこったチェルノブイリ原子力発電所事故と並んで国際
原子力事象評価尺度で最大レベル 7 と評価された。最新
の見積もりによると1)放出された人工放射性核種の主要
成分である放射性セシウム-137(137Cs)は，総放出量：
15～20PBq(1015Bq)，そのうち陸上へ堆積したもの：
3～6PBq，海への直接排出：3.6 ± 0.7PBq，大気経由で
海へ供給されたもの：12～15PBq とされている。すなわ
ち放出された放射性セシウムの約 80％が海洋へ供給さ
れたのである。

事故直後から海洋へ供給された放射性セシウムの移
動・拡散・分布状況を把握するための観測調査が開始さ
れ，海水，低次から高次の海洋生物，懸濁物・沈降粒子，
海底堆積物中の放射性セシウムが測定されてきた。海洋
へ直接放出されたもののうち溶存態放射性セシウムは黒

( 24 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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Resuspension and lateral transport of seafloor sediment
contaminated with artificial radionuclides derived from
Fukushima daiichi nuclear power plant accident：Makio Honda,
Shigeyoshi Otosaka.

(2016 年 1 月 9 日 受理)
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図 1 西部北太平洋における時系列式セジメントトラップ係留
地点。背景の値は海底堆積物表層の放射性セシウム
(137Cs)と過剰放射性鉛(210Pbex)の放射能比(参考資料 6)
の図 1 を改図)
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潮続流に乗って東方へ移動拡散，2014 年には米国西海岸
沖に到達したことが報告されている2)。また冬季の冷却
混合，中層水の形成により海洋内部へ徐々に侵入してい
る様子も報告されてきた3)。

一方，海洋へ放出された放射性セシウムの一部は，海
洋生物，懸濁・沈降粒子，海底堆積物に取り込まれた。
この中で沈降粒子に取り込まれた放射性セシウムの挙動
の調査研究が沈降粒子捕集装置(時系列式セジメントト
ラップ)を用いて行われてきた4)。

セジメントトラップは，海水中を沈降しながら移動す
る粒子(沈降粒子)を捕集する装置で，浮き，重錘，回収
時に用いる切離装置とともに海中の定位置に係留して用
いる。時系列式セジメントトラップは，複数期間分の試
料瓶を装着しており，この試料瓶を予め設定した数日か
ら 1ヶ月程度の間隔で自動的に交換する仕掛けになって
いる。FDNPP 事故発生当時も，西部北太平洋の外洋域
の 2 地点(観測点 K2 と S1。水平距離は FDNPP からそ
れぞれ約 2000km，約 1000km。図 1参照)に時系列式セ
ジメントトラップが係留されていた。これらのセジメン
トトラップは後日回収され，時系列で捕集された沈降粒
子中の放射性セシウムが測定された。その結果，
FDNPP 事故約 1ヶ月後には FDNPP 事故由来の放射性
セシウムが両地点の水深約 5000m に鉛直輸送されてい
たことが明らかとなった5)。一方，半外洋域においても
事故後から時系列式セジメントトラップが係留され，粒
状態の放射性セシウムの観測研究が開始された。本解説
では，FDNPP の南東 115km 沖合の観測点 F1 で捕集さ
れた沈降粒子中の放射性セシウムの測定の結果，
FDNPP 事故由来の放射性セシウムが付着した FDNPP
沖海底堆積物が再懸濁し，大陸斜面に向かって海中を水
平輸送されている様子を紹介した筆者らによる調査結果
(参考資料 6)について詳しく解説する。

Ⅱ．F1 におけるセジメントトラップを
用いた沈降粒子の観測研究

1．観測地点とセジメントトラップ観測結果
FDNPP 事故から約 4ヶ月が経過した 2011 年 7 月から

2014 年 6 月までの約 3 年間，FDNPP 南東沖約 100km
の大陸斜面(観測点 F1：北緯 36 度 28 分/東経 141 度 28
分，水深 1300m。図 1)の深度 500m と 1000m に時系列
式セジメントトラップがほぼ 1 年毎に設置・回収され，
時系列(16-36 日間隔)で沈降粒子が捕集された。捕集粒
子を陸上実験室に持ち帰り，ゲルマニウム半導体検出器
によるガンマ線スペクトロメトリーで捕集粒子中の放射
性セシウム(134Cs および137Cs)を測定した。その結果，
ほぼ全ての期間の沈降粒子試料から134Cs が検出され
た。また 2011 年 3 月 11 日に放射壊変補正された134Cs
と137Cs の放射能比(134Cs/137Cs 比)はほぼ 1 であった。
FDNPP 事故前には環境中に134Cs はほぼ存在していな

かったことに加えて，FDNPP 事故で放出された放射性
セシウムの134Cs/137Cs 比は 1 であったことから，沈降
粒子から検出された放射性セシウムは FDNPP 事故由来
であることは明白であった。

2011 年 7 月～2012 年 7 月の第 I 期係留期間中，深度
500m では134Cs フラックス(1 平方 m・1 日当たりの粒状
態134C 放射能総量：mBq m－2 day－1)が 2011 年 9 月
～10 月，12 月～2012 年 1 月，および 2012 年 2～3 月に
増加した(図 2)。深度 1000m でも同様の季節変動を示
した。ただし深度 1000m の134Cs フラックスの年間総量
は深度 500m の約 1.5 倍であった。深度 1000m において
2011 年 9～10 月に観測された134 Cs フラックス(約
2800mBq m－2 day－1)はこれまでに時系列式セジメント
トラップにより観測された134Cs フラックスの最大値で
あった4)。2012 年 7 月～2013 年 7 月の第 II 期係留期間
中の134Cs フラックス年間総量は第 I 期の 1/5 から 1/6
程度であった。やや高めの134Cs フラックスが水深
1000m の 10 月頃に見られた。2013 年 7 月～2014 年 7
月の第 III 期係留期間中では，深度 500m において，第 I
期に匹敵する大きなフラックスが 2013 年 9～10 月に見
られた。また 1000m においても同時期に134Cs フラック
スおよび濃度の増加が見られた。このように全ての試料
から134Cs が検出され，FDNPP 事故由来の粒状態放射性
セシウムが 3 年経過した時点でも，同地点に輸送されて
いる様子が窺えた。

2．放射性セシウムの起源の推定
深度 500m(1000m)における134Cs フラックス(≒137Cs

フラックス)の年間総量は第 I 期，第 II 期，第 III 期でそ
れぞれ 98(143)，11(30)，46(33)Bq m－2 yr－1であった。
筆者の一人(乙坂)は先の論文7)で粒状態の134Cs フラッ
クス(FCs)は以下の式で推定できると提案した。

( 25 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 2 深度 500m(上図)と 1000m(下図)における放射性セシウ
ム(134Cs)フラックス(棒グラフ)と濃度(黒丸)。白棒グラ
フは前後のフラックスからの内挿された値。縦実線は観
測期間中に FDNPP100km 圏内を通過した台風(参考資
料 6)の図 2 を改図)。
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FCs ＝ Cw × K＊× Fv

ここで，Cw は観測点表層(深度 0～50m)における海
水中の134Cs 濃度(Bq L－1)，K＊は懸濁粒子中134Cs 濃度
(Bq g－1)の周辺海水中134Cs 濃度(Bq L－1)に対する比
(分配係数と呼ばれ，ここでは 3.5L g－1)，Fv は全粒子
フラックス(mg m－2 day－1)である。そこで観測期間中
の深度 1000m における全粒子フラックス平均(約
740mg m－2 day－1)，観測点 F1 付近の浅層海水中の
134Cs 濃度(2012 年 5 月と 2013 年 5 月の 0～100m の平
均濃度：約 3.5 × 10－3Bq L－1)6)を用いると，F1 におけ
る134Cs フラックスの年間総量は約 3.3Bq m－2 yr－1と見
積もられた。この値は前述した深度 500m，1000m の 3
年間で観測された134Cs フラックス年間総量(11～98Bq
m－2 yr－1)より一桁小さい。以上のことから，セジメン
トトラップで捕集された粒状態放射性セシウムは，観測
点 F1 の表層から海底に向かって沈降する粒子に吸着し
たものだけでは説明できないことが明らかとなった。

2011 年 7 月～2012 年 7 月の第 I 期係留期間に捕集さ
れた沈降粒子の全粒子フラックス平均値は 500m で約
770mg m－2 day－1，1000m で約 980mg m－2 day－1で
あった(図 3)。これらは先に述べた外洋域観測点 K2，
S1 の深度約 5000m における全粒子フラックスの同期間
平均値と比較すると大変大きなものであった(K2：約
160mgm－2 day－1，S1：約 45mgm－2 day－1)。また，沈
降粒子の 50％以上が鉱物粒子であり，K2 や S1 の沈降
粒子の主成分が生物起源ケイ酸塩：オパール(K2)や炭
酸カルシウム(S1)であるのとは対照的であった。観測
された粒子の季節変動も F1 付近表層の低次生物(動植
物プランクトン)が見せる季節変動パターン(春季・夏季
に高く，冬季に低い)と大きく異なるものであった。こ
れらの状況から鉱物粒子に富んだ粒子が海中を水平方向
に輸送され，時系列式セジメントトラップに捕集されて

いた様子が窺えた。
ここで捕集粒子の137Cs と，沈降粒子中の226Ra の放射

壊変により生まれる放射性鉛(自生鉛)以外の放射性鉛
[過剰放射性鉛210Pbex：大気から F1 表層に供給される
と推定される210Pb と，F1 海洋表層から対象水深(本研
究では 500m もしくは 1000m)までの海“柱” (water
column)で生成され沈降粒子に吸着すると推定される
210Pb の総量]の放射能比(137Cs/210Pbex)を算出した(図
3)。137Cs/210Pbexは 0.02～1.0 の値を示した。これらの
値は FDNPP 地先の水深の浅い海底堆積物から F1 付近
の水深約 1300m の海底堆積物で見られる137Cs/210Pbex

と同程度のものであった(図 1)。従って F1 の深度
500m，1000m に係留されたセジメントトラップに捕集
された沈降粒子は FDNPP 事故由来の放射性セシウムが
吸収もしくは吸着した海底堆積物が再懸濁し，海中を水
平方向に輸送されたものであることが裏付けられた。

さらに捕集された海底堆積物の起源を推定するため
に，沈降粒子の137Cs/210Pbexと鉱物粒子濃度の関係と，
FDNPP 沖の各水深の海底堆積物で見られる137Cs/
210Pbexと鉱物粒子濃度の関係を比較した(図 4)。その結
果，多くの捕集粒子は水深が 120m 以上の水深の海底堆
積物が再懸濁したものである可能性が示唆された。一
方，137Cs/210Pbexが 0.3 以上になる場合はより浅い海底
(水深 120m 以浅)の海底堆積物が再懸濁した可能性が高
い。137Cs/210Pbexが高く，鉱物粒子濃度が高いのは各年
の秋季に捕集された沈降粒子であった(図 3)。この時期
には FDNPP の 100km 圏内を台風が通過していた。特
に137Cs フラックス，137Cs/210Pbex比，鉱物粒子濃度が高
い 2013 年の秋季には 3 つの台風が襲来していた(図 2)。
これらのことから，台風通過による荒天時には，より浅
海域で再懸濁した海底堆積物が，F1 の位置する大陸斜
面に向かって水平輸送しやすいことがわかった。

FDNPP 沖海底堆積物の再懸濁，大陸斜面に向かって
の水平輸送は FDNPP 東方沖約 100km の地点(観測点

( 26 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 3 深度 500m(上図)と 1000m(下図)における主要成分フ
ラックス(棒グラフ)と放射性セシウム(137Cs)と過剰放射
性鉛(210Pbex)の放射能比(137Cs/210Pbex：白丸)。(参考資
料 6)の図 2 を改図)。

図 4 沈降粒子の137Cs/210Pbexと鉱物粒子濃度の関係(黒丸：
500m トラップ，白三角：1000m トラップ)。図中の直線
は FDNPP 沖の各水深の海底堆積物で見られる137Cs/
210Pbexと鉱物粒子濃度の関係。(参考資料 6)の付録図 S2
を改図)
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FS1，図 1)の深度 875m のセジメントトラップによる観
測研究でも報告されている7)。ただし FS1 における全
粒子フラックスは F1 の約 50％，放射性セシウムフラッ
クスは約 10％であった6)。平均的な海水の流向1)や，海
底堆積物中の放射性セシウム濃度分布8)も併せて考慮す
ると，FDNPP 沖での海底堆積物の水平輸送は，南東方
向が卓越していると推定された。

3．FDNPP 沖海底堆積物中放射性セシウムの減
衰

福島沿岸(水深 200m 以浅)の海底に蓄積した FDNPP
事故由来の放射性セシウムは，海洋へ放出されたもの，
あるいは陸上に蓄積したものの数％程度(約 100 × 1012

Bq：100TBq8))と見積もられ，多くの放射性セシウムは
海水中では溶存態として存在し既に広範囲に希釈されな
がら拡散している1),3)。しかし沿岸域においては海底堆
積物が事故起源放射性セシウムの貯蔵場所となってお
り，同海域に生息する生物への影響が懸念されている。
2015 年 10-11 月段階で福島県水産物の 99.9％以上の放
射性セシウム濃度が安全基準値(100Bq kg－1)以下であ
ることが報告されている(水産庁放射能ホームページ
http://www.jfa.maff.go.jp/j/housyanou/kekka.html)。
一方，観測とモデル研究では一部の底生生物の放射性セ
シウム濃度の低下が周辺海水に比べて遅いことが報告さ
れ9)，放射性セシウムの食物連鎖が議論されている。
従って海底堆積物中の放射性セシウムがどのように除去
されていくのかを定量することが重要である。

本研究で得られた水深 1000m の134Cs フラックス
(＝137Cs フラックス)年間総量の 3 年間の平均値約 70
[(143＋30＋33)/3]Bq m－2 yr－1が，福島・宮城・茨城沖
(北緯 38.5 度～35.7 度)の半外洋域(水深 200～1500m)に
おける平均的な137Cs フラックスと仮定すると，同海域
への年間の137Cs 沈降量の総量は 1.4×1012Bq yr－1とな
る(70Bq m－2 yr－1×2.05×1010m2)。さらに，この137Cs
量が水深 200m 以浅の沿岸域に存在した堆積物の水平輸
送によるものとすると，沿岸域の海底での137Cs の滞留
時間は約 70 年(100TBq/1.4Bq yr－1)と試算された。言
い換えれば，沿岸域の海底に沈着した放射性セシウムの
大部分は沿岸域に留まっており，年に 1～2％ずつの割合
で沖合に向かって移動していると見積もられた。
このように，セジメントトラップは，放射性核種が沖合
に向かって移動する様子を，長期間にわたって感度よく
検出する効果的な手法と言える。一方で，実際の沿岸域
でのモニタリングデータによると，沿岸堆積物中の放射
性セシウム濃度は年に数十％の割合で減少している(原
子力規制庁｢海洋モニタリング結果｣http://radioactivity.
nsr.go.jp)。この濃度減少は，上述した沿岸-沖合間の放
射性セシウムの水平輸送に加えて，1)放射性セシウムの

放射壊変による減衰，2)放射性セシウムの海水への溶
脱10)，3)底生生物による攪乱に伴う濃度希釈8)，等の過
程が相乗的に作用した結果と言える。これらの作用のバ
ランスをより正しく評価し，福島周辺での海洋環境の将
来予測につなげることが，今後の海洋調査において最も
重要な課題である。

付記

解説した参考資料 6 の観測研究は，米国科学財団
(NSF)補助金国際緊急共同研究プログラム(RAPID)，
戦略的国際科学技術協力推進事業 国際緊急共同研究・
調査支援プログラム(J-RAPID)および文部科学省科研
費補助金新学術領域｢福島原発事故により放出された放
射性核種の環境動態に関する学際的研究｣(ISET-R)に
よる資金援助を受けました。
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解説シリーズ

多様な誘因事象に対する原子力安全の確保
(その 1) リスク情報活用に係る現状と課題

東京大学 糸井 達哉，関西電力 林 健太郎，三菱重工業 大和 正明

原子力安全部会は，2013 年 3 月に｢福島第一原子力発電所事故に関するセミナー｣報告書(以
下，｢セミナー報告書｣)を発刊し，以後，セミナー報告書で挙げた検討すべき課題について議論
を継続してきた。本解説シリーズでは，その中から多様な誘因事象に対する原子力安全確保の
あり方について現状と課題をまとめる。その 1 である本稿では，リスク情報活用に係る規制機
関と事業者の取組みの現状を整理するとともに，規制や事業者における今後のリスク情報の活
用，総合的意思決定プロセスの実現，意思決定に必要な適時性・迅速性，インセンティブを含
めた今後の課題について論じる。
KEYWORDS: Nuclear Safety, Risk, Probabilistic Risk Assessment, Integrated Risk-
informed Decision Making Process, External Events

Ⅰ．はじめに

1．本稿の位置づけ
2011 年 3 月 11 日の東京電力福島第一原子力発電所事

故に対し，原子力安全部会は，2012 年に 8 回にわたって
｢福島第一原子力発電所事故に関するセミナー｣を開催
し，2013 年 3 月にそこでの議論の結果をまとめたセミ
ナー報告書1)を発刊した。報告書は，事故から明らかに
なった課題を深層防護の観点で整理したもので，これは
日本原子力学会(以下，｢学会｣)事故調査委員会の最終報
告2)の骨格を形成した。その後，原子力安全部会は，セ
ミナー報告書で同定された様々な検討課題について，毎
年の学会の春の年会，秋の大会で｢原子力安全部会企画
セッション｣を設けて論点を紹介し，後日，これらの論点
について｢フォローアップセミナー｣を別途開催して議論
してきた。これまで対象とした検討課題は，外的事象に
対する深層防護と安全確保の事例，原子力防災の課題と
取り組み3),4)，これからの原子力安全研究などである。

2015 年は，春の年会で｢リスク情報の活用｣，秋の大会
で｢外的事象対策｣について，産学官の立場から講演を行
い，その後のフォローアップセミナーでは，講演に加え
てパネル討議で議論を深めた。本解説シリーズは，著者

が，そこでの講演と議論に基づき，多様な誘因事象に対
する安全確保の考え方をまとめたものである。

その 1 である本稿は，茨城大学での春の年会企画セッ
ション，東京大学での 6 月 22 日のフォローアップセミ
ナーにおける，更田豊志(原子力規制委員会)，尾野昌之
(電気事業連合会)，浦田茂(関西電力)3 名の講演と関村
直人(東京大学)を加えた総合討論の内容5)を踏まえ，原
子力安全分野における規制機関と事業者によるリスク情
報の活用の現状と課題を，著者が，原子力安全部会幹事
及び関係者の多くの意見をまとめ，報告するものであ
る。
2．リスク情報活用の意義
原子力施設の安全は，安全設計と安全管理によって担

保される。しかし，最良の対策を講じてもリスクをゼロ
にはできない。確率論的リスク評価(PRA, Probabilistic
Risk Assessment)は，なお残ってしまうリスク(残存リ
スク)を系統的に分析する手法である。

評価結果であるリスク情報は，｢事故の影響｣と｢その
起こりやすさ｣，｢時間余裕を含むシナリオ｣などの有用
な情報を与えるものである。こうした情報は，個別プラ
ントの脆弱性に寄与の大きなものを把握して対策を考え
ることや，保全や運転手順の最適化のような既存のルー
ルの合理化，安全研究のテーマ選定等に有用である。

( 28 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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Ⅱ．規制機関におけるリスク情報の活
用

1．基本的考え方
PRA は，リスクに関する情報(＝安全に関する情報)

を体系的に集約して，定量的に示すとともに，それへの
寄与因子を同定する手法である。従って，PRA の結果
を効果的規制のために参照することは当然のことであ
る。しかし他方で，｢PRA に過度の期待を寄せることは
極めて危険である。当然のことながら PRA においても
考慮が及んでないものは結果に反映されようがないし，
考慮しているものも不確実さを伴っている。PRA の利
用に当たっては，その不完全さ(incompleteness)と不確
実さ (uncertainty)の程度を見極め，その限界を把握し
て適用範囲を慎重に考慮する必要がある。その上で，可
能かつ適切な範囲で積極的な適用を図る｣8)との現段階
における認識も示されている。

規制機関におけるリスク情報の活用には大きく 2 つあ
り，一方は，規制機関が規制基準類の策定・見直しや現
場における検査のあり方を検討するために利用する場
合，他方は，事業者に包括的なリスク評価の実施を要求
し，また，事業者が設備設計や運転・保守管理に関する
変更を提案した場合の判断に利用する場合である。

2．新規制基準におけるリスク情報の活用
規制では，リスク(頻度の評価が難しく数値の信頼性

が低い場合には事故影響に重点をおいて評価する場合も
ありうる)の大きさと制御可能性に応じて安全性向上の
リソースを投入するという考え方(グレーデッドアプ
ローチ)を適切に用い，効果的かつ効率的な規制を行う
ことが必要である。新規制基準においても，この方針が
取られているとされる。

PRA の活用としては，炉心損傷，格納容器損傷に至る
可能性がある事故シーケンスの設定が挙げられる。新規
制基準では炉心損傷防止対策，格納容器破損防止対策の
妥当性が審査されるが，そのための有効性評価に関して
は，｢設置許可基準規則解釈｣に，炉心損傷について｢必ず
想定する事故シーケンスグループ｣(BWR は 7 つ，PWR
は 8 つ)，格納容器損傷対策についてはそれぞれ 6 つの
｢必ず想定する格納容器破損モード｣が定められている。
これらは，過去に実施された PRA の結果や経験に基づ
いて定められている6)。さらに，リスクの特徴はプラン
ト毎に異なることが考えるため，事業者は，設置変更許
可申請時に個別プラントに対する PRA(IPE, Individual
Plant Examination 及 び IPEEE, Individual Plant
Examination for External Events)を実施し，有意な頻度
又は影響をもたらす事故シーケンスグループがあれば追
加することが要求されている。この際，重大事故のよう
な不確実さが大きな事項に対する規制では，適合か不適

合かというような明確な判断を行うことが難しい。その
ため，概ね妥当かを判断するという従来とは異なる規制
のアプローチが取られている。

なお，規制要求を全て PRA の知見に基づいて定める
ことは不可能である。例えば，火災などの地震動や津波
を除く多くの誘因事象においては，PRA の技術開発が
規制の後追いをしている状況がある。

3．安全性向上評価でのリスク情報の活用
事業者に実施が義務付けられている安全性向上評価で

は，PRA と裕度評価(いわゆるストレステスト)の実施
が求められている7)。プラント固有の特徴を踏まえた
PRA の実施により，設計や運用において何がリスクに
大きく寄与しているかを把握することが，安全性向上に
資すると期待される。その際，リスクの要因となる誘因
事象についても網羅的に取り扱うことが求められ，地震
動や津波に加えて，他の誘因事象についても，またそれ
らの重畳についても，立地条件に応じた検討が必要と考
えられる。誘因事象の重要度の判断を行う際には，発生
頻度の情報に加えて，発生時の影響や時間的・空間的余
裕等も考慮に入れることが必要であるが，確率論的ハ
ザード評価等の情報のみでも有用な場合もある。将来の
理想としては，｢FSAR (Final Safety Analysis Report)の
仕組みがしっかりまわれば，設置変更許可に代わる役割
を担わせることができるのではないか｣8)という意見も
ある。

4．安全重要度分類
安全重要度分類は，安全設計・安全管理の根幹である。

しかし，それを定める考え方はまだ必ずしも確立してい
ない。例えば，IAEA(国際原子力機関)の重要度分類の
考え方は，深層防護の後段で必要になる設備は，機器の
故障はランダムに起きるという想定の下，その作動が要
求される頻度が低いことを考えて，重要度を下げてよい
としている，と考えられる。これに対し，機器の故障は
特定の誘因事象によって起きると考えれば，後段の設備
は前段の設備が当該誘因事象によって故障した場合に必
要になるのだから，より高い重要度であるべきとの考え
方もある。

将来，発電炉について重要度分類の見直しをする場合
には，重大事故対策のための設備も対象に含めた上で，
重要度分類の考え方の整理が必要である。また，外的事
象に対しての設計の重要度分類(例えば，耐震重要度分
類)については，安全重要度分類との整合性などについ
ても議論を進める必要がある。

なお，核燃料サイクル施設等の原子力発電所以外の施
設 に つ い て は，SSCs (Structures, Systems and
Components)の重要度を事業者が提案し，規制がその妥
当性を判断することとされている。

( 29 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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5．今後取り組むべき事項
将来的には，リスク情報を活用した規制をさらに推進

し，継続的に，規制改善を図ることが求められる。規制
の見直しには，不必要な規制の緩和と必要な規制の強化
の両面が考えられる。後者の事例として，既にバック
フィットが行われたが9)，大きな投資などを要求する
バックフィットを実施する場合には，必要性について合
理的かつ客観的に示すことができる｢費用便益分析のよ
うなもの(ツール)が登場すれば議論が噛み合うのではな
いか｣8)という意見もある。

また，新規制基準について，仮に人的脅威等を除く多
様な誘因事象について，近い将来包括的なリスク評価が
できたとしても，安全目標との比較をどのように議論す
るか，今の時点で広く合意された考え方は得られていな
いとされる。

安全機能を有する系統の故障に対して運転を認める許
容待機除外時間(AOT, Allowable Outage Time)の設定
や，設備に代えて監視の強化を行うなど，現場の技術者
に直結する部分で，これまでの経験や決定論的考慮事項
とリスク論的考慮事項を統合し，限られたリソースを最
適に利用できるような試みを続けることもリスク情報の
活用であり，今後進められるべきであると考えられる。

事業者からリスク情報を用いた，合理的な AOT の設
定に関する提案があれば，規制側も｢あるべき姿に向
かっていると歓迎｣8)との考えも示されている。AOT の
議論としては，例えば，重大事故対応のための可搬式設
備機器の AOT などの議論などの可能性が挙げられてい
る。

米国では，USNRC が 1995 年に｢PRA 政策声明書｣，
1998 年 に リ ス ク 情 報 を 活 用 し た 規 制 (RIR, Risk-
informed Regulation)の規制ガイドライン R.G.1.174 が
発行された。この RIR は従来の確定論的手法に基づく
規制，リスク情報を用いた規制，そして運転実績に基づ
いた規制を適切に組み合わせたものであった。また，原
子炉監視プロセス(ROP, Reactor Oversight Process)で
リスク情報を考慮して決めた運転実績を評価すること
で，数多くの実績を積み重ねた。

わが国でリスク情報を活用した規制を進めるにあたっ
ては，国際基準や米国等の規制を参考にしつつ，実情に
合わせた形で検討を進める必要があると考えられてい
る。

また，以上述べたような，リスク情報を活用した原子
力安全規制を行うには，規制機関においても，リスク情
報活用を行う人材を育成することが必要である。

Ⅲ．事業者の継続的な安全性向上にお
けるリスク情報の活用

1．福島第一原子力発電所事故を受けた取組み
事業者は，原子力の安全確保について，特に福島第一

原子力発電所事故の教訓から，新規制基準に対する対応
のみならず，自主的・継続的に安全性を向上させていく
取組みを求められており，事業者自身にも行うべきであ
るとの強い認識がある。

福島第一原子力発電所事故を踏まえた教訓を生かすべ
く 2014 年 5 月に総合資源エネルギー調査会の原子力の
自主的安全性向上に関するワーキンググループにおいて
｢原子力の自主的・継続的な安全性向上に向けた提言｣10)

が取りまとめられた。これらの提言等も踏まえ，各事業
者は，適切なリスクガバナンスの枠組みの下でのリスク
マネジメントの実施，地震・津波等の低頻度外的事象へ
の網羅的なリスク評価の実施，深層防護の充実を通じた
残存リスクの低減，外的事象に起因する事故シーケンス
及びクリフエッジの特定等に取り組んでいる11)。

上述のように，低頻度外的事象への対応・メカニズム
解明，安全性向上活動への PRA 活用法の確立は事業者
が共通に取り組むべき重要な課題であり，PRA は外的
事象のような不確実さの大きいものに対するリスクを捉
える際に有効である。これらの方法論の確立のための一
元的な研究開発体制として電力中央研究所に原子力リス
ク研究センター(NRRC)が設立された。NRRC は技術諮
問委員会を設置しその議論をウェブ公開するなど透明性
を重視し，事故発生確率のさらなる低減と万一事故が発
生した場合の被害低減，不確実性の大きい低頻度外的事
象への PRA の活用，開発・研究成果の一元管理に取り
組んでいる。NRRC のミッションは，リスク情報を活用
した意思決定，リスクコミュニケーションの最新手法を
開発することで，事業者及び産業界の安全性をたゆまず
向上させる活動を支援することである。現在，モデルプ
ラントを対象にした地震レベル 2PRA の高度化研究を
進めるとともに，産業界と共同で内的火災(内部火災)
PRA および内的浸水(内部溢水)PRA の高度化検討も
行っている。NRRC で得られた技術的バックグラウン
ドは，各事業者におけるリスクマネジメントの質の向上
に役立てられる。

安全性向上の努力を継続するに当たり，人間や技術は
完全ではないため，残存リスクは存在する。また，新た
な知見が生まれ，システム・設備は経年劣化し，技術は
陳腐化するなど，プラントの置かれた環境や条件が日々
進化していく。新規制基準への対応後に再稼動された後
においても，リスク情報を活用することで，優先的に対
応すべき箇所の選定や，安全性向上の効果が大きいとこ
ろに投資をするといった活動を行い，安全性を実効的に
高めていく活動を継続する必要があることがこれらの活
動の前提としてある。

2．確率論的リスク評価(PRA)手法の高度化
人的リソースを含めた資源が安全性を全体的に高める

上で，PRA の結果を含むリスク情報が，最大限活用され

( 30 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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ることが期待される。福島第一原子力発電所事故以前に
おいても，蒸気発生器の取替えや原子炉容器上蓋取替え
等の大改造を行うなど，原子力発電所の信頼性や安全性
を向上させる活動は行われてきたが，これらの活動がど
の程度リスク低減に貢献したかについては，プラント固
有のデータに基づく PRA でなければ定量化できないこ
とから，評価されてこなかった。一方で，設計段階で
PRA を用いて安全性向上を工夫した ABWR などの炉
では，リスクが十分に低減されていた。それ以前の炉
は，トラブルなどの新知見反映や定期安全レビュー
(PSR, Periodic Safety Review)等を利用して，安全性向
上を図られてきたが，PRA の結果の活用ではなかった。
特に電源等のサポート系などがリスク上重要であること
は，PRA 結果から得られる代表的な情報であるが，それ
らの設備の多重化あるいは多様化の対策は，PRA から
のリスク情報を十分に活用して実施されてきたとは言え
ない。今後は，特に自主的・継続的な安全性向上での最
適な安全対策の意思決定にリスク情報の活用が期待され
る。そのため，NRRC 等を通じて，個別プラントを対象
とし，実施対象設備や事象の評価範囲を拡大するなど，
PRA 手法を世界最高水準へ引き上げる努力が図られて
いる。

次章で述べるように PRA には，いくつかの活用目的
がある。福島第一原子力発電所事故以前までの定期安全
レビュー(PSR)の報告において運転時ランダム故障(内
的事象)(レベル 1 及び 1.5)と停止時ランダム故障(レベ
ル 1)に対する PRA を実施してきたが，それは一定水準
の安全性が確保されているかを確認するものに留まって
いた。現在進められている新規制基準に対する安全審査
では，それらに加えて地震 PRA(レベル 1)及び津波
PRA(レベル 1)まで評価範囲を広げている。しかしなが
ら，この PRA はプラント固有の事故シーケンスグルー
プの把握を目的としており，重大事故対策(AM 策)を取
り込んでいないことなどから，安全性向上における意思
決定に対する活用を目的とした PRA とは異なる。

今後，PRA 手法を世界最高水準に引き上げるために，
過酷事故対策や人間信頼性分析，地震や津波等の外的事
象評価への最新知見の取り込みが予定されている。さら
にベイズ統計の活用など個別プラントの信頼性データや
故障率データの拡充や PRA の評価対象範囲の拡大の取
り組みも進められている。さらに PRA 対象範囲の今後
の目標としては福島第一原子力発電所事故でも顕現化し
たように，地震随伴事象の PRA，マルチユニット PRA，
さらにレベル 3PRA への拡張を検討し，PRA から提供
できる情報の質の向上をはかることが重要である(図
1)。

これらの技術開発の取組みの結果として，安全性向上
に対する努力が見える化され，事業者のリスクマネジメ
ント活動の中で実際的に意思決定に活用されることで，

安全性向上へのモチベーションが高まり，さらなる安全
性向上へと繋がっていくことが，最も重要である。

Ⅳ．リスク情報を用いた総合的意思決
定の実現

1．安全確保活動へのリスク情報の活用
PRA などのリスク評価から得られるリスク情報は，

これまでも，原子力発電所の安全確保における様々な局
面で活用されてきた。わが国では，上述のプラントの安
全確認のための利用に加え，定期検査の管理への停止時
PRA の活用や保全活動(リスク重要度を踏まえた保全重
要度)への活用などのプラント管理の適正化にも PRA
が利用されてきた。新規制基準下では，主に事故に至る
代表シーケンスの抽出に，地震や津波を対象とした
PRA を参照することに変遷してきている。

このようにリスク情報の活用には様々な種類がある。
リスク情報活用の内容と有用な指標の例を整理したもの
を表 1に示す。これらの指標を組み合わせて用いること
で，プラントのリスクを定量的に把握することができ
る。これらのリスク情報を実務に活用していくには，適
用する対象となる安全確保活動，規制活動，及びそれら
の活動における意思決定において，どのようなリスク指
標を活用することが相応しいのかを考えることが必要で
あ る。海 外 に お け る 事 例 に つ い て は，EPRI12) や
IAEA13)からリスク情報活用の活動とその結果や指標，
安全上の利点や運転上の利点が例として紹介されてお
り，規制や事業者がリスク情報を用いる際の検討に参考
となる。

2．総合的意思決定プロセスの実現
リスク情報の活用の充実及び更なる拡大については，

福島第一原子力発電所事故の教訓でもある，個別プラン
トの脆弱性について，現在考慮されていない要因も含め
て重要度の高いものを把握し対策することへの活用が期
待されるが，実際の意思決定においては，リスク情報だ
けでなく，決定論的評価結果，最新の科学的知見，運転

( 31 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 1 確率論的リスク評価(PRA)高度化の方向性
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経験，リソース，など色々な要素を判断材料に含めた上
で，総合的に意思決定する必要がある。これは，時間経
過に伴い顕在化するプラント及び環境の諸変化に対応し
ていく中で，外的事象などの低頻度高影響事象をはじめ
とする不確実さへ対処し，組織内外のステークホルダー
の理解を得ながら，安全上効果が高い部分に限られたリ
ソースを効果的に配分するという，合理的な意思決定を
迅速に行わなければならないためである。

上述のように，リスク情報をはじめとする色々な要素
を包括的に考慮した上で総合的に判断し，種々の環境の
変化に対応しながら必要に応じて改善するというよう
に，継続的に安全性を向上するための意思決定を行って
いくためには，各組織が適切にマネジメントしていく必
要がある。具体的には，ハードウェア，ソフトウェア，
マネジメントにまで至る種々の安全性向上のための対策
を考えるにあたって，そもそも何が解決すべき問題なの
かを設定することからはじめ，対策の選択肢を挙げて，
その選択肢に対して，色々な要素を総合的に分析し，実
行すべき対策を決定する，そして，実行した対策の結果
が意図したものになっているか，新たな選択肢がない
か，意思決定で考慮した要素に変化はないか，などをモ
ニタリングし，必要に応じてフィードバックを行いなが

ら，継続的に改善を重ねていく。このように，プロセス
として PDCA(Plan-Do-Check-Act)を廻していくこと
である。総合的意思決定プロセスについて国外で検討さ
れた参考となる概念としては，IAEA INSAG-2514)があ
り，図 2のように示されている。

3．意思決定に必要な適時性・迅速性とインセン
ティブ

現在，事業者は新規制基準に適合させるための種々の
対策を実施してきている。今後，継続的に安全性を向上
していくためには，規制，事業者とも現状に満足し停滞
することなく，適切なタイミングで安全性向上のための
効果的な意思決定をし続けていかねばならない。そのた
めには，判断材料となるリスク情報の品質向上と総合的
意思決定プロセスの展開だけでなく，意思決定の適時性
と迅速性が必要であり，加えて，その駆動力となるであ
ろう安全へのインセンティブの確保が重要である。

前述のように，PRA 手法の高度化等によりリスク情
報自体の精度を上げることや適切な意思決定とするため
に丁寧に検討することはもちろん重要であるが，完全を
追い求める余り意思決定のための議論を延々と続け不作
為に陥ってしまっては意味がない。USNRC15)でも
“agility(機敏さ，迅速さ)”が重要という意見が出されて
いる。対策を実施した方がよい対策は速やかに実施する
ことが重要である。例えば，Known unknowns(リスク
分析から不確実さがわかっているもの)に対しては，不
確実さが大きくても速やかに手を打つことが重要であ
り，ハードウェアにおける対策で強固に大改造をするの
みではなく，完全ではなくても何かできることもあると
いう緩やかな対応も含めて考えるように考え方を変える
べきである。その際同時に，より確実な対策について時
間をかけてコンセンサスを得ることが重要な場合もあ
る。安全上の効果が最も発揮される重要なタイミングに
間に合うかどうかという観点もある。対策の目的に応じ
て意思決定の適時性及び迅速性を確保することが必要で
ある。

( 32 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 2 統合的意思決定プロセス(INSAG-25 を邦訳)

表 1 リスク情報活用の分類

項目 内容例 指標例

① 絶対値を用
いること

施設全体の総括リスク
を把握し，判断基準と
の比較で総体としての
安全性の判断を行う

CDF，CFF

② 内訳を用い
ること

リスクの内訳・事故シ
ナリオを見て，重要性
の大きな事故シナリオ
や機器を選定する

起 因 事 象 別
CDF
機器重要度ラン
キ ン グ (RAW，
FV)

③ 変化を用い
ること(リ
スク低減方
向)

リスクを抑制あるいは
低減するための行為の
効果を見る

Δ CDF，
Δ CFF
機器重要度ラン
キ ン グ (RAW，
FV)

④ 変化を用い
ること(リ
スク増加方
向)

リスクを限られた期間，
許容される範囲内での
上昇を認める一方，総
体としてのリスクは低
減する方向に工夫する
(OLM，AOT 延長など)

Δ CDF，
Δ CFF

⑤ リスク重要
度に応じた
対応

機器重要度ラン
キ ン グ (RAW，
FV)

CDF: Core Damage Frequency (炉心損傷頻度)
CFF: Containment Failure Frequency(格納機能喪失頻度)
RAW: Risk Achievement Worth (リスク増加価値)
FV: Fussell-Vesely (ファッセル・ベズレイ重要度)
Δ CDF: 炉心損傷頻度の増分・減少分
Δ CFF: 格納機能喪失頻度の増分・減少分
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また，このように意思決定を適切なタイミングで行っ
ていくための駆動力となるのは，安全に向けたインセン
ティブである。例えば，事業者は，会社として社会的に
信頼回復が不可能な事故を起こしてしまうと会社の命取
りになるという意識を持てば，安全確保のために多くの
投資を行うことが正当化できる。しかしながら，回避す
ることに成功した事故や安全上の不作為による不利益は
非常に見えにくい。その投資の効果を評価することがで
きれば，事業者が安全への投資を継続していくためのイ
ンセンティブとなり得る。安全に対する取組みが会社の
利益になるという安全文化の基本的な認識を如何に継続
するかと共に重要な課題である。このように，安全に対
する投資の効果を顕在化させるツールとして，リスク情
報が具体的に如何にインセンティブを生み出すか，その
仕組みも含めて検討する必要がある。例としては，安全
性を向上させれば自ずと事故・トラブルが少なくなり稼
働率が向上する，きちんとした保全がなされていれば検
査間隔に反映されるなどが考えられ，また，規制の枠に
縛られず自由に発想できる環境こそ 1 つのインセンティ
ブであるともいえ，この検討も今後の課題の一つであ
る。

Ⅴ．まとめ

本稿では，原子力安全部会における東京電力福島第一
原子力事故後の取組みを紹介した上で，その中で特に重
要な多様な誘因事象に対する安全確保において，重要な
課題であるリスク情報活用について，規制機関と事業者
の取組みの現状を概観した上で，継続的な安全性向上を
目指した総合的な意思決定プロセスの実現に向けた枠組
みと今後の課題について原子力安全部会における議論を
報告した。本稿で挙げた各論については，様々なステー
クホルダーで議論を行い考えながら具体化を進めること
が求められている。

次稿その 2 では，福島第一原子力発電所事故の誘因で
もあった外的事象対策の原則と具体化について報告す
る。
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解説

産総研における放射線線量標準の現状

産業技術総合研究所 黒澤 忠弘，齋藤 則生

産業技術総合研究所(産総研)では，放射線量に関する様々な国家標準の開発，供給を行って
いる。このうち，放射線標準研究グループでは，X 線，γ線，β線の線量標準について研究を
行っている。X 線・γ線の線量標準として，空気カーマ・照射線量・水吸収線量を供給してい
る。線量の強度としては，環境・防護・診断・治療領域をカバーしている。放射線防護領域で
は，β線による組織吸収線量標準も設定を行い，2006 年度から校正を開始した。また，放射線
治療領域では，医療用リニアック高エネルギー光子線，小線源治療用線量標準などを近年開発
した。本解説では，これら X 線・γ線・β線の線量標準に関して概説する。
KEYWORDS:γ-Ray, x-ray, β-ray, Air Kerma, Absorbed Dose, Radiation Protection，
Medical Radiation

Ⅰ．はじめに

放射線は，医療分野では診断や治療，産業界では非破
壊検査，滅菌，加工，品種改良など，また基礎研究や応
用研究分野においては励起源や分析法にと幅広く利用さ
れている。近年では，大型加速器施設から得られる放射
線を用いて，最先端の分析や医療治療・診断など活発に
研究がなされている。一方，医療分野や原子力発電所等
の原子力関連施設では，被ばく線量の評価や安全管理の
ために放射線線量測定が重要となっている。

放射線にもいろいろ種類があり，その種類ごと，線量
強度ごとに適切な放射線線量測定手法がある。たとえ
ば，β線とγ線では物質への透過力が異なるし，X 線と
γ線では，物質が放射線を吸収した後に放出される二次
電子のエネルギーが違うことによって測定法が異なって
くる。また，環境放射線を測定する場合と治療に用いる
線量を測定する場合では，その線量率は 7 桁程度も異な
る。放射線の線量を測定するためには，このように広い
範囲における標準が必要である。

当所では，X 線・γ線の線量標準として，空気カーマ
(非電離放射線によって単位質量当りに生成される荷電
粒子の初期運動エネルギーの総和)・照射線量，水吸収線
量を供給している。線量の強度としては，環境・防護・
診断・治療領域をカバーしている。本解説では，放射線
防護及び医療用放射線に関する標準について概説する。

Ⅱ．放射線防護に関わる標準

1．X線標準
産総研では X 線照射施設として，管電圧 10kV～50kV

の軟 X 線照射室，管電圧 40kV～300kV の中硬 X 線照射
室の二つを有している。X 線の線質を表す指標として
次式に示す QI 値(Quality Index)を用いている。

QI ＝ Eeff

Etube
(1)

ここで，Etubeは管電圧(kV)，Eeffは実効エネルギー
(keV)で，実効エネルギーは基準電離箱による電流測定
によって得られた半価層から求めている。半価層は，そ
のフィルターを挿入することによって自由空気電離箱の
電離電流が半分となる厚さを意味する。この半価層と減
弱係数のデータから，単色と仮定した場合の光子エネル
ギーを求めることができる。中硬 X 線では，管電圧が
40kV～300kV，QI 値は 0.4, 0.5, 0.6, 0.7, 0.8, 0.9 が，また
軟 X 線では管電圧 10kV～50kV，QI 値が 0.4, 0.5, 0.6,
0.7, 0.8 の条件で照射場を設定している。また ISO
4037-1 に規定されている Narrow Spectrum シリーズ，
Wide spectrum シリーズ，Low kerma rate シリーズ，
High kerma rate シリーズの線質についても設定を行っ
ている。照射線量の絶対測定を行うために，軟，中硬 X
線とも自由空気電離箱を用いている。自由空気電離箱の
概略図を図 1に示す。軟 X 線では空気による減衰の影
響が大きいことから，小型の自由空気電離箱を用いてい
る。自由空気電離箱で照射線量を測定する場合に基準と
なる位置は規程面と呼ばれ，電離箱の X 線入射口の絞

( 34 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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りの内側に設定されている。規程面の面積と集電極の
ビーム軸方向の長さとの積を空気体積といい，この容積
が感度に比例する。測定した電流に対して以下に上げる
様々な補正等を行い，照射線量を求めている1)。

1)空気質量の算出：測定時における気温，気圧による
空気密度の補正

2)湿度補正：空気中の湿度による電離量の補正
3)再結合補正：イオン再結合により飽和電流が得られ

ないための補正
4)空気減衰補正：規程面と電流を測定している集電極

中心との間の空気層による X 線の減衰を補正
5)電子損失補正：電離箱内で生じた高速電子が電極等

にエネルギー付与した分の補正
6)散乱線補正：電離箱内で生成された二次光子による

電離量の補正
7)入射口散乱・透過補正：入射口側面によって生成さ

れた散乱線による電離量の補正，またエッジ部分を
透過した光子による電離量の補正

上記の 5)，6)，7)に対する補正係数は測定から求める
ことは非常に困難であることから，シミュレーションに
よる計算によって補正係数を評価している2)。

X 線標準における校正時の不確かさは約 1％である。
(信頼区間 95％に対する不確かさを示す。以下同様とす
る。)

2．γ線標準
γ線照射施設として，小γ線源照射室及び大γ線源照

射室の二つがある。照射に使用している線源を表 1に示
す。

γ線照射線量の測定には，グラファイト壁空洞電離箱
を用いている。これは Bragg-Gray の空洞理論を基にし
ている。線量率の違いにより，図 2に示すような空洞容
積の異なる 2 種類の円筒型空洞電離箱を用いて絶対測定
を行っている3)。

空洞電離箱の場合も，測定された電離電流に様々な補
正，換算を行って照射線量を求めている。

1)空気質量の算出：測定時における気温，気圧による

空気密度の補正
2)湿度補正：空気中の湿度による電離量の補正
3)再結合補正：イオン再結合により飽和電流が得られ

ないための補正
4)質量エネルギー吸収係数比：壁材のグラファイトか

ら空気への換算
5)質量阻止能比：空洞内物質の空気からグラファイト

への電子阻止能の換算
6)ステム散乱補正：電離箱を支えているステムからの

散乱線の寄与を補正
7)壁補正：電離箱壁によるγ線の減衰，また壁内で生

成された散乱線を補正
1)～6)は，測定または評価されている物理定数から求

めているが，7)に関しては，従来の測定法に問題がある
ことが分かり，現在はシミュレーションによる計算に
よって評価している5)。γ線の校正時における不確かさ
は，高線量率で約 1％，低線量率では約 5％である。

2011 年以降，環境レベルの低線量率γ線(1mSv/h 以
下)に対する機器の性能評価を希望するニーズが高く
なってきた。環境レベルにおいては，バックグラウンド
の放射線の影響により通常の校正施設では機器の評価を
することが難しい。そこで，図 3のように周囲を鉛で囲
い，内部のバックグランド放射線の寄与を小さくした低
線量率γ線校正システムを開発した。このシステムで
は，内部のバックグランド線量率は 0.01μSv/h 程度と低
減されており，環境レベルにおいて信頼できる機器の性

( 35 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 1 自由空気電離箱の概略図

図 2 グラファイト壁空洞電離箱の概略図4)。
右側の空洞容量は約 60ml，左側は約 6ml。

表 1 照射に使用している線源とその強度

照射室 Cs-137 Co-60

小γ線源照射室 222GBq, 18.5GBq,
1.85GBq

185GBq, 18.5GBq,
3.7GBq

大γ線源照射室 34TBq 148TBq
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能評価を可能にした6)。

3．β線標準
産総研における放射線防護のためのβ線標準場は，関

連する ISO 規格[7]に準拠した照射装置となっており，
絶対測定を行うために外挿電離箱を製作し設定を行っ
た。

β線源としては Pm-147, Kr-85, Sr-90/Y-90 の三種類
で，照射場を均一にするために線源と基準位置の間にフ
ラッタリングフィルターを設置している。図 4に照射装
置及び外挿電離箱の概略図を示す。検出器前面はアルミ
コーティングされた PET 膜で，電離箱の高電圧極と
なっている。集電極及び保護電極は可動式となってお
り，電極間隔を 0.3mm～10mm まで変化させながら電離
電流値を測定することが可能である。

外挿電離箱による 7mg/cm2深部の組織吸収線量率 D

(0.07)は，電極間隔 l の関数としての電離電流値 I(l)を
用いて，次式により求める。

D(0.07)＝ st,a
W
e

1
ρa0a  d

dl KI(l)l0
(2)

ここで st,aは，β線に対する組織と空気の平均質量阻
止能比で，外挿電離箱で計測される電離箱内の空気吸収
線量を，組織吸収線量に換算するための係数である。
W0/e は，参照条件(気温 20℃，大気圧 1013hPa，相対湿
度 65％)における空気の平均の W 値と素電荷の比で，
電離箱で計測される電離電荷量を吸収エネルギーに変換
するための係数である。a は集電極の実効的な面積で，
ρa0は標準状態の空気の密度である。d/dl・KI(l)は電
流値増加量を極板間隔増加量で割った商の極板間隔 0 に
おける極限であり，K は各種の補正係数の積を表してい
る。補正された電流値 KI(l)は電極間隔 l に対して大ま
かには比例関係を示す。測定により得た KI(l)に対して
二次式でフィッティングを行い，得られた二次式に基づ
いて d/dl・KI(l)を求める。

β線での校正時の不確かさは，その線量率と核種に依
存し約 3％～5％である。

Ⅲ．医療用放射線に関わる標準

医療において，診断や治療などで放射線が利用されて
いる。これらの放射線が安全にかつ効果的な利用がなさ
れるように，放射線標準は重要な役割を担っている。こ
こでは，放射線診断に関してはマンモグラフィ用の線量
標準，放射線治療に関しては，外部放射線治療用の標準
として，Co-60 γ線および医療用リニアック光子線用の
線量標準，さらに小線源治療線源に対する線量標準につ
いて紹介する。

( 36 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 3 低線量率γ線校正システム。
写真では内部が見えているが，測定中はこの部分も鉛で覆う。

図 4 外挿電離箱及び照射装置概略図4)



34-39_vol58_04-K_解説_PK-1.smd  Page 4 16/03/17 14:16  v2.10

1．マンモグラフィに対する線量標準8)

乳がんの早期発見のため，乳房 X 線検査(マンモグラ
フィ)が 2000 年より乳がん検診に導入され，マンモグラ
フィの受診者数は著しく増えた。現在では約 200 万人の
方が乳がん検診を受診しており，マンモグラフィの精度
管理がより重要度を増している。産総研では図 5のよう
に，軟 X 線照射室内に軟 X 線照射線量標準用の設備の
隣にマンモグラフィ用の照射設備を整備し，線量標準を
開発し，2009 年度から供給を始めた。当初は Mo(ター
ゲット)/Mo(フィルター)の線質のみであったが，多様
なマンモグラフィ線質に対応できるように順次対応でき
る線質を増やしきた。2015 年度には，Mo/Mo に加えて
Mo/Rh，Rh/Rh，W/Rh，W/Al，W/Ag の線質で標準を
供給しており，現状でのすべてのマンモグラフィ診断装
置に対応できる。

2．外部放射線治療に対する線量標準
人体の外部から放射線を照射してがんの治療を行う手

法を外部放射線治療と呼ばれている。国内でも世界的に
も最も多く行われている治療手法は，小型の医療用リニ
アックから放出される高エネルギー光子線を利用するも
のである。国内では約 800 台の治療装置が利用されてい
る。医療用リニアックは高エネルギー電子線の照射も可
能であり，高エネルギー電子線を使った治療もおこなわ
れている。この他，陽子線や炭素線を用いた治療もおこ
なわれており，国内に 13 施設で治療に用いられている。

放射線治療では，人体に放射線を照射するため，放射
線による効果を評価する物差しに水吸収線量(単位体積
あたりの水に吸収される放射線のエネルギー)の単位を
用いる。水吸収線量を正確に評価することは，治療の効
果や副作用の抑制に非常に重要である。産総研では，
Co-60 γ線水吸収線量標準を 2009 年度から供給を開始
するとともに，医療用リニアック高エネルギー光子線の
水吸収線量標準を 2013 年度から供給を開始した。高エ
ネルギー電子線や粒子線に対する水吸収線量標準につい
ては継続して研究開発を行っている。

(1) Co-60 γ線水吸収線量標準9)

産総研では，グラファイトカロリメータ(図 6)を用い
て，Co-60 γ線水吸収線量を評価している。このカロリ
メータは，上部中央の部分にグラファイトの円盤があ
り，この円盤が放射線を吸収することによる温度上昇を
測定する。この温度上昇から円盤に吸収されたエネル
ギーを見積もり，グラファイト吸収線量を得ることがで
きる。さらに他の測定およびシミュレーション計算によ
り，グラファイト吸収線量を水吸収線量に変換すること
ができ，Co-60 γ線水吸収線量標準を確立している。
Co-60 γ線水吸収線量の供給開始により，外部放射線治
療の線量測定のプロトコルが改定され，｢外部放射線治
療における水吸収線量の標準計測法｣が 2012 に刊行され
た。この改訂により，電離箱線量計の校正が水中で行わ
れるようになり，治療施設における医療用リニアックの
高エネルギー光子線の水吸収線量評価の不確かさは，こ
れまでの約 5％から約 3％に向上した。
(2) 医療用リニアック光子線水吸収線量標準10)

Co-60 γ線水吸収線量標準の確立により，治療施設に
おける線量評価の不確かさは 3％に向上したが，まだ不
十分である。さらに向上させるためには，直接医療用リ
ニアックからの高エネルギー光子線の水吸収線量を評価
する必要がある。そこで，産総研に医療用リニアックを
導入し，グラファイトカロリメータを用いて医療用リニ
アックからの高エネルギー光子線(6MV, 10MV, 15MV)
を直接評価する技術開発を行った(図 7)。その結果，
2013 年度に標準の開発に成功し，高エネルギー光子線の

( 37 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 5 マンモグラフィ X 線校正施設8)

図 6 グラファイトカロリメータの断面図

図 7 医療用リニアックとグラファイトカロリメータ
(産総研 HP より)
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線量評価の不確かさを医療現場において約 2％へと小さ
くすることを可能にした。産総研において電離箱線量計
の校正は可能であるが，この標準に対する校正を行う機
関がないため年間の校正可能件数は限定されている。さ
らに水カロリメータの開発による水吸収線量標準の高度
化に関する研究を行っている。

3．密封小線源治療に対する線量標準
体の外側から放射線を照射して治療する外部放射線治

療に対して，患部の近くから放射線を照射して治療を行
う密封小線源を利用した治療もおこなわれている。表 2
に代表的な密封小線源治療に用いられている線源，特徴
および線量評価についてまとめた。

I-125 密封小線源を用いた治療は，直径約 1mm 弱，長
さ約 5mm 弱のカプセルの中に I-125 を密封し，前立腺
内に永久刺入する。照射される線量の計算は，線源から
1m の距離における空気カーマ率(基準空気カーマ率)を
用いておこなわれる。I-125 密封小線源は低エネルギー
でしかも線量率が小さいため，線源の近くに薄膜対向型
自由空気電離箱と呼ばれる大きな電荷収集体積を持つ電
離箱を用いて空気カーマ率を測定し，1m の距離に換算
している。I-125 密封小線源の基準空気カーマ率標準は
2012 年度から供給している。

Ir-192 密封小線源も I-125 と同様の大きさのカプセル
の中に密封されているが，Ir-192 密封小線源は患部近く
に刺入または挿入し一定時間照射した後に取り出す。こ
ちらも基準空気カーマ率を基準としているが，線量率強
度が強いため，線源から 1m の距離にγ線用のグラファ

イト空洞電離箱を設置して空気カーマ率を直接評価して
いる。Ir-192 密封小線源の基準空気カーマ率標準は
2015 年度に供給を始める予定である。

β線を利用する Ru-106 小線源は，線源の表面から
2mm の位置における水吸収線量率を評価する。β線は
γ線より透過力が小さいため組織表面で吸収され，線量
評価も線源の表面近くが重要となる。β線の線量評価
は，外挿電離箱と呼ばれる検出器によっておこなう(図
8)11)。この外挿電離箱は，図 3 で示した外挿電離箱より
も電極の直径を小さくして，小さい線源サイズの線量を
測定できるように設計している。

Ⅳ．国際比較

国内における放射線線量の国家標準は産総研が担って
いるが，同様に国外においても各国の国家標準研究所が
放射線線量の絶対測定を行っている。これらの国々の中
で，それぞれ評価した値が妥当であるか確認する必要が
ある。そこで行われているのが国際比較である。放射線
線量の分野では，フランスにある国際度量衡局(BIPM)
が参照値となって国際比較を行っている。国際比較の例
として，Ir-192 線源に対する基準空気カーマ率の国際比
較の結果を図 9に示す。これらの国際比較を通じて，技
術的に各国の標準の妥当性を確認している。またメート
ル条約加盟国の主要国家計量標準機関は，国際相互承認
協定を締結している。これは，各国の計量標準トレーサ
ビリティ体系を相互に信頼し，他国の国家計量標準の校
正結果を自国でも同等と認めるものである。

Ⅴ．まとめ

放射線防護および医療用放射線に線量標準について解
説した。放射線防護に関しては低線量率への対応，診断
に関しては新しい線質や診断への対応，治療に関しては
精度向上や新しい治療手法への対応を，近年積極的に進
めてきた。今後も安全な放射線利用のために線量標準や
計測器の開発を促進する計画である。

－ 参 考 資 料 －
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表 2 各種密封小線源治療の特徴と線量評価

線源 利用放射線 治療対象 線量評価

I-125 γ線，X 線 前立腺がん 1m の位置での
空気カーマ率

Ir-192 γ線 口腔がん，婦
人科がんなど

1m の位置での
空気カーマ率

Ru-106 β線 眼のがん 2mm 位置での
水吸収線量率

図 8 Ru-106 密封小線源(左側の写真)とβ線用外挿電離箱(右
側の写真)

図 9 Ir-192 密封小線源の基準空気カーマ率に対する国際比較
の結果12)。右端の NMIJ が産総研の値である。
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放射化学の事典

日本放射化学会 編，376p. (2015.9)
朝倉書店(定価 本体 9,200 円＋税) ISBN 978-4-254-14098-9

｢三省堂国語辞典｣編集主幹の見坊豪紀は，第三版序文にお
いて，｢辞書は，ことばを写す”鏡”であります。同時に，辞書
はことばを正す”鑑”であります｣と記した。日本語では初の
放射化学事典となる本書は，その序に，東京電力福島第一原
子力発電所の事故が｢必ずしも正しい知識を身につける機会
とはならず，むしろ誤った，あるいは偏見を伴った，非科学
的な知識が広められ｣たことに心を痛め，鑑の必要性を切に
願った，時の日本放射化学会長らを中心に編まれた。

放射化学は，放射能・放射線に関連した物理学と化学の境
界領域から出発した学問分野である。現在ではその知識は，
宇宙の起源から，環境科学，生命科学，臨床医学など多方面
にわたる学問領域にすそ野を広げており，今日の科学技術に
なくてはならない学問である。そのため，本書は原子力を支
える化学という側面だけでなく，非常に他分野の基礎から応
用までわかりやすく噛み砕いた文章で説明がなされている。
また序にある｢この分野の最も新しく，信頼できる書である
と自負する｣とおり，総勢 127 名の専門家が執筆した 181 編
の項目は，その一つ一つが，教科書の一章分ないしは，一冊
分の内容を含む贅沢な内容となっている。放射化学と原子力

との関わりについては，一章分
42 ページにわたり記されてい
る。基礎に立ち返るうえで，非
常によく練られた内容であると
感じた。

特筆すべきは，原子力の周辺
領域に関する他の章である。Ⅲ
章 人工放射性元素，Ⅳ章 原
子核プローブ・ホットアトム化
学，Ⅴ章 核・放射化学に関連
する分析法，Ⅵ章 環境放射能などは，原理から分かりやす
く説かれており，本学会の会員にも多くの示唆を与えるであ
ろう。少なくとも本書は，座右にあって存在感を失わないこ
とは確かである。

本書には日本の放射化学を牽引してきた研究者による 13
編のコラムとして最新の研究解説が散りばめられており，研
究者の熱い思いが伝わる読み物としても良くできている。

福島第一原子力発電所の事故に関しては，現在進行中ゆ
え，単独で扱われた項目は一つのみである。今後，版を重ね，
事故とその後の活動の全貌を説き明かす項目が記載された暁
には，本書は我々の姿勢を正す”鑑”としても真価を発揮する
のではないだろうか。

(日本原子力研究開発機構・渡邉 雅之)

新刊紹介
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解説シリーズ

転機を迎えるエネルギー市場
(その 3)電力自由化の国際動向

東京大学 小宮山 涼一

電力自由化を進めている欧米の国や地域では，発送電分離を通じて送電事業の中立化を図
り，発電事業や小売事業での競争と電力システムの効率化を促して，電気料金の抑制や多様な料
金メニューの提供等を目指している。しかし発電事業では，市場の競争化や再エネ大量導入に
よる電力取引価格低下等から，電源新設の投資回収が不確実となり，電力供給力の確保等が課題
となっている。また小売事業では，特に家庭部門において，消費者保護や政治的理由からの低廉
な規制料金の存続が競争促進の障害となり，電力取引の流動性の妨げとなる問題が生じている。
日本の電力システム改革では海外の先行事例を教訓として，慎重な制度設計が求められる。
KEYWORDS: deregulation, unbundling, wholesale market, retail market,
independent system operator, electricity rate, capacity remuneration mechanism

Ⅰ．はじめに

わが国では改正電気事業法(電気事業法等の一部を改
正する等の法律)が 2015 年 6 月に成立し，家庭を含む電
力の小売全面自由化(経済産業省，電力の小売全面自由
化の概要)が 2016 年 4 月に実施され，産業や業務部門に
加え，家庭も電気の購入先を選択できるようになる。ま
た，電力会社に送電部門の分社化を義務づける発送電分
離(法的分離)が 2020 年に行われ，需給調整を行う送電
部門の独立性が高められ，新規参入者(特定規模電気事
業者，｢新電力｣と呼ばれる)が送電網を公正に利用して
電気事業を行いやすくなる環境が整えられる。新電力を
含めた多様な電気事業者が発電，電力の調達，販売を行
える環境整備が期待されている。

電力自由化は電力市場への参入規制と電力を販売する
際の料金規制の撤廃を通じて，競争と効率化を促進し，電
気料金抑制や様々な料金メニューの提供等を目標として
いる。欧米ではわが国に先行して発送電分離を行い，卸
売や小売市場で競争的な電力取引が行われている。本稿
では，欧米等での電力自由化の動向について解説する。

Ⅱ．発送電分離の動向

欧米では発電部門の競争を促すため，電力会社の発電
部門と送電部門を分離し(発送電分離)，送電部門の中立
化を行い1)，全ての電気事業者に対する送電ネットワー
クへの公平なアクセスの確保が進められている。従来の
電力会社に加え，新規参入者も送電ネットワークを利用
して電力販売が可能となる。米国の自由化州では送電の
機能分離，欧州では所有権分離等を中心に発送電分離が
実施されている。日本の法的分離は送電部門を電力会社
から分離してその中立化を進める措置であるが，電力会
社との資本関係は認可される。米国では広域的に需給管
理を行う ISO(Independent System Operator)や RTO
(Regional Transmission Organization)と呼ばれる中立的
な広域送電機関が設立されている(図 1)。

米国の機能分離は，電力会社が送電ネットワークの所
有権を持つが，ISO/RTO が送電系統の運用を中立的に
行う。欧州で主に行われている所有権分離では，電力会社
から送電部門の完全な分社化が行われ電力会社との資本
関係は認められない。所有権分離は，機能分離や法的分離
に比べ送電ネットワークが一層独立化，中立化される。

送電機関は主に電気事業者への発電や送配電に係る
サービスの提供を行い，供給信頼度維持のための資源を
調達する役割も担う。発送電分離の目的は，送電部門を
中立化して，発電や小売での新規参入者を含めた事業者
間の競争を機能させ，電気料金抑制や多様な料金メ

( 40 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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Turning point in energy market‒ (No. 3) Global trend of
electricity market reform：Ryoichi Komiyama.

(2015 年 12 月 28 日受理)
【前回のタイトル】(その 2)日本のエネルギー需給の現状と展望
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ニューの提供にある。しかし欧米の先行事例より，競争
原理が導入された発電市場には，供給信頼度の維持のた
め，様々な制度が必要となる可能性が示唆されている。

Ⅲ．発電事業，卸電力市場の動向

電力自由化実施国では，発電事業者間の競争を促すた
め，卸電力取引市場が整備されている。卸電力市場で
は，価格競争性のある電源から順次系統に接続されて給
電を行うため，卸市場での取引量が増加すれば，電力供
給費用削減に貢献し，発電事業を効率化できる。

発電事業者より販売される卸電力の取引は，卸電力取
引市場と取引市場外での取引に類型化される。前者の取
引では，前日や当日の取引や先物取引での売買が実施さ
れる。米国では ISO/RTO が卸電力市場を運営し，欧州
では EPEX Spot(ドイツ，フランス，オーストリア，スイ
ス)，北欧のノルドプール(Nord Pool)，APXUK，N2EX
(イギリス)，OMIE(スペイン，ポルトガル)，Belpex(ベ
ルギー)等の卸電力取引所があり，欧州単一市場の形成
に向け，これらの市場の統合への動きも見られる。市場
外取引では，小売事業者との相対による長期取引契約等
が行われている。わが国でも卸電力取引の全国市場とし
て日本卸電力取引所(JEPX〈http://www.jepx.org〉)が
設立されている。電気事業者は自社電源のコストと取引
所の卸電力価格を比べ，安い電力を調達できるので，自
社電源ではなく卸取引所より電力を調達して販売する場
合もある。現在，わが国の総発電量のうち，卸取引所で
の電力取引量は 1.5％前後であり，市場外での流通が大
部分を占める(経済産業省，卸電力市場の活性化策につ
いて，2015 年)。しかし，欧米の一部では卸電力市場で
活発に電力取引が行われ，卸電力取引所の取引量が需要
に占める比率は北欧で 7 割以上(デンマークでは約 9
割)，ドイツで約 4 割，スペインで約 7 割に達する2)。日
本でも競争化と効率化を目指し卸電力市場での取引量増
加が重要な政策目標とされている(経済産業省，電力シ
ステム専門委員会報告書，2013 年)。

1. 卸電力市場での電力価格の動向
卸電力市場において競争を適切に反映した電力価格が

形成されなければ，電気事業者による投資回収が不確実
となり，必要な設備への投資不足を招く可能性があ
る3-5)。電力価格は，競争による抑制の実現も重要だが，
供給信頼度確保の上でも重要なシグナルとなる。しかし
欧州の一部では価格シグナルが必ずしも有効に機能せ
ず，安定供給のための設備投資が進む状況とは言い難い。

欧州では再エネ普及拡大が卸市場価格の形成に影響し
ている6)。ドイツでは再エネへの FIT と優先接続・優先
給電政策により，太陽光等の再エネ普及が進み，その余
剰電力が系統に生じた際，低負荷時間帯等で卸電力取引
価格がマイナスの価格となっている(発電事業者がお金
を支払い電力を買い取ってもらう取引)。ドイツでは
2015 年 4 月 19 日(日)，休日で需要が少ない中，昼間に
太陽光出力が 2500 万 kW を超え過去最大値を更新し，
多くの余剰電力が発生した(図 2)。同日 13 時～14 時に
電力供給過剰となり，卸電力価格は▲ 59 ユーロ/MWh
まで低下した(図 3)。

再エネ優先給電の運用下で，限界費用がゼロの再エネ
電力は卸市場で競争力があるため，高コストの火力電源
の電力は市場より締め出され，需給調整で重要なガス火
力は長期の待機状態に陥り採算が無くなり，大手電力会
社(RWE 社等)の収益が悪化した。そのため火力電源廃止

( 41 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 3 ドイツの卸電力取引価格(当日取引)
(出典；EPEXSPOT〈http://www.epexspot.com/en/〉(アクセ

ス日：2015.10.27))

図 2 ドイツの電力需給運用(2015 年)
(出典；ENTSO-E (European Network of Transmission System

Operators for Electricity)
〈https://www.entsoe.eu/〉(アクセス日：2015.10.27))

図 1 米国の広域送電機関(ISO/RTO)
(出典；FERC(Federal Energy Regulatory Commission)

〈http://www.ferc.gov〉(アクセス日：2015.10.25))
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が起こり，ドイツ，イタリア等で安定供給上の問題となっ
た。欧州では加えて再エネが系統混雑発生，系統整備や需
給調整費用増加をもたらすとして懸念されている6)。

また，卸電力市場では価格変動が不安定になる傾向が
見られる。自由化された電力系統では供給を需要に合わ
せ柔軟な調整がしにくいことや，燃料価格上昇など時々
刻々の変化が価格に反映されるためである。米国を代表
する RTO の 1 つである PJM〈http://www.pjm.com/〉
での短期の電力価格は大きな変動を見せる場合があり，
価格の急上昇(スパイク)が起きている。PJM の平均的
な取引価格は 50 ドル/MWh 程度であるが，2014 年 l 月
27 日に記録的寒波の影響により日間平均で約 500 ドル
/MWh に達した(図 4)。電力価格は様々な要因で変動
し収益を左右するため，電力を調達する小売事業者等に
とって市場リスクの管理が重要となる。事業者が価格変
動リスクを回避する場合，長期契約や先物取引を行う。
卸電力取引量が世界有数の規模である北欧ノルドプール
等では先物やオプション取引などが整備され，電力取引
が活発に行われている7)。

2. 電力供給力の確保に向けた課題
卸電力市場での供給力確保が困難となるリスクが欧米

で認識されており6)，様々な対策が行われている。例え
ば，ドイツでは多くの火力電源の運転停止を受けて，
2013 年のエネルギー事業法改正で供給力確保のため，発
電所(容量 1 万 kW 以上)に対して，火力停止を届出によ
る許可制とする措置や，Winter Reserve(休止火力電源
の活用)等の制度を導入している。欧米における供給力
確保策を見ると，固定価格買取制度と容量メカニズムに
大きく類型化できる。

(1)固定価格買取制度(FIT-CfD)
イギリスは環境規制強化や，既存原発閉鎖による将来

の電源不足が懸念される中8)，CO2排出量の大幅削減目
標を定めている。卸電力市場で低炭素電源の容量確保を
進めるため，イギリス政府は差額清算方式による低炭素
電源電力の固定価格買取制度(FIT-CfD)を導入した8)。
同制度では原子力や再エネ等の低炭素電源の投資回収に

必要な予想価格(Strike Price)と卸市場価格との差分額
を発電事業者に補助する仕組みとなっている。同制度
は，卸電力市場のような競争的環境下でも，低炭素電源
(原子力や再エネ)のような固定費の高い電源に対する発
電事業者の投資リスク軽減を目的としている。

(2)容量メカニズム
欧米では，競争的市場での電源不足を克服するため，

従来の電力量(kWh)市場の他に，設備容量(kW)を確保
するための｢容量メカニズム｣導入に向けた動きがあ
る9)。容量メカニズムとして容量市場(集中型容量市場
(CCM)，分散型容量市場(DCM))，容量支払制度，戦略
的予備力等を挙げることができる10-12)。

米国では電気事業者は販売先の需要に見合う供給力確
保が必要であるが，多くの ISO/RTO では卸電力価格の
高騰抑制のため，卸電力市場において入札価格の上限
(例えば l000 ドル/MWh)を設けている。しかしこの上
限が，本来，固定費回収に必要な価格上昇も抑制し，投
資インセンティブ維持が困難となる問題が生じている。
また，卸電力市場では限界費用で価格が決まるため，発
電事業者が卸電力市場からの収入のみでは電源の固定費
回収が困難となる｢ミッシング・マネー｣3,13)と呼ばれる
問題が生じている。この問題の影響緩和のため，容量市
場が導入された。これは基本的に発電容量確保を小売事
業者に義務化し，容量の過不足分を証書化して事業者間
で取引する市場である。米国北東部の RTO である PJM
(系統容量 1.4 億 kW)は，2007 年より供給力確保策とし
て集中型容量市場を導入した(Centraized Capacity
Market，CCM)。小売事業者は販売先の最大負荷分と供
給予備力の確保を義務付けられ，電源の保有，発電事業
者との相対取引による容量調達，集中型容量市場からの
容量証書を通じて，必要容量を確保する。集中型容量市
場では，PJM が必要容量を決めた上で，発電事業者が容
量市場に電源を入札し，オークション方式で容量価格が
決定され，発電事業者が得る収益は小売事業者が負担す
る。容量市場は容量証書の取引に流動性を与え，容量確
保費用の低減に貢献すると考えられ，PJM では 3 年先
の容量確保が行える。容量市場価格は，新設ガス火力を
約 10 年で回収できる水準で推移しており，卸市場での
収益も含め，ガス火力の固定費を回収可能な水準となっ
ているが(図 5，図 6(a))，資本集約的な電源(石炭火力
等)では固定費を回収できる水準とはなっていない(図 6
(b))。PJM 全体では容量調達費用は卸供給総費用の約
1 割であり，卸供給総費用は低下している(図 7)。また
PJM は供給予備力等の取引市場を整備しており，アン
シラリーサービス(電力品質維持サービス)を調達しコス
トを負担している。

カリフォルニア州は太陽光・風力発電導入の急増を受
け(2013 年 1100 万 kW)，電力純負荷曲線(負荷－再エ

( 42 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 4 PJM での卸電力取引価格(2014 年)
(出 典；Energy Information Administration, Department of

Energy〈https://www.eia.gov/〉(アクセス日：2015.10.20))
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ネ)は，朝と夕方に 2 回のピークを迎える曲線(ダック
カーブ)となっており(図 8)，このピーク対応のための電
源確保が喫緊の課題となっている。カリフォルニア州は
現在，分散型容量市場(Decentralized Capacity Market，
DCM)を導入し，小売事業者は公的に認証された容量の
確保を義務付けられ，認証を受けた容量の証書を事業者
間で取引できる環境が整備されている。

集中型容量市場はニューヨーク ISO(NYISO)や中西
部 ISO(MISO)等でも導入された。イギリスで 2014 年
に導入され，政府が安定供給に必要な発電容量を定め，
送電機関(National Grid)が競争入札を運営する。落札し
た発電事業者は給電を義務付けられ，発電容量(kW)に
応じて報酬を受ける。フランスでは空調需要で電気利用
率が高いことから，寒波等での気温低下で突発的に電力
需要増加のリスクがあり，また再エネも急増しており，
これらを受け，容量市場を導入予定である。

容量支払制度は，送電事業者などが電源に対して，容
量に応じて報酬(kW 単価)を付与する制度である。スペ
インは容量支払制度を導入し14)，水力や火力発電が kW
に応じた報酬を得ている。しかし，容量支払はいわゆる

電源に対する補助金のため，競争原理による効率化を妨
げる可能性もある。

戦略的予備力は，送電事業者が緊急時に備えて予備力
を事前に調達する制度である15)。発電事業者は送電事
業者から建設費，燃料費相当分の支援額を受けて，卸電
力市場への入札が制約された上で，非常時に備えて電源
を待機させることが要求される。フィンランド，ス
ウェーデン，ドイツ等で採用されている。

一方，米テキサス州の送電機関(ERCOT: Electric
Reliability Council of Texas)はエネルギー市場(kWh の
取引市場)のみ運営し，容量市場は導入しておらず，電気
事業者は設備投資をエネルギー市場の価格(kWh の価
格)のみで回収する仕組みとなっている。例えば，供給
への投資が不足し，需要に対し供給が足りない場合，電
力価格が高騰する。価格が高騰すれば，容量の経済的価
値が高まって電源への投資が促進し，kWh のみの市場
だけでも一定の価格高騰があれば，供給力を確保する仕
組みとなりえる。そのため ERCOT は，卸市場への入札
価格上限を高めに設定しており16)，2011 年の 3000 ドル
/MWh から 2015 年には 9000 ドル/MWh へ引き上げ
た。入札価格上限引上げも，一種の供給力確保策として
考えることもできる。

上記に加え，米国では，デマンドレスポンス(電力の供
給状況に応じて電力消費パターンを電気料金や節電行動
を通じて変化させる取組)等の需要側資源も容量確保の
上で重要と位置付けられ17)，時間帯別料金や需給調整契
約等の導入が進んでいる。特に PJM ではデマンドレス
ポンスの大部分が容量市場に入札され活用されている。

Ⅳ．小売事業の動向

消費者が料金メニューの情報に基づき小売事業者を積
極的に変更(スイッチング)することで，小売事業者は需
要家を獲得するために安い料金や多様なサービスを提供
しようとする。そのため，小売市場での競争環境の整備

( 43 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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図 5 容量市場での取引決済価格
(出典；PJM〈http://www.pjm.com/〉(アクセス日：2015.10.20))

(a)ガス火力 (b)石炭火力
図 6 各電源の純収益(収入-可変費)と新設固定費

(出典；図 5 と同じ)

図 7 PJM での卸供給費用(出典；図 5 と同じ)

図 8 カリフォルニア州の電力需給運用(2015 年)
(出典；24)CAISO〈http: //www.caiso.com/〉(アクセス日：

2015.10.27))
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も重要な課題となる。しかし，欧州では EU 指令により
加盟国は原則として小売自由化を実施しているが，特に
家庭用で，多くの国で低廉な規制料金18)が存在し，実態
として，小売での競争に進展が見られない国や地域も見
受けられる。

1. 規制料金の動向
小売全面自由化後，数年の経過期間において，規制料金

が認められる場合が多いが，EU や米国において，消費者
保護の観点や政治的理由で，相対的に安く設定された規
制料金を撤廃しない国や地域は多い。安価な規制料金の
問題点は，その存在が小売での競争原理の働きの障害と
なる可能性にある。欧州委員会は以前より加盟国に対し
て，規制料金が小売市場の競争を歪めるため，その撤廃を
勧告している(European Commission: Energy Union
Package，2015)。現在，欧州では 18ヵ国で規制料金が
存在し，フランスやデンマーク，イタリア，スペイン等
は規制料金の撤廃期限を設けていない。米国では，家庭
用小売市場が自由化されている 16 州では，需要家が供
給者を選択しなかった場合，規制料金が適用される。

フランスでは，新規参入者が相対的に少なく競争が進
まないことや(新規参入者比率は 1 割程度)，消費者保護
や政治的理由から規制料金を認可しているため，家庭の
自由化料金への変更が進まず，規制料金が小売の競争促
進の妨げとなっている。スペインでは自由化後，再エネ
普及拡大に伴う送配電費用増加を，政治的理由から規制
料金に十分転嫁できず，電力会社が赤字を拡大してい
る19)。韓国も電力調達価格上昇の中で，政治的に電気料
金が低く抑えられ，赤字の巨額化が問題となっている。

2. 小売市場の競争促進に関する動向
小売競争を妨げる要因の一つである市場の寡占化は，

電力取引の流動性を阻害する結果，競争原理が機能せ
ず，電気料金抑制が進まない可能性がある。しかし欧州
では自由化後に新規参入者の数が増加し，2014 年現在，
例えばドイツで 970 社，イタリアで 381 社，スペインで
191 社，フランスで 174 社，ノルウェーで 148 社，オース
トリアで 138 社，スウェーデンで 123 社の小売事業者が
存在し20)，ノルウェーやオランダでは年間 13.3％，ベル
ギーで同 12.2％，スペインで同 11.8％，イギリスで同
11.1％，フィンランドで同 11％，スェーデンで同 10.3％
の需要家が供給を受ける電気事業者の変更(スイッチン
グ)を行い20)，一部の国では市場の流動性が高く，競争
が進んでいる。

現在，小売市場の競争化に向けて，諸外国では様々な
対策が行われている。フランスは小売市場の競争促進を
目的にした｢電力市場の新組織法｣(NOME law: Nouvelle
Organisation du Marché de l’Electricité)21)を 2010 年に
制定した。フランスの発電電力の大半は EDF 社の原発

に依存しているが，新規参入者はコストの高い火力電源
等でしか事業が不可能であった。そこでフランス政府
は，新規参入者がコストの安い原発電力を調達して小売
事業を行える環境整備のため，同法において，EDF 社の
原発電力を新規参入者へ 2025 年まで販売することが定
められた(｢原子力発電アクセス制度｣(ARENH: Accès
Régulé à l’Electricité Nucléaire Historique))21)。年間
1,000 億 kWh 上限での販売量が設定されている。

日本でも新規参入者の多くは十分な自社電源を保有し
ておらず，大手電力会社に比べ供給力確保が困難な状況
にあるため，新規参入者の電源不足を解消するために，常
時バックアップや部分供給等の小売競争促進策が講じら
れている(経済産業省，常時バックアップの見直し・部分
供給について，2015 年)。また，既存の電力会社に対する
規制を実施し，小売自由化を進める例も見られる。米テキ
サス州は小売自由化後の経過期間中に，電力会社に対す
る低廉な小売価格での販売規制や，新規参入者への卸電
力売却策などにより，小売競争促進を図っている22)。

3. 電気料金の動向
自由化により家庭用の電気料金が実際に低下したとの

評価は国際的にまだ定かではない。仮に自由化が料金を
抑制しても，様々な要因で料金が上昇する国や地域が多
く見受けられる。例えば欧州の一部の国では，再エネ大
量導入が卸電力価格低下をもたらしたが，再エネ支援制
度の賦課金の負担が増加し，競争的環境下でも，家庭用
電気料金が上昇傾向にあるケースが見られる。

欧州の一部の国の家庭用料金は税金や FIT などの公
租公課の影響を強く受けている。家庭用電気料金に占め
る公租公課の比率はデンマークで 6 割，ドイツで 5 割，
イタリアやスウェーデンでは 4 割にのぼり，燃料価格の
下落による電気料金の低下が起きにくい状況にある。

スぺインでは政治的理由で家庭用電気料金の抑制が図
られているが，FIT 賦課金の影響もあり，家庭用料金は
上昇傾向にあり，欧州平均を上回っている(図 9(a))。ド
イツも FIT 賦課金や燃料費上昇，環境税，CO2排出権取
引等の影響により家庭用料金は高水準にある(図 9(a))。
イタリアも，高価格で推移する天然ガスへの依存度が高
いこと，隣国との国際連系線容量の不足により隣国の割
安な電力の輸入が難しいことから，家庭用料金は欧州平
均よりも割高な水準にある(図 9(a))。デンマークの家
庭用料金も公租公課の比率が 6 割に上るが，風力導入が
進み，同国は水力など経済性のある再エネ導入が北欧の
他国に比べ困難なため，上昇が顕著である(図 9(a))。

米国では，テキサス州の家庭用料金は，最近の天然ガ
ス価格の下落をうけ 2008 年以降低下傾向にあり，全米平
均を下回る(図 9(b))。一方，カリフォルニア州の家庭用
料金は全米平均と比べ 3 割ほど高く，最近の太陽光導入
拡大もうけて上昇基調にある(図 9(b))。米国では，全面
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自由化州(13 州 + コロンビア特別区)の家庭用料金は，非
全面自由化州に比べ高い状況が続いている(図 9(b))。

Ⅴ．まとめ

電力自由化は国際的に l990 年代以降に進み，2000 年
代以降さらに再エネ導入に向けた取組が各国で進んだ。
しかし近年，電力自由化を実施し，かつ再エネ導入が急
速に進む国や地域で，電力系統運用上の問題が生じ，電
力市場の運営が困難になるケースが見受けられる。

日本では電力システム改革が進められる中，FIT によ
る政策支援を受け再エネ認定容量が 7 千万 kW を超え
ている。日本の電力システム改革では，広域的な需給運
用を活用しつつ，発送電への投資と供給信頼度を確保
し，同時に電気料金を抑制しながら，電力自由化と再エ
ネ普及を同時に進めることが求められている。その同時
達成の支援策として，とくに容量市場など日本で先例の
無い制度導入については，海外の先行事例を教訓とし
て，自由化の｢後追い｣の立場のメリットを最大限に活用
し，慎重な制度設計が期待される。
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報 告 臨界安全国際会議 ICNC2015

電力中央研究所 名内 泰志，東京工業大学 竹澤 宏樹，
日本原子力研究開発機構 外池 幸太郎

臨界安全国際会議 ICNC2015 が 2015 年 9 月に米国で開催された。冒頭の全体会合では，臨界安全を確
実に実施しつつ進歩させるために，人材育成や知識継承が目下の課題であることが強調された。本報告
では，解析コード・核データ，臨界安全管理実務，標準・評価手法整備，使用済燃料の臨界安全，不確
かさ・感度解析，臨界実験，臨界事故評価，専門家育成，及び核分裂性物質の保管・輸送・処分の 9 つの
口頭発表セッションの概要を述べる。ポスター発表も加えて発表件数は 170 件を超え，参加者数は米，
英，仏，日等から 200 人余であった。
KEYWORDS: ICNC, criticality safety

Ⅰ．開催状況

臨 界 安 全 国 際 会 議 International Conference on
Nuclear Criticality Safety(ICNC)は，各国の専門家が一
堂に会して臨界安全の最新の研究開発や管理実務を報
告・議論する会議であり，米国，仏国，日本，ロシア，
英国を巡って 4 年ごとに開催されてきた。初回は 1981
年の米国においてであり，日本ではこれまでに 1987 年
(東京)と 2003 年(東海村)に開かれている。

今回報告する ICNC2015 は，2015 年 9 月 13 日～17 日
に米国ノースカロライナ州シャーロットで開催された。
冒頭の全体会合に続いて，10 の技術セッションで 175 件
の発表が行われた。このうち 1 つのセッションは 21 件
のポスター発表である。参加者は 219 人とされており，
約半数が米国からである。英国と仏国が約 30 名で続き，
日本からは 15 名，独国とスウェーデンはそれぞれ 5 名
である。さらに，スペイン，韓国，ガーナ，ベルギー，
中国，スイス，カナダ，ブラジル，フィンランド，スロ
バキア，オランダから参加があった。

冒頭の全体会合では，米国，英国，仏国，日本，及び
OECD による活動概況の講演があった。日本のみ 2 件
発表し，いずれも福島第一原子力発電所で生じている燃
料デブリの臨界管理について，事業者等による臨界特性
検討と，臨界リスク評価に向けた日本原子力研究開発機
構(JAEA)安全研究センターの研究計画を紹介した。他
国の講演は，いずれも，臨界安全分野の経験者の引退や
臨界実験装置をはじめとする実験施設の閉鎖が相次いで
いること，知識継承や研究開発リソース維持が危ぶまれ

ること，この危機を回避するためにも国際協力が重要で
あることを述べている。

本稿では，9 つの口頭発表セッションについて，関連
するポスター発表も紹介しつつ，概要を述べる。(外池)

Ⅱ．セッション
｢Criticality Codes and Nuclear Data｣

本セッションでは主に各国の臨界解析コードについて
最新の開発状況が報告されたほか，解析に必要な核デー
タの測定と評価を国際共同研究体制で行った成果の概要
などが発表された。

米国 LANL から連続エネルギーモンテカルロコード
MCNP6 の主な新機能と今後の計画が報告された。新機
能は(1)随伴中性子束による重み付けにより連続エネル
ギー断面積に基づく感度係数を計算する機能，(2)熱中
性子散乱データ S(α , β)から連続的な散乱エネルギー
と散乱角度をサンプリングする機能，及び(3)随伴中性
子束による重み付けにより核分裂中性子源の摂動を考慮
した実効増倍率 keffの変化量を計算する機能である。ま
た MCNP6 は複数のベンチマーク問題パッケージを用
いて，臨界安全解析を適切に行えることが既に検証され
ている。

MCNP の今後については，2013 年に策定された
MCNP2020 構想とその背景が紹介された。MCNP6 は，
1950～1960 年代の技術をベースとしたコードの根幹部
分を刷新しないまま MCNP5 と MCNPX を統合させた
ことにより，メンテナンス性が悪化し，計算速度も
MCNP5 よりも 30～50％遅くなることがあるという課
題を抱えている。MCNP2020 構想は，このような課題
を根本的に解決し，エクサスケールの計算機環境に適合
(並列数を 1000 倍規模で増加させるとともに，メモリ共
有を徹底する等)することを目標としている。
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中国 SNPTC 社からは炉心・プラント設計解析統合
パッケージ COSINE(炉物理解析，熱流動解析，過酷事
故解析，確率論的リスク評価コードを含む)の開発状況
について報告があった。具体的には炉物理コード群(格
子計算コード LATC，炉心解析コード CORE，動特性解
析コード KIND，燃料装荷パターン設計コード LOAD)
のうち，衝突確率法・キャラクタリスティクス法(MOC)
を用いた 2 次元 PWR 燃料集合体格子計算コードである
LATC について，解析結果が臨界実験データと一致し，
検証が順調に進捗している。

その他，仏国 IRSN からは CEA，AREVA 社とともに
開発し 2015 年にリリースした臨界解析コードパッケー
ジ CRISTAL 2.0 について，米国 ORNL からは汎用炉物
理・遮蔽解析コード SCALE 6.2 について，また米国
LANL からは開発中の核データ処理コード NJOY21 に
ついて，それぞれ概要が報告された。(竹澤)

Ⅲ．セッション｢Operational Practices｣

本セッションは臨界安全管理の実務を議論する場であ
るが，実務のすべての局面を対象とすることから発表内
容も多岐にわたる。本会議での発表は，概ね，臨界安全
制限値の設定と工程条件の維持，工程内の核分裂性物質
の性状把握，及び臨界安全に携わる要員・組織の知識・
機能の維持の 3 種類に分けられる。

臨界安全制限値の設定と工程条件の維持に関して，仏
国 IRSN が工程機器の形状管理を例に挙げて発表してい
る。工程機器は一度適切に設計・製作されればその臨界
安全形状を比較的静的に維持できることから，質量管理
等の動的な管理に比べて形状管理はより好ましいとされ
ている。しかし，実務においては，単純な貯蔵容器でさ
えも内寸法，容器壁厚さ，遮蔽材厚さ，容器配列間隔等
の複数の寸法を考慮しなければならず，さらに，それぞ
れの寸法の大小変化の keffの増減への影響は一様ではな
い。つまり，それぞれの寸法の製作時の許容公差がプラ
スかマイナスか臨界解析に基づき慎重に決定し，これに
基づく製作時の検査，共用開始後の腐食減肉や変形の監
視・判断等が必要となる。これは，設備の設計から廃止
に至るライフサイクルにおいて一貫して，形状管理の具
体的な制限値に係る知識を維持しなければならないこと
を示す。

工程内の核分裂性物質の性状把握については動的管理
のため一層注意を要する。制限値に係る知識の維持は形
状管理と同じだが，工程条件が不明となりやすく，その
場合，性状を再度把握するために大きな努力を払って測
定・評価することが必要となる。工程異常による組成の
制限値からの逸脱，予期しない箇所への滞留・集積，古
い廃棄物や設備における情報の散逸もこのような事態の
原因となる。英国 Sellafield 社は，再処理のプルトニウ
ム抽出工程異常を検知する中性子検出器の改良，ウラ

ン・プルトニウム分離工程異常からの復旧実例を紹介し
ている。米国 DOE はウラン濃縮施設(ガス拡散法)の廃
止措置において，大口径配管内の視覚的観察や非破壊検
査を通じて核分裂性物質の集積が無いことを確認した上
で，臨界リスクが無い小口径配管の検査は省略しつつ，
配管内を充填剤で満たして更なる意図しない核分裂性物
質の移動・集積を防ぐ方法を採用した。この方法によ
り，廃止措置が大幅に効率化されている。

このような管理の有効性は，単に要員・組織における
知識・機能の維持に依っている。長年臨界安全に携わっ
た DOE の技術者は，臨界安全要員と工程技術者が密に
連携し，適切に臨界リスクを評価し，判り易く定義され
た制限値を用い，臨界安全管理を強力な安全文化の下で
行うべきことを説いている。Westinghouse 社の英国事
業所からは臨界安全要員に対するヒューマン・ファクタ
に関する教育について，英国 Sellafield 社からは工程技
術者に対する臨界安全教育の改善について紹介があっ
た。(外池)

Ⅳ．セ ッ シ ョ ン ｢Development of Safety
Standards and Assessment Methodology｣

こ の セ ッ シ ョ ン は，前 節 で 述 べ た ｢Operational
Practices｣を支える文書整備に関するセッションと言え
る。

国際的な標準策定の状況として，ISO における取り組
みが紹介された。原子力分野の専門委員会 TC85，核燃
料工学の分科委員会 SC5 の下に臨界安全の作業部会
WG8 が置かれ，カナダ，仏国，日本，韓国，スウェーデ
ン，英国，米国が参加している。臨界安全管理の基本的
な考えを示した ISO 1709 は，1975 年に初版が制定され，
1995 年の 2 版に続いて目下 3 版の準備が続けられてい
る。3 版では最新の評価手法を反映するとともに核燃料
物質の受払時の検査，臨界事故時の対処計画などが新た
に盛り込まれる見通しである。また，より各論として，
臨界リスク評価，廃棄物の臨界安全管理，訓練について
も標準策定の検討が進められている。

国レベルの法制や標準策定の状況として，英国の規制
当局から福島第一原子力発電所事故を受けた臨界安全評
価手法の再検討の紹介があった。英国内施設の既存の臨
界安全評価結果をいくつか抽出し，臨界安全評価で古く
から用いられている二重偶発性原理の有効性を点検した
ところ，設計基準を用いる決定論的評価と確率論的安全
評価を橋渡しする手法として今なお有用である。仏国で
は，従来ハンドブック等の技術文書で定められていた臨
界安全管理の考え方・手法を，大幅に法制レベルに格上
げしている。これは日本の省令｢規則｣に相当するもので
ある。仏国内施設における臨界安全に関連する事象を
IRSN がデータベース化しており，1980 年以降に確認さ
れた 540 件のうち 380 件がこれまでに登録されている。

( 47 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)

248



46-51_vol58_04-M_報告_PK.smd  Page 3 16/03/08 11:33  v2.10

この中から臨界安全評価で検討すべき代表的な事象シー
ケンス 70 件が選ばれ仏国のハンドブックで取り上げら
れている。米国 DOE は配下の全ての臨界安全管理を総
覧する専門家グループを置いている。日本からは再処理
における燃焼度クレジット導入の学会標準を策定したこ
とが紹介された。

評価手法の各論で興味深いものに，米国 BWX
Technologies 社が発表した確率論的手法がある。同社
では，総量が最小臨界質量を超えた複数の容器を一台の
運搬カートで形状管理しながら構内輸送している。何ら
かの衝突事故で輸送中の容器が転落し形状管理が損なわ
れた場合に臨界となる確率を Buffon の方法(｢ビュフォ
ンの針｣問題で知られている。)で評価し，結果として臨
界リスクは無視し得るほど小さいとしている。(外池)

Ⅴ．セッション
｢Criticality Safety in Used Fuel Management｣

燃焼度クレジット(BUC)で核分裂生成物(FP)やマイ
ナーアクチニド(MA)を考慮する際，炉心管理情報から
核種組成を計算することと，FP と MA を含む燃料を装
荷した体系の keffを計算することが必要である。このう
ち，特に後者の計算手法及び使用する断面積データの妥
当性確認に用いる実験が乏しいことが課題になってい
る。

米国 Holtec 社は BUC 採用体系に装荷する燃料の組成
を 計 算 す る CASMO-4 コ ー ド と，keff を 計 算 す る
MCNP4 コードを用いて，5 つの PWR プラントの 36 の
高温零出力条件の臨界特性を解析した。これにより両
コードのバイアス評価を行い，バイアスが小さいことを
確認した。この結果をもって，米国 NRC は，PWR 燃料
32 体を収容する輸送キャスク MPC-32 に対して，FP と
MA を考慮した BUC 採用を承認した。

一方仏国では，9 つのアクチニド核種235U，236U，
238U，238Pu，239Pu，240Pu，241Pu，242Pu，241Am と 6 つ
の FP 核種103Rh，133Cs，143Nd，149Sm，152Sm，155Gd を
考慮した BUC 採用の方法論を，CEA，IRSN，AREVA
が共同で開発している。核種組成計算については
DARWIN2.2 コ ー ド，臨 界 計 算 に つ い て は
CRISTAL-V1 コードを用いる。仏国内の PIE 実験の
データを用いて前者の妥当性を確認している。後者につ
いては，Haut Taux de Combustion 試験プログラムのア
ク チ ニ ド 核 種 を 含 む 炉 心，ま た，臨 界 実 験 装 置
MINERVE における FP サンプル価値測定を行った炉心
のデータを用いて妥当性を確認している。これらの確認
作業でバイアスが判明するが，このバイアスは keffのペ
ナルティーとして取り扱う。商業ベースでこの MA と
FP を含む BUC 採用のメリットが AREVA から報告さ
れている。一例を上げると，初期235U 濃縮度(IE)3.6％
の燃料集合体を 7 体装荷できる輸送キャスク AREVA

TN® 17/2 に燃焼度 10GWd/t 超過を確認した IE 4.6％
の集合体を装荷する場合，主要アクチニドのみを考慮す
る BUC では 6 体に制限されるが，MA と FP を含む
BUC を採れば 7 体の装荷が可能となる。

一方，BWR では，発電所使用済燃料プール(SFP)に
おける Gd クレジットの採用例はあるが，輸送・中間貯
蔵容器への Gd クレジットや BUC の導入は進んでいな
い。BWR 燃料集合体は複雑な設計を持ち多様な出力及
びボイド率の変化を経験するため，燃焼後の核種組成と
その空間分布の適度に保守的な設定が重要である。米国
ORNL とスペインのマドリッド大学の共同研究により，
減速材密度の時間変化についてはサイクル平均値を代表
値につかっても過剰な保守性は生じないが，鉛直方向分
布については適切なモデルが必要との解析結果が報告さ
れた。また，米国 NRC と ORNL は，発電所 SFP で使っ
ている Gd クレジット(NRC は Peak Reactivity Credit
と表現)を輸送・貯蔵キャスクに対して導入する(フェー
ズ I)，さらに高燃焼条件での BUC 採用を行う(フェーズ
II)ための技術検討を開始した。このうちフェーズ I と
して，初期装荷した Gd が反応度効果を失う燃焼度
15GWd/t 周辺の核種組成データを用意し，核種組成計
算の不確かさ評価と，それがキャスク体系の keffにもた
らす感度評価を実施した結果が報告された。現状，この
不確かさを担保する反応度は 1.65％Δ k である。また，
仏国 AREVA では，La Hague 再処理工場で BWR 燃料
を扱うため，やはり DARWIN-2 と CRISTAL-V1 を用
いて解析を開始している。今後，BWR 燃料についても
BUC 導入が進むことが期待される。(名内)

Ⅵ．セッション
｢Uncertainty and Sensitivity Analysis｣

従来，感度解析や共分散を用いた感度解析は多群決定
論コードで得られる中性子束，反応率，随伴中性子束を
用いて実施されていた。一方，増倍体系において十分な
世代を経過した後の子孫の中性子発生数に相当する
Iterated Fission Probability(IFP)は随伴中性子束に比例
しているが，昨今，IFP やその近似評価が連続エネル
ギーモンテカルロ法で可能になってきた。

仏国 CEA が keffに対する核データや原子個数密度の
感 度 を 連 続 エ ネ ル ギ ー モ ン テ カ ル ロ コ ー ド
TORIPOLLI-4 で行う手法を紹介している。ここでは，
摂動体系の中性子束をまず計算し，次にその際に摂動を
うける事象をサンプリングし，さらにこの事象の位置か
ら非摂動体系において IFP を計算する，2 段階での厳密
摂動計算を行っている。今回は OECD 国際ベンチマー
ク UACSA-Phase Ⅲを題材に，IFP 摂動計算機能を備え
た TRIPOLLI-4 と多群決定論コード ERANOS で感度
解析を行い，TRIPOLLI-4 で ERANOS と同等の結果が
得られることを確認している。また，1968 群の多群断面

( 48 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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積を用意して ERANOS で238U の弾性散乱と捕獲反応の
感度を解析すると，TRIPOLLI-4 の結果と 30％の差異
を生じる。これは238U の共鳴散乱について，自群散乱に
対する自己遮蔽効果を ERANOS が適切に扱えていない
ことによる。この報告は，多群決定論による感度解析に
対しても，連続エネルギーモンテカルロ法で参照解を作
りバイアスを確認できることを示唆している。

一方，BUC の分野で広く利用されている米国 ORNL
の SCALE-6.2 コードは，3 次元連続エネルギーモンテ
カルロ法に感度解析機能 CE TSUNAMI-3D を統合して
いる。この機能には 3 つの計算方式 IFP，CLUTCH 及
び GEAR-MC を備えていることが紹介された。IFP 方
式は点源の子孫の源が基本モードに収束するまでに世代
を要する効果，Multi Generation Effect を考慮し，随伴
関数で重み付けした反応率を直接計算する。一方，
CLUTCH 方式は，次世代中性子数×反応率×位置にの
み依存したインポータンスを計算するが，Multi
generation effect を考慮したインポータンスを非アク
ティブ世代で計算する点に特徴がある。GEAR-MC 方
式は，反応率比の感度を評価する際に必要な一般化随伴
中性子束を，IFP と CLUTCH の手法を用いて計算する。

連続エネルギーモンテカルロ法に基づく感度計算は，
統計誤差の問題を抱え続けるが，多群決定論による手法
が離散化誤差を生む点を補いながら，しばらく並立する
状況となると筆者は予想している。

米国 LANL から核分裂中性子スペクトルχpの共分散
が keffに与える影響評価が報告された。Flat-Top 炉を
対象に，MCNP-6.1.1 の IFP により感度解析を行い後処
理で共分散データを感度で挟み込むことで評価を行って
いる。χpの共分散の影響は，特に閾値型核分裂や(n,
nf)反応が影響する高速炉体系で出てくる。χpの不確か
さが keffに影響する感度の内訳は，核種間の共分散の影
響が 5～20％，核分裂を引き起こす中性子エネルギーに
関する共分散の影響が 50％にも達することがわかった。
これは従来の臨界安全設計の枠組みで，χp由来の不確
かさをさらに考慮すべきであるという結果であり，注目
される。なおχpの共分散データは従来の ENDF-6 型の
評価済核データの書式では扱いきれず，新たなデータ書
式が必要である。

その他，核データの共分散データを用いたアクチニド
の最小臨界球の再計算(オランダ NRG)や断面積データ
の臨界実験データへの影響評価(独国 GRS)等も連続エ
ネルギーモンテカルロ法で計算されている。(名内)

Ⅶ．セッション｢Criticality Experiments｣

多くの臨界実験装置が閉鎖を余儀なくされる中，実験
能力を維持する，あるいは具体的な新しい実験を計画し
ていることを表明したのは，米国と日本である。臨界実
験能力を持つ研究機関は，今後，国際協力の核となろう。

米 国 の National Criticality Experiments Research
Center(NCERC)では，ネバダ州の Device Assembly
Facility (DAF) 内 に Comet，Planet，Flat-Top 及 び
Godiva-IV の 4 基の臨界実験装置を維持し，今後とも活
用 し て い く 予 定 で あ る。こ の う ち Flat-Top と
Godiva-IV は国際協力により臨界事故時ドジメトリ研究
に供されている。また，LLNL は，Thermal Epithermal
eXperiments(TEX)と称し，Comet 又は Planet 装置を
用い，プルトニウムや高濃縮ウランとポリエチレン，さ
らにハフニウム等を組み合わせた実験を計画している。
プルトニウムやハフニウムの断面積データ検証を目的と
しており，英国と仏国が参画している。

日本では，福島第一原子力発電所事故で生じた燃料デ
ブリの臨界リスク評価に係る研究の一環として，JAEA
が定常臨界実験装置 STACY の炉心をウラン酸化物燃
料棒・水減速体系に更新している。更新後は，コンク
リートや鉄のような原子炉構造材が燃料デブリと混在し
た場合の臨界特性解析について，解析手法を検証するた
めの臨界実験を行う。本計画は仏国 IRSN と協力して行
われている。

既に実施された臨界実験の評価も広く国際協力により
行われている。最も大規模なものが経済協力開発機構・
原子力機関 OECD/NEA の下で実施されている国際臨
界安全ベンチマーク評価プロジェクト ICSBEP である。
現時点では各国で実施された 4839 ケースの実験が 561
冊の評価書にまとめられ，DVD で希望者に配布されて
いる。各評価書には keff計算等の検証に必要なベンチ
マークモデルと keffの参照値が記載されている。本セッ
ションでは ICSBEP 向けの個別の評価の発表も行われ
ている。古い実験のデータを発掘して採りあげているも
の で あ る が， 239Pu の 最 小 臨 界 量 評 価 に 有 用 な
JEZEBEL 実験の再評価は今なお重要である。(外池)

Ⅷ．セ ッ シ ョ ン ｢Analysis of Criticality
Accidents and Incidents｣

本セッションでは，実際に発生した臨界事故の再現解
析や新たな動特性計算手法・臨界リスク評価手法に関す
る研究から，燃料工場でのヒヤリハット事例まで幅広く
臨界事故に関連する知見が報告された。本稿では，国外
での臨界安全分野における世代交代の課題と国際共同研
究開発の必要性について一例を紹介する。具体的には英
国 Atomic Weapon Establishment(AWE)社が中心と
なって開発している新たな臨界事故ドジメトリ手法に関
する発表について，開発背景に焦点を絞る。

英国の臨界安全分野のうち世代交代の課題がある項目
のひとつとして，臨界事故ドジメトリ分野の人材と設備
が指摘された。英国原子力産業界では，1960 年代に開発
された線量計(インジウム，硫黄，金を用いた中性子放射
化法がベース)が現在も使われている。しかしながら，

( 49 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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線量計の校正や性能試験に必要な中性子照射施設は次々
に閉鎖され，線量評価に必要なβ線計数手法が時代遅れ
のものとなったため，今後は規制当局 HSE から許認可
の更新を得るために必要な性能データを十分に取得でき
なくなる可能性がある。このため，AWE 社は，技術・コ
スト・性能試験の 3 点で，持続可能な，新たな臨界事故
ドジメトリ手法の開発に着手した。一方，英国単独では
十分な性能試験データを得ることが困難であったため，
米国の Godiva-IV，仏国の CALIBAN 及び PROSPERO
の臨界実験装置を活用する国際共同研究開発体制がとら
れている。(仏国の両装置は 2014 年 12 月に閉鎖。)

米国 DOE-NCSP(LLNL)にとっては，英国 AWE 社と
仏国 IRSN によって Godiva-IV の中性子場が測定され
るため，人的な互恵関係が成立している。2016 年には米
国の 9 つの研究組織が新たに参画し，Godiva-IV を用い
たドジメトリ相互比較試験や，緊急時ドジメトリの要員
訓練も予定されている。また，米国の Flat-Top 臨界実
験装置についても同様の測定が計画されている。仏国
IRSN は，英国と同様に，単独では臨界事故ドジメトリ
技術の維持と発展が困難な状況に直面している。

本セッションでは，これらの発表のほか，汎用 CFD
コード COSMOL Multiphysics やオープンソース CFD
コード OpenFOAM と臨界解析コードを組み合わせた
溶液体系臨界事故の解析手法が報告されており，どちら
も解析結果を臨界事故データと比較し妥当性を検証する
段階にある。(竹澤)

Ⅸ．セッション
｢Professional Development Issues｣

本セッションでは各国の臨界安全に関わる人材育成や
施設運用について，ベストプラクティスや課題解決事例
が紹介された。

米国 DOE の Savannah River Site の運転保守を担当
する SRNS 社では，多くの臨界安全要員が退職期を迎え
ているため，経験者の中途採用と新卒採用を積極的に
行っている。しかしながら，人材の流動性は高まる一
方，限られた新たな人的資源を求める獲得競争が起きて
いる。このため，同社は臨界安全に関わる人材に対し動
機付けし，雇用を長期間継続する工夫として｢臨界安全
エンジニアパイプライン構想｣を設けている。人材が昇
格できる職位とその要件を明確に定め，必要な教育・訓
練・実務経験を同社が提供するものであり，従来よりも
柔軟かつ短期に人材を育成できるようになった。

そのほか，英国 AWE 社からは，現場作業員が業務に
伴う臨界のリスクを十分に認識し，臨界事故発生時にと
るべき行動について理解を深める｢臨界認識訓練｣につい
て，臨界安全の専門家と教官が訓練の開発から実施まで
一緒に担当することによる改善の効果が報告された。ま
た，仏国 CEA からは臨界安全エンジニアの資格認定訓

練の概要が報告された。(竹澤)

Ⅹ．セ ッ シ ョ ン ｢Storage, Transport, and
Disposal of Fissile Material｣

地層処分に関して，本セッションで英国から 3 件，ス
イスから 1 件，また別のセッションで日本から 1 件報告
があった。

英国で地層処分を担う機関 RWM は｢臨界事象のおこ
りやすさ｣｢仮想的な臨界条件のモデル化｣｢処分場封鎖後
のリスク上昇シナリオの選定｣を検討している。もとも
と使用済燃料は，容器に封入され，容器同士も間隔をあ
け，間に緩衝体をいれて保管されるので，容器の健全性
が失われて核分裂性物質の移流が起きるまで臨界リスク
はない。RWM はこの移流を汎用シミュレーションソフ
ト GoldSim で計算している。この計算では，銅製容器や
鋼材が腐食し使用済燃料に水が接触するまで 100 万年を
要し，この間に239Pu は235U へ崩壊することとなる。地
下水に接触した後はウランの移流が始まり，ウランの位
置の不確かさが拡大するが，その中で保守的評価を行う
と臨界事象の発生確率が生じる。しかしながら，臨界事
象が発生したとしても，出力は 2～300kW，温度上昇は
2～300℃であり，10kg のウランが孔を作るとしても直
径は高々 6m 程度とされている。処分を行う地下深さを
考慮すれば，処分場封鎖後の臨界事象は地上環境にほと
んど影響しない。

一方，スイス PSI では PWR 燃料をキャスクに入れて
地層処分する際に冠水条件になることを想定し，BUC
を採用した条件下でキャスクの装荷曲線を作ろうとして
いる。CASMO5-SIMULATE3 コードで炉心計算を
行った後，燃料棒ごとの軸方向組成分布を CASMO5 で
計算し，地層処分後の組成を SERPENT II コードで計算
する。その上で MCNP6 コードにより keffを計算する計
画である。現状，keff計算に用いる組成を保守的に包絡
できる燃料の核種組成空間分布を検討中である。また，
日本の JAEA からは，IE 4.5％，最小燃焼度 45GWd/t の
UO2燃料集合体について，BUC を採り集合体 4 体を装
荷できるキャニスタについて報告があった。(名内)

Ⅺ．まとめ

｢炉物理｣と総称される中性子の輸送現象や増倍等の理
論に加えて，核分裂性物質を安全に扱う実務という観点
で，臨界安全は特徴的な分野である。本会議は，この分
野を支え発展させる人材の育成・確保と知識継承の重要
性を再認識させるものであった。(外池)

挿話：シャーロット

シャーロットは米国東海岸ノースカロライナ州の代表
都市で，Bank of America が本店を構えるなど，ニュー
ヨークに次ぐ金融都市として知られる。エネルギー業界
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では，電力会社の Duke Energy の本店や電力系研究所
EPRI が 所 在 す る。本 会 議 の 会 場 と な っ た Omni
Charlotte Hotel は｢Up Town｣と呼ばれる一等地にある。
｢Down Town｣とどう異なるかと想像したが，ウィンド
ウショッピングを楽しむ店がほとんどなく，食事場所に
は困らない，ビジネスパーソンのための町であった。娯
楽としては，National Basketball Association(NBA)の
Charlotte Hornets の 本 拠 地 で あ り，Hornets は
University of North Carolina 出身の Michael Jordan が
オーナーである。National Football League (NFL)の
Carolina Panthers のホーム開幕戦は図らずも ICNC2015
の初日となった。Carolina Panthers は，レギュラーシー
ズン 15 勝 1 敗，プレーオフも勝ち抜いたが，2 月 7 日の
スーパーボウルで惜しくも全米チャンピオンを逃した。
その他，コンサートホールや現代アートを展示するホー
ルなども徒歩 10 分圏内に見られた。

著者紹介
名内泰志 (なうち・やすし)
電力中央研究所
(専門分野/関心分野)原子炉物理，放射線
工学/モンテカルロ，燃焼度クレジット，
燃料デブリ等

竹澤宏樹 (たけざわ・ひろき)
東京工業大学原子炉工学研究所
(専門分野/関心分野)原子炉物理/動特性
解析，モンテカルロ，核・放射線エネル
ギーの直接変換

外池幸太郎 (とのいけ・こうたろう)
日本原子力研究開発機構
(専門分野/関心分野)臨界安全/臨界実験，
ベンチマーク評価，燃料デブリ，安全規制
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From Editors 編集委員会からのお知らせ

－最近の編集委員会の話題より－
(3 月 1 日第 9 回編集幹事会)

【論文誌関係】

・2 月期に英文誌へ 19 論文，和文誌へ 3 論文の投稿があった。

・イラン等からの投稿に関して出版社の方針が説明された。

・英文誌投稿論文の Pre-Screening 実施の経過報告があり，第 2 分野でも

試行することとした。

・来年度の分野別編集委員数と編集顧問を決めた。

・編集委員会関連規程類の新規則体制への移行に関して検討した。

【学会誌関係】

・編集長より，特集企画とそのスケジュールについて説明があった。

・2 月号学会誌アンケート結果の報告があり，記事の評価をレビューした。

新年度からのアンケート対象者をどこまで広げるか，また，回答率が上が

るよう依頼方法にも工夫について議論した。

・編集委員会規程等の文言について議論した。

・次号以降の記事進捗状況の報告と確認を行った。

・ゲストを含め全出席者と意見交換した。

編集委員会連絡先≪hensyu@aesj.or.jp≫
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報 告 2015 年世界原子力大学夏季研修に参加して
－各国からの参加者との議論から学んだこと－

関西電力株式会社 金澤 聡子

世界原子力大学夏季研修への参加を通じ，現在原子力業界をリードする各国のリーダーから講義を受
け，原子力に関する幅広い，かつ国際的な知識を得ることができた。また将来の原子力業界を支えてい
く同世代の仲間と原子力業界を取り巻く課題について議論を繰り広げることができたことは，視野を広
げる良い機会となったと感じている。今回得た経験を今後のキャリアに生かすと共に，本研修で学んだ
ことを，同世代の原子力関係者に伝えていきたい。
KEYWORDS: nuclear policy, energy mix, international relations, nuclear fuels, waste
management, nuclear power plant, safety culture,

Ⅰ．世界原子力大学夏季研修の概要

2015 年 7 月 4 日から 8 月 14 日までの 6 週間，ス
ウェーデン・ウプサラ大学で開催された世界原子力大学
(WNU)夏季研修に参加した。

世界原子力大学(WNU)は，アイゼンハワー元米国大
統領主導による｢原子力の平和利用｣50 周年を記念し
2003 年に設立された教育に関するパートナーシップ。
2005 年に開始された WNU 夏季研修(WNU-SI)は，原子
力に携わる 20～40 代の参加者(フェロー)が世界の原子
力業界を取り巻く課題や将来像についての議論を通じ
て，原子力の平和利用を強化すること，また原子力業界
をリードする国際的な人材を育成することに焦点を当て
たプログラム構成となっており，国際原子力機関
(IAEA)，経済協力開発機構原子力機関(OECD/NEA)，
世界原子力発電事業者協会(WANO)および世界原子力
協会(WNA)が支援している。

2015 年の研修には，各国研究機関，規制当局，電力会
社，プラントメーカーなど，幅広い所属から，技術系事
務系を含め 36 カ国，68 名の参加者があった(男性 47 名，
女性 21 名)。日本からは 7 名が参加した。また講師は総
勢 20 名で，日本からはメンター(講師およびグループ
ワークサポート)として尾本彰・東京工業大学教授が参
加した。

[プログラム構成]
WNU-SI では，1 週間ごとに設定されたテーマに基づ

き，主に午前中に講義，午後に小グループに分かれての
ディスカッションおよびプレゼンテーション実習が行わ

れた。
第 3 週目にはテクニカルツアーが開催され，スウェー

デンにある 4 つの原子力発電所(バーセベック発電所，
リングハルス発電所，オスカーシャム発電所，フォルス
マルク発電所)，エスポ岩盤研究所，フォルスマルク最終
処分場，ウェスチングハウス燃料加工工場などを視察し
た。

また今回，アグネタ リーシング WNA 事務局長，元
IAEA 事務局長，米国国務省(DOS)原子力担当副次官
補，米国エネルギー省(DOE)原子力関係次官補をはじ
め，日本からも増田尚弘(東京電力福島第一廃炉推進カ
ンパニー CEO)など，17 名の講師による招待講演が企画
された。ハンス ブリックス元 IAEA 事務局長の講演
では，自身の経験を踏まえ，リーダーの素養は｢進むべき
道筋を示す，決断力を要す｣とする一方，｢特に原子力業
界を取り巻く課題は，外交であり，多層的であり，従っ
て多方向から検討すべきであるため，常に他者の意見を
取り入れる姿勢を持ち続けるべきである。進むべき道に
答えを見出した人は，決断に柔軟性を欠く場合，リー
ダーとして危うい｣との考え方を呈し，参加者に，自らの
成るべき姿について課題を投げる形であった。他にも補
講，課題の中から興味のあるテーマを選択し研究する
Nuclear Innovative Network がプログラムに組み込まれ
ている。プログラムの詳細は参考資料を参照されたい。

また研修後や週末には，観光，サイクリング，バーベ
キュー，パーティーやカラオケなどのアクティビティが
開催され，他国からの参加者と交流を深めた。参加者と
は，研修後それぞれの国へ帰ってからもソーシャル・
ネットワーキング・サービス(SNS)などを通じて絆を深
めている。

( 52 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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Precious experiences from World Nuclear University Summer
Institute 2015：Satoko Kanazawa.

(2016 年 1 月 7 日 受理)
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Ⅱ．WNU-SI でのディスカッション

WNU-SI での講義，ディスカッションを通じて学んだ
ことについて，印象深い 3 つの研修テーマを紹介する。

1．スウェーデンにおける原子力政策について
2009 年に脱原子力政策から政策転換し，原子力維持を

目指すスウェーデンの原子力政策の歴史は，エネルギー
政策の転換期である日本を含めた各国の状況と照らし合
わせ，非常に印象的であった。

スウェーデンでは 1979 年の米国スリーマイル島原子
力発電所での事故を受け，脱原子力の議論が活発化，
2010 年までに原子力発電所を閉鎖することを決定。そ
の後，1990 年代に政策的判断によりバーセベック発電所
(2 基)の閉鎖を決定した。

2006 年に社民党より政権交代した与党(穏健党などに
よる連立政権)が，2009 年に原子力政策を転換(既存発電
所のリプレイスを認め，原子力利用を継続)するものの，
旧政権による発電所の熱出力に基づく課税により原子力
発電の価格競争力は低下。一方で再生可能エネルギー拡
大への政策的支援が行なわれる。

この結果，北欧諸国における電力市場‘Nord Market’
において，原子力発電の経済的優位性が低下し，
WNU-SI 参加当時，国内 10 基ある発電所のうち，4 基の
閉鎖を検討中であった(研修後，全ての炉の早期閉鎖を
決定)。

なお，スウェーデンにおける電力構成比率(水力：約
50％，原子力：約 40％)および温室効果ガス排出割合・量
(エネルギー部門よりも運輸部門による排出が多い)に鑑
み，一定程度の原子力を維持することに環境的側面での
意味はあるが，原子力拡大による温室効果ガス排出量削
減への貢献は限定的である。

興味深いのは，脱原子力から政策転換した断面におい
て，国民は確固たる信頼をもって原子力の必要性を説く
専門家を支持し，現実的な議論を展開した結果，世論が
政策転換を巻き起こしたとの経緯である。加えて，エネ
ルギーミックスの議論においては，各国のエネルギー事
情を考慮した上で，他電源との調和を取る必要があると
感じた。

2．原子力の安全文化に関する講義
原子力発電所の構造を考えると，安全文化なかりせ

ば，発電所の運転には事故が起こる潜在的リスクが少な
からずあること，リスクが顕在化した際には甚大な被害
がもたらされる可能性があることから，講義では，原子
力業界と航空業界における安全文化への取り組み，考え
方は類するものとして紹介された。

従い，ケーススタディーにおいても，事故の原因究明
や再発防止への取り組みに古い歴史を持つ航空機事故を

例として紹介されることが多く，原子力安全を考える際
に参考にすべき部分が多いことを学んだ。

また参加者は，発電所における非常時の管理，運転な
どを想定した高いストレス環境下でのコミュニケーショ
ン演習に参加し，それぞれ自身に求められる役割を正確
に理解したり，機器・システムの構造や，既存の規制・
ルールを踏まえて，正確かつ速やかな意思疎通を行なう
方法やその重要性を学んだ。また，日常的に安全文化を
醸成し，共有する必要性についても認識した。

一方，新興国からの参加者には，安全文化を根付かせ
ることが難しいこと，また技術は個人の財産という考え
方があり，ノウハウを同僚，後輩に伝承するという考え
に乏しい傾向も見受けられることから，安全性向上への
取り組みも含めた運転技術の継承には，ある程度のハー
ドルがあるとの見方もあり，原子力技術の輸出という観
点でも深く考えさせられるトピックスであった。

またメンターおよび参加者との安全に関する具体的な
取り組みについての事例共有により，自社の取り組みの
みをベストプラクティスと考えるのではなく，恒常的に
他者の取り組みや意見を取り入れる柔軟性および向上心
を持つことの重要性を学んだ。

加えて，日本の原子力政策や国内で展開されている議
論，電力会社の取り組み内容などについて，世界に発信
してフィードバックを得ることも，翻って，自らの足元
の取組みを客観的に捉え，考えるに非常に有意であると
感じた。

3．新興国における原子力開発について
原子力発電所の再稼動，新設再開や福島の復興などを

含めた日本の原子力産業の動向への世界中からの関心は
高く，自国の原子力政策の方向性決定の材料として認識
している国もある一方で，福島第一原子力発電所事故
後，各国の参加者の認識の中には｢日本の原子力産業は
衰退しており国際的には最前線から後退している｣とい
う印象があることを認識した。

原子力の海外展開を考えると，ロスアトムなどの主要
な原子力輸出企業の中には，設備納入や運転に加え，廃
棄物や使用済燃料の引き取りや中間貯蔵の引き受けも可
能とするなど，原子燃料サイクル全体をマネージし支援
可能な点を売りにしているのに対し，日本勢はメーカー
単独での設備輸出が主であり，今後，例えば政府，電力，
プラントメーカーの連携によるトータルソリューション
の提供なども検討できるのではないかと考えた。また，
特に新興国への原子力輸出に際しては，他国のプラント
メーカーとの競争のみならず，関連インフラ建設などの
初期投資コストを踏まえ，火力/水力/再生可能エネル
ギーなど他電源との価格競争に打ち勝たねばならず，優
良技術の提供およびコストダウンによる競争力強化に加
え，政府と連携したファイナンス面での支援などによ

( 53 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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り，日本の原子力技術の導入に対するモチベーションを
高めることも必要なのではないかと感じた。

ディスカッション中，ある参加者から｢日本には原子
力を推進するスキルや経験があると思うので，日本が原
子力を引き続き国内でも，そして海外にも発展させてい
くことは至極自然だと考える｣との心強い言葉があり，
今後の原子力業界を見据えた技術継承は，今，日本で原
子力に携わる者としての使命であるようにも感じた。

Ⅲ．参加者とのディスカッションを通じて学
んだこと

WNU-SI のプログラムの特徴の一つとして，上述の議
論を含む多様なトピックスを題材にしたディスカッショ
ンに多くの時間が割かれていることが挙げられる。

小グループでのディスカッションは，日本と異なり議
論の展開が速く，また多くの参加者は積極的に主張する
ため，発言の切れ目にすかさず主張しないと自身の意見
は簡単に埋もれてしまうことに苦労した。そのため，議
論の内容，方向性を踏まえ，要所で結論と根拠を簡潔に
発言するよう心がけた。また，例えば導入予定の国の参
加者は規制やプロジェクトの枠組みに関心を持つ一方，
導入済みの国の参加者は最終処分やパブリックアクセプ
タンスに興味を示すなど，参加者それぞれの国の原子力
政策・周辺環境によって，関心の観点が異なるため，相
手の立場を踏まえた発言，議論の方向付けにも心がけ
た。

また WNU-SI の総まとめとして，Nuclear Innovative
Network での研究結果を発表する最終プレゼンテー
ションでは，与えられたテーマを踏まえ，グループ内で
課題を設定し，協力しながら研究を進める中で，プロ
ジェクトを動かす力を総合的に訓練できたように感じて
いる。諸外国の仲間とゴールを共有し，問題を切り分
け，分担し，また議論を組み合わせてプレゼンの準備を
進めた経験は，大きな自信となった。

Ⅳ．最後に

WNU-SI での研修中に，日本の参加者を代表し，川内
原子力発電所 1 号機の再稼働を発表したところ，他の参
加者，講師，メンター，WNU 事務局から沢山の祝福の
言葉が返ってきた。日本の原子力発電所の再稼動への世
界中からの期待の高さを感じ，自らの業務に対する姿勢
を正すと同時に，日本の原子力業界を取り巻く状況を海
外の方に理解してもらうために，良いことも悪いこと
も，国内で起きていることを国内に留めるのではなく，
海外へ発信していく強い意識を持つことが重要だと学ん
だ。

WNU-SI では，通常の業務では得ることのできない貴
重な経験を通じて，幅広くかつ国際的な知識を習得する

とともに，参加者およびメンターと良好な関係を築くこ
とができた。また原子力を取巻く多様なバックグラウン
ドを持つ参加者と共に学び，議論を繰り返すことで，彼
らに大いに刺激を受け，自身の視野が大きく広がったと
同時に，参加者と対等に議論できたことが大きな自信に
もつながった。今回の研修を通じ，今後グローバルな舞
台で活躍するうえで必要な基盤を確立することができた
ことは非常に有意義であったと感じている。

密度の濃い 6 週間を共に過ごした仲間に，心からの感
謝の気持ちを伝えたい。

－ 参 考 資 料 －
1)World Nuclear University

http://www.world-nuclear-university.org/
2)日本原子力産業協会｢向坊隆記念国際人育成事業｣

http://www.jaif.or.jp/ja/wnu_si/
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報 告 会誌電子化の広がり 他学会の取り組みの紹介

日本原子力学会事務局 折原 小夏

急速に進んでいるように見える出版物の電子化の流れだが，学会誌の電子化の実状はどうなのか。
2015 年 10 月 14 日に日本工学会事務研究委員会(事務研)において行われた｢会誌の電子化｣のパネル討
論では，会員の利便性向上をもたらす電子化のメリットと，簡単には実現できない電子化の難しさが，
他学会の実体験から見えてきた。今後，原子力学会で会誌の電子化を検討するにあたって，なにを目的
とし，どう進めていくのか。その参考となる議論の内容を紹介する。
KEYWORDS: Society journal, Online publication, Visibility, Archiving, Intellectual property

紙媒体から電子媒体へ

出版物では紙媒体から電子媒体への移行が進んでい
る。職場や学校で使われる書類や図面も，電子化される
例が増えてきた。

国内の諸学会もその例外ではない。多くの学会は HP
を開設しており，それらの学会が発行する学会誌も部分
的に電子化されている。これらの学会誌の発行形態は，
・紙媒体のみ
・紙媒体と電子媒体の両方
・電子媒体のみ
と分類することができる。

分野別にみると，理工学系の学会では学会誌が電子化
される割合が相対的に高く，逆に人文科学系では低い。
原子力学会の編集委員会では紙媒体を発行する一方で，
論文誌においては全面的な電子化を，学会誌(ATOMO )
においては部分的な電子化を実現している。

多くの学会では，電子化にひそむデメリットをふまえ
ながら，そのメリットを生かすべく取り組みを模索して
いる段階にあるといえる。本会の学会誌編集委員会も同
様で，そのためには他学会や電子化に関する最近の動向
を把握しておくことは，大切な使命だと考える。

こうした学会誌の電子化の状況について，日本工学会
会員の事務局代表者が連絡・協力する場として設置され
た事務研究委員会での会合において，電子情報通信学
会，日本画像学会，日本金属学会，日本航空宇宙学会の
4 学会の代表者から発表があり，あわせてパネル討論が
行われた。ここからは，そこでの議論のあらましについ
て紹介する。

半数の学会誌が電子媒体を併用

(1)発行形態の割合
パネル討論に先立ち，事務研が 64 学協会に対して実

施した和文の会誌の発行形態に関するアンケート結果が
紹介された。
図 1に示すように，紙媒体を完全廃止し，電子媒体の

みの形態で発行している学会はわずかに 3％で，紙媒体
のみ，あるいは電子媒体と紙媒体の両方を発行している
ところがほぼ半数ずつという結果であった。

この結果からは，電子化が進んでいるといえる工学系
学協会であっても半数近くが電子化に至っておらず，ま
た，97％にもおよぶ学協会が紙媒体を発行しつづけてい
ることから，完全電子化は主流ではないことがわかる。

そもそも完全電子化は目指すべきことなのか，どのよ
うなかたちで会誌を届けるのが会員の利便性の向上につ
ながるのか，詳しくみていこう。

(2)電子化のメリット・デメリット
表 1のとおり，利用者ならびに運営する側のメリット

( 55 )日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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What lies before and after the online publication of society
journals? The experience and strategies of learned societies：
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(2015 年 11 月 27 日受理) 図 1 事務研のアンケート調査結果をもとに作成
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は多岐にわたるが，デメリットはおもに拡大するコスト
面に集約される。

紙媒体とは違い，電子化は一過性ではなく，公開後も
継続してメンテナンスが必要であり，それに付随して費
用が発生しつづけることがネックとなっているようだ。

また，当日の会合で言及された上記に加えて，情報の
共有化あるいは転送，紙やインクの節約ができることな
ども，メリットとして挙げられる。その一方で，セキュ
リティ上の問題や，許可なき二次使用が横行しやすくな
るという点も看過できないだろう。

(3)質疑応答
会誌の電子化は，多くの学会にとっても関心事のよう

で，さまざまな質問が挙がった。ここでは，その代表的
なものを紹介する。

質問：データ加工はしたか？
単純に紙媒体をスキャンしただけでは画像ファイルに

しかならず，記事の内容を検索したり，読み取ったりで
き る よ う に す る た め に は OCR (Optical Character
Recognition)などのデータ加工が必要となる。

ただ，このような加工は，精度が高くなってきている
とはいえ，最終的に人の目で突き合わせ校正をする必要
があり，コストが高額になりがちである。最近の記事
PDF には，あらかじめテキストデータが組み込まれて
いるので，古い記事にデータ加工を施している学会はな
かった。

データ加工は，一見，便利に思いがちだが，本当に過
去の記事に検索する価値があるのかどうかを見極めたう
えで実施する必要があるといった意見もあった。

質問：経費面では，どのような変化が生じたか？
紙媒体の中止，あるいは紙か電子か会員による選択性

にしたことで会費は減額したか，という会場からの質問
に対しては，｢購読する権利にかかる経費｣という認識の
もと，会費の減額はしなかったという回答があった。

また，デメリットにある各種経費のように，たとえ紙
媒体をやめて印刷配布費用がなくなっても，記事作成ま

でにかかる費用やそれ以外のコストが生じることから，
単純に会費を減額できない経済的な事情がうかがえた。

紙媒体，電子媒体それぞれが担う役割

パネル討論の最後には，これから電子化を検討してい
る学会へのアドバイスもあった。

独自のデータベース(I-Scoverⅰ)を整備するなど，電
子化では一歩先を行く電子情報通信学会が，紙媒体を引
き続き発行することを決めた理由に，活動に積極的では
ない会員が離れていってしまうのを防ぐため，というこ
とを挙げていた。他の学会も同様に，電子化への対応が
困難な会員の離反を招きかねないと注意喚起している。

そもそも学会誌というのは，会員と学会をつなぐ大切
な存在である。紙媒体はだれでも簡単に手にとれるが，
電子媒体はデバイス・インターネット環境やそれを扱う
スキルなど，ある程度条件がそろった人でないと利用で
きない。また，わざわざ HP からログインして会誌にア
クセスしようとするのは，比較的，学会活動に積極的な
会員に限られ，学会活動に消極的な会員にとってはハー
ドルの高い行為となる。

会員あっての，また，会員に読まれてこその学会誌と
して，このことで一部の会員が離れていってしまっては
本末転倒である。幅広い層の会員のニーズに応えるため
には，どのようなモデルで学会誌を発行していくのがベ
ストなのかを考えるうえで，このアドバイスは重要な点
を示唆している。

会員の利便性の向上＋αを目指して

パネル討論の結果からも見えるように，電子化は必ず
しも経費削減にはつながらず，また，すべての会員に
とってベストな選択肢であるとは限らない。

だが，電子媒体は，メリットの項目に挙げた点に加え，
文字や写真にとどまらず，動画での記事配信や，リアル
タイムで著者と読者の双方向コミュニケーションを実現
できるなど，学会からの発信方法に広がりを持たせるこ
とができる。

会員の利便性向上に加えて，学会誌の価値をどう示す
のか，これまで蓄積してきた学会の知的財産をどのよう
に将来に受け継いでいくのかを，学会全体として検討
し，収支を鑑みつつ，長期的視野のもと取り組んでいく
べきである。

著者紹介

( 56 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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表 1 会誌電子化のメリット・デメリット

メリット デメリット

情報へのアクセス，検索，入
手，管理の効率・容易化

記事の PDF 化，データ化コ
スト

リアルタイム配信が可能 プラットフォームの構築費用

会員非会員を問わず，情報の
提供が可能

プラットフォームの保守運営
にかかるコストと労力

紙媒体の削減による，印刷・
配布費用の軽減

定期的なシステムアップデー
ト発生への対応

保管スペース不要による，経
費の削減(在庫を抱える必要
がなくなる)

非会員などへの公開制限のた
めの認証機能や検索サービス
の実装コスト

ⅰ 電子情報通信学会が開発した，同学会発行の文献を横断的
に検索できるシステム(http://i-scover.ieice.org/?lang=ja)



57-57_vol58_04-N_ShortReport_PK.smd  Page 1 16/03/07 18:10  v2.10

Short Report

奨励賞を受賞した若手研究者の研究に寄せる思い

日本原子力学会関東・甲越支部では，平成 27 年 10 月 13 日，東京で，企業，研究機関，大学
等で研究活動に従事する若手研究者を支援する目的で，｢第 14 回若手研究者発表討論会｣を開
催した。討論会では，10 人の若手より発表があり，このなかから 3 名が奨励賞を受賞した。こ
こでは，2 名の受賞者の，研究に寄せる思いと研究内容の要旨を報告する。(編集委員会 木藤
啓子)

1．ダイヤモンド半導体による過酷環境向け
線量率計測技術

上野 克宜(日立製作所)

福島第一原子力発電所の事故をきっかけに，原子力発
電システムの安全性を更に高めるための技術開発が各分
野で実施されている。報告者は耐熱性及び耐放射線性の
高い次世代放射線モニタを開発することで，原子力発電
システムの安全・安心に貢献したいと考えた。

次世代放射線モニタのキー技術について開発関係者と
議論を重ね，放射線センサの候補としてダイヤモンド半
導体を抽出した。ダイヤモンド半導体は，結晶の価電子
帯と伝導帯の間の電子が存在できない領域(バンド
ギャップ)が 5.5eV と広いことと，その強固な結合性か
ら，シリコン半導体を用いたセンサと比較して十分に高
い耐熱性と耐放射線性が期待できると考えたからだ。一
方で，ダイヤモンド半導体の実力を十分に発揮させるた
めの検出器実装技術を確立する必要があった。

選定した検出器部材で試作検出器の評価を進めたが，
開発当初の検出器は所望の性能には到底及ばなかった。
この状況を改善するため，国立研究開発法人科学技術振
興機構の原子力システム研究開発事業の一部として，共
同研究者との議論と耐環境性を考慮した検出器実装方法
の改良を積み重ねた。まさに試行錯誤だったが，失敗か
ら得られた様々な知見を反映させたことで，目標性能で
ある 300℃の耐熱性と，積算線量 5MGy の耐放射線性を
満足できる見通しを得た。

ダイヤモンド半導体を利用した次世代放射線モニタを
原子力発電所へ適用させるには，実機の様々な環境を考
慮したシステム開発を推進しなければならない。これか
らも原子力発電システムの安全安心への貢献をモチベー
ションとし，技術開発に邁進していきたい。

2．鉄リン酸ガラスを用いた低レベル放射性
廃液固化に関する基礎研究

石井 健治(芝浦工業大学大学院)

放射性廃棄物のうち，液状の物はセメント等により固
化処理を行った後に埋設処分することとなっている。こ
のうち，日本原子力研究開発機構東海再処理施設で発生
する濃縮廃液や，廃溶媒を処理した際に生じるリン酸廃
液等の低レベル放射性廃液はアスファルト固化処理施設
での火災事故(1997 年)以降，処理されることなく貯槽に
保管されている。現在，これらの廃液はセメント固化に
より処理される方針であるが，高濃度の Na 塩やリン酸
成分を含有するため，未だ処理されていない。そこで，
当研究室では，廃液に含有するリン酸や鉄を固化体の骨
格構造に利用可能な鉄リン酸ガラスに着目し，鉄リン酸
ガラスを用いた低レベル放射性廃液の固化技術に関して
研究を行っている。これまでの研究成果から，鉄リン酸
ガラスに充填可能な Na 量は Fe：P：Na ＝ 1.0：1.5：1.0
[mol 比]であり，十分な元素保持性能を有することが確
認されている1)。本討論会では廃液中に含有する夾雑元
素(Zr, Mo, Cs, Sr, I)が鉄リン酸ガラスに与える影響につ
いて説明し，特に Zr が鉄リン酸ガラスの結晶化におよ
ぼす影響が大きいことを示した。再処理施設で発生して
いる放射性廃棄物の処理は，今後の原子力発電の進退に
関わらず解決しなければならない問題であり，放射性廃
棄物処理技術の選択肢を増やすことは非常に重要な事項
であると考えている。そのためにも，今後は実際の廃液
組成をもとに模擬廃液を作製し，鉄リン酸ガラスによる
低レベル放射性廃液固化についてより詳細に検討を行う
予定である。

－ 参 考 資 料 －
1)株式会社 IHI 他：平成 26 年度次世代再処理ガラス固化技術

基盤研究事業報告書，(2015)．
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談話室
OECD/NEA報告書に見る
｢効果的な原子力規制機関の特性｣とは

日本原子力産業協会 木下 雅仁

原子力・放射線利用に関する安全強化について，設
備・システム等のハードウエア面とともに，人間・組織・
制度的視点からの安全対策・強化が重要であるとの観点
に立ち，経済協力開発機構・原子力機関(OECD/NEA)
は，規制当局の独立性，技術的能力，及び透明性の確保
も重要な課題として専門家による議論を進め，｢実効・効
果的な原子力規制機関がもつべき機能・特性に関する報
告書｣1)を 2014 年に発行した。この報告書については，
下村和生氏が ATOMO Σ 2016 年 1 月号に掲載した｢原
子力・放射線利用に関する安全強化人間・組織・制度的
視点から｣2)の中で触れている。
昨今，わが国で原子力規制組織・行政のあり方などに
ついて議論が高まるなか，この報告書に関心を持ったこ
とから目を通してみた。ここでは，同報告書の要点を紹
介してみたい。

報告書では，従来，規制のプロセスを改善する方法や
規制機関の有効性を向上させる方法について，
OECD/NEA の規制ガイダンスレポートや IAEA の刊
行物など多くの文献が書かれてきたが，効果的な規制機
関が持つべき特性という観点に絞って書かれた文献はな
かったため，OECD/NEA の｢原子力規制活動委員会
(CSRA)ではこのテーマの報告書を刊行することが適切
との判断のもと作成することとした。｣としている。
報告書では，その内容は主に原子力規制機関を対象と
しているものの，原子力産業界や関係するステークホル
ダーにとっても関心があるものだろうと考えており，既
存の原子力発電国のみならず，導入計画国や規制システ
ムが未整備の国にとっても，この報告書を原子力規制の
基盤作りのベンチマークとして活用してほしいとしてい
る。

報告書は，個別の国の機関であれ国際機関であれ，あ
らゆる原子力規制機関が目指す根本的な目的は，原子力
事業者(被規制者)が常に安全に原子力施設を運転するこ
とを確保することであると指摘した上で，この目的を効
果的に達成するためには，原子力規制機関には自らが
｢正しい行動を上手く効率的に行うこと｣ができるための
固有の特性が必要であると結論付けている。

｢実効・効果的な組織というのは，優れたリーダーシッ
プを有していて，戦略的な方向性を具体的な実施計画に
変えることができる組織のことである。組織が効果的で
あるかどうかは，どれだけその組織がうまく基本的目的
を達成しているか，つまり，原子力規制機関の場合は，
被規制者が彼らの原子力施設を安全に運転し義務を果た
すよう確保できているかである。｣
報告書では，効果的な規制機関の特性について，まず

以下の点を定義して論じている。
｢原則｣とは，根本的で第一義的に広く受け入れられて

いる規則，またはすべての活動の根源となる行動原理，
である。他方，｢特性(attribute)｣とは，組織の行動に由
来しその組織を特定する特質であるとしている。
原子力規制機関が実効・効果的な組織となるために

は，役割，責任，原則そして特性が複合的に組み合わさ
ることが必要であるとの認識に立っている。
つまり，効果的な規制機関とは，

・自らの規制の役割と責任，目的，任務，機能が明確で
ある

・公衆の安全確保に最大の焦点を置いている
・規制上の意思決定を行う上で，産業界からの不適当な
影響や産業界に資金的支援を行う公的セクターから独
立している

・根本的なこととして技術的能力を有し，それに基づく
他の能力も併せ持っている

・規制活動と決定事項に関しオープンで透明性を有して
いる

・すべてのステークホルダーにとって分かりやすく明確
な規制の枠組みと要求事項を示すことができる

・明確でバランスの取れたかつ公平な決定を行い，これ
らの決定に対して説明可能である

・適切な資源や強いリーダーシップ，堅固なマネージメ
ントシステムという点で，組織としての強い能力を有
している

・タイムリーに効率よく自らの規制機能を発揮できる
・自ら進んで外部によるピアレビューを受けるなど，継
続的な自己改善と学習する文化を持っている
報告書は，上記の特性を有する規制機関は，原子力施

設が常に安全に運転されることを確実にする上で有効で

( 58 ) 日本原子力学会誌，Vol.58，No.4 (2016)
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あると主張している。

以下に，報告書に書かれている結論と提言を記述す
る。
規制機関の持つべき各特性は，効果的な規制機関に
とって必要な要素であるが，その特性はどれひとつとっ
ても，それ自体では不十分である。規制者の特性，つま
り，役割と責任，原則と属性――その適切な組み合わせ
こそが，効果的な規制機関たらしめるものである。
規制機関は適切かつ高度に確立された安全文化を有し
ている必要がある。それは，本報告書｢効果的な原子力
規制機関の特性｣のすべての側面について根底をなす文
化のことであり，規制機関において，組織のトップ自ら
が推進・指導し，すべての階層に反映され強化される文
化でなければならない。
効果的な規制機関において個人は，明確な目的と，組
織が達成しようとしていること，そして達成しようとす
る理由について明快で一貫した見解を持っていることが
必要である。つまり，環境を十分に保護するとともに原
子力の平和利用に関する国際的な安全原則に則った形
で，原子力関連活動が安全に行われるよう確保するとい
う目的であり，これは国際的な原子力安全コミュニティ
により広く合意されている。しかし，ここで強調してお
かなければならない重要なことは，いかなる時も安全へ
の第一義的な責任は，被規制者や運転者が負っているこ
とである。
原子力産業界や原子力産業界に資金的支援を行う公的
セクターからの不適当な影響に対して独立していること
が，効果的な規制者にとっては極めて重要である。機能
が分離していることが，独立した規制の“意思決定”(“意
思決定”と受け止められる行為も含む)，つまり，独立し
ており明確でバランスのとれた公平な規制上の決定――
を行うことの前提であり条件となる。
しかしながら，独立していることは孤立していること
を意味するものではない。規制者はすべてのステークホ
ルダーと頻繁にオープンな議論を行い，規制上の行為と
決定に関してステークホルダーへの説明責任を果たす必
要がある。
オープンであることと透明性は，規制機関が信用や信

頼，尊敬を獲得し維持する上で根本的であると考えられ
ている。規制機関は，規制の枠組みと要件が明確で，す
べてのステークホルダーに理解しやすいものでなければ
ならない。これらは，首尾一貫して論理的で，規制機関
の目標や目的との関係性が明確なことが必要である。
効果的な規制機関は，組織としての高い能力を有し，

リーダーシップを発揮し，管理システムや十分な資源と
豊富な人材，加えて科学的・技術的な支援を備えていな
ければならない。
規制機関は，有する資源を活用し，効率的かつタイム

リーに意思決定を行う必要がある。とはいえ，実利性を
優先して安全が損ねられたり，効率性を追うあまり有効
な規制という目的が損ねられたりしてはならない。
継続的な改善，国際的な活動，連携協力，およびピア

レビューは密接に相互連動しており，これらは効果的な
規制機関に必要とされる別の一連の特性である。これら
の特性があることで，能力(コンピタンス)と信用を維持
するための継続的学習の環境が作り出される。
上記のような，技術的，文化的，および行動上の能力

は，効果的な規制にとり不可欠である。これらの能力を
備えていることは，公衆と社会に対してリスクとコスト
に見合ったバランスのとれた公平な意思決定を可能とす
る根底となり，原子力施設の安全な運転を可能とするの
である。こうした能力が見られるのは，経験豊富で，明
確な判断を下しそれを他者に説明でき，安全を損なう可
能性のある圧力的行為には抵抗できる人々である。
上記の特性を持つ規制組織は，原子力産業界が常に国

際的な安全原則に従って，環境を十分に守り安全な事業
運営を行うことを確保するという第一の目的を，効果的
かつ効率的に果たすことができるに違いない。

－ 参 考 資 料 －

1) The Characteristics of an Effective Nuclear
Regulator, OECD 2014 NEA No. 7185
(https://www.oecd-nea.org/nsd/pubs/2014/7185-regulator.pdf)

2) 下村和生，｢原子力・放射線利用に関する安全強化―
人間・組織・制度的視点から｣，日本原子力学会誌｢ア
トモス｣vol.58, 2016 年 1 月

(2016 年 2 月 10 日 記)
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活動報告 将来の人材を確保するためのツールとして
原子力・放射線分野ロールモデル集の作成と配布

男女共同参画委員会/東京都市大学 羽倉 尚人

すそ野を広げるツールの開発
2005 年から開催され，11 回目となった｢女子中高生夏

の学校(夏学)｣1)(主催：(独)国立女性教育会館，2015 年
8 月 6 日～8 日，埼玉県比企郡)では，趣向を凝らした実
験や先端をいく研究者を招いた講演会など，盛りだくさ
んの内容で 2 泊 3 日の間集まった約 100 名の女子中高
生，保護者，学校関係者に理工系分野への魅力を伝える
取り組みがなされている2)。本会男女共同参画委員会で
は，ポスター展示や霧箱実験実演などを通して，原子
力・放射線分野の魅力を伝えてきた。しかし，参加した
中高生から｢どのような仕事があり，どんな人がそこで
働いているのかのイメージがわかない｣という感想の声
が聞かれた。そこで，(独)科学技術振興機構の発行する
｢ロールモデル集｣3)を参考に，原子力・放射線分野に特
化したロールモデル集を作ることにした。ロールモデル
とは，目標とする人物のことであるが，ここでいうロー
ルモデル集とは原子力や放射線の分野で活躍している方
を紹介し，読む人が働いている人の姿をイメージしやす
くすることを目的としたものである。

初版の完成そして配布
2014 年 3 月の春の年会(東京都市大学)における合同

企画セッションにて試作版を公開し，ディスカッション
した4)。そこでの意見を踏まえて，8 月に初版を完成さ
せた(図 1)。さっそく夏学にて配布したところ，｢いろい
ろな仕事があることがわかった｣，｢女性の技術者や研究
者の方もいることがわかった｣，｢すそ野の広さを感じ
た｣などといった感想が聞かれた5)。

好評につき増刷
本冊子は大変好評をいただき，｢ぜひ配布したいので

分けてもらえないか｣というお話を頂戴することができ
た。初版は 200 部印刷していたが，本会理事会において
1,000 部増刷することを承認いただいた。また，日本原
子力産業協会の協力で，就活準備フェアや原産セミナー
の会場においても配布させていただいた6)。

今後の展開
初版だけではこの分野を網羅しているとは到底いえな

い。そこで，初版とは別の方に執筆を依頼し 2015 年 7
月に第 2 版を完成させた。版を重ね少しずつ紹介できる
仕事を増やしていければと考えている。第 2 版は夏学や
大学のオープンキャンパスにて配布した。また，昨年度
と同様に就活関連のセミナーでも配布予定である。

原子力・放射線分野は，学校教育で学ぶ機会が少ない
だけではなく，偏ったイメージが広まっているという事
情がある。このロールモデル集を通して実際の仕事の様
子を見てもらえれば印象も変わってくるのではないかと
期待している。すそ野を広げるためには，今回作成した
ようなツールが重要な役割を果たすものと考えている。

冊子をご希望の方は，本会事務局｢男女共同参画委員
会担当(kaiin@aesj.or.jp)｣までお問合せ下さい。

－ 参 考 資 料 －
1)(独)国立女性教育会館，｢女子中高生夏の学校 2015 実施報

告｣
http://www.nwec.jp/jp/program/invite/2015/page03s.html

2)日本原子力学会誌，No.1，Vol.49，p56，2007
3)(独)科学技術振興機構｢ロールモデル集 『理系女性のきらめ

く未来』｣
http://www.jst.go.jp/gender/rolemodel.html

4)日本原子力学会誌，No.7，Vol.56，p40，2014
5)2015 春の年会，D21
6)(一社)日本原子力産業協会｢原子力産業セミナー 2016 報

告｣
http://www.jaif.or.jp/cms_admin/wp-content/uploads/
2015/05/nis2016_report.pdf

(2015 年 11 月 9 日 記)
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図 1 完成したロールモデル集
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ジャーナリストの視点Journalist's eyes

とらわれない視点で
毎日新聞経済部副部長 山本 明彦

最初に原子力報道に関わったのは 1998 年。福井支局
敦賀駐在に赴任してからだ。ナトリウム漏れ火災事故を
起こした高速増殖原型炉もんじゅの再稼働やプルサーマ
ル計画の是非，日本原子力発電敦賀原発 3，4号機の増設
計画など，賛否が分かれるテーマを追いかけていた。
国や地元自治体がこうした政策テーマで判断するにあ
たり，推進，中立，慎重の各面から識者を集め，合意形
成に向けた議論を行うことが一般的だ。メンバーの人選
で政策担当者の思惑が入ることはあるにしろ，民主的な
手続きとして浸透している。報道する側としての自分
は，慎重論の視点などから推進側の主張をチェックしつ
つ，バランスを取るよう心がけてきたつもりだ。
ただ，こうした場の議論を聞いていて強く感じたの
は，対立する意見の双方に妥協の余地がなく，合意を形
成しようという機運がまずないことだ。議論が平行線を
たどる結果，政策当局が自らのシナリオに近い意見を採
用する余地が広がり，結果的に政策判断にお墨付きを与
える場になってしまう。
日本だけの問題でも，原子力に特有の問題でもない
が，こうした傾向は，とりわけ原子力で，より強いと思
われる。原子力が国策として進められる一方，いわゆる
脱原発や反原発の議論が政治運動的な側面を帯びがち
だったことも要因の一つだが，自らを一定の立場に固定
させたり，反対意見を持つ人にレッテルを貼ったりして
対論をつぶしあう悪弊には，教育や労働市場の課題も潜
んでいるように感じる。
日本では，多くの学生がまだ社会に関する将来像を描
き切れていない高校の早い段階で，文系と理系に仕分け
られる。大学では教養課程の後，専門を選ぶことになる
が，人文科学や社会科学の学部生が自然科学系の講義を
受けることは少ないし，逆も同じだ。この結果，数学や
統計学に弱い経済学部生や，哲学や倫理学にうとい医学
生といった学生が多くなる。教養主義が薄れた昨今は，
とりわけそんな印象を受ける。
社会に出てからも，硬直的な労働市場ゆえに，定年ま
で同じような場所で同じような人たちと働く。米国流の
｢回転ドア｣のように(これはこれで課題もあるけれど)，
異なる環境に身を置くことが少ないから，自らが外部か
らどうみられるかという客観性や外部的な視点に欠けて
しまいがちだ。
教育から職業まで縦割りが強く，視野の狭い人材が量
産される日本社会の問題は今に始まったことではない

が，経済のグローバル化や消費社会の高度化が進む中，
日本の国際競争力をじわじわ低下させている側面もあ
る。日本のエレクトロニクス産業が総崩れになったの
は，技術力の劣化や相対的なコスト高ばかりが原因では
ない。研究・技術開発と商品設計が有機的に統合せず，
消費者の視線で，さまざまな技術の要素をつなぎあわせ
て新しい製品やサービスを作れなかった側面を無視はで
きない。
東京電力福島第一原発事故や｢もんじゅ｣に体現される

｢原子力村｣の失敗を，日本社会の普遍的な問題という切
り口でみると，論点がかすんでしまう。とはいえ，私た
ちの社会に染みついたものを顧みないと，よりよい議論
をする環境を整備できない。
変えようとする動きはある。アカデミズムの世界で

は，｢リベラル・アーツ｣と呼ばれる教養主義の見直しの
動きが盛んだ。専門性を持ちながらも一定の枠にとらわ
れることなく，幅広い知識を背景に，異なる視点やアプ
ローチで物事に取り組む姿こそ，グローバリズムにさら
される社会が求める能力だからだ。多くの人に科学的な
思考を理解してもらうためのサイエンス・コミュニケー
ションとか科学リテラシーとかいった概念も広がりつつ
ある。
とはいえ，現場レベルで多くの関係者に認識が共有さ

れているとはいえない。科学技術系の学者は，論文が評
価の中心になるため，一般向けの説明に心を砕く傾向は
少ないように思われる。メディアや慎重側の立場の人
は，紋切り型の批判や特定の切り口からしか論じない
(推進側もそうだが)傾向があったり，専門知識に欠けて
いたりするケースも見られる。
半世紀分の｢核のごみ｣を蓄積する日本は，｢脱原子力

発電｣はできても，｢脱原子力｣はできないと思う。そう
であれば，自らの立場の枠を超えてよりよい未来を作る
議論を行う枠組みから構築し直す必要があるのではない
だろうか。
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